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介護保険法

（平成九年十二月十七日法律第百二十三号） 

最終改正：平成二七年五月二九日法律第三一号 

第一章 総則 

（目的）  

第一条  この法律は、加齢に伴って生ずる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態

となり、入浴、排せつ、食事等の介護、機能訓練並びに看護及び療養上の管理その他の医

療を要する者等について、これらの者が尊厳を保持し、その有する能力に応じ自立した日常

生活を営むことができるよう、必要な保健医療サービス及び福祉サービスに係る給付を行う

ため、国民の共同連帯の理念に基づき介護保険制度を設け、その行う保険給付等に関して

必要な事項を定め、もって国民の保健医療の向上及び福祉の増進を図ることを目的とする。  

（介護保険）  

第二条  介護保険は、被保険者の要介護状態又は要支援状態（以下「要介護状態等」という。）

に関し、必要な保険給付を行うものとする。  

２  前項の保険給付は、要介護状態等の軽減又は悪化の防止に資するよう行われるとともに、

医療との連携に十分配慮して行われなければならない。  

３  第一項の保険給付は、被保険者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、被保

険者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者又は施

設から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われなければならない。  

４  第一項の保険給付の内容及び水準は、被保険者が要介護状態となった場合においても、

可能な限り、その居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができ

るように配慮されなければならない。  

（保険者）  

第三条  市町村及び特別区は、この法律の定めるところにより、介護保険を行うものとする。  

２  市町村及び特別区は、介護保険に関する収入及び支出について、政令で定めるところによ

り、特別会計を設けなければならない。  

【介護保険法 第一章 総則 第一条～第五条の二抜粋】 
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（国民の努力及び義務）  

第四条  国民は、自ら要介護状態となることを予防するため、加齢に伴って生ずる心身の変化

を自覚して常に健康の保持増進に努めるとともに、要介護状態となった場合においても、進

んでリハビリテーションその他の適切な保健医療サービス及び福祉サービスを利用すること

により、その有する能力の維持向上に努めるものとする。  

２  国民は、共同連帯の理念に基づき、介護保険事業に要する費用を公平に負担するものと

する。  

（国及び地方公共団体の責務）  

第五条  国は、介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるよう保健医療サービス及び

福祉サービスを提供する体制の確保に関する施策その他の必要な各般の措置を講じなけれ

ばならない。  

２  都道府県は、介護保険事業の運営が健全かつ円滑に行われるように、必要な助言及び適

切な援助をしなければならない。  

３  国及び地方公共団体は、被保険者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に

応じ自立した日常生活を営むことができるよう、保険給付に係る保健医療サービス及び福祉

サービスに関する施策、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪

化の防止のための施策並びに地域における自立した日常生活の支援のための施策を、医療

及び居住に関する施策との有機的な連携を図りつつ包括的に推進するよう努めなければな

らない。  

（認知症に関する調査研究の推進等）  

第五条の二  国及び地方公共団体は、被保険者に対して認知症（脳血管疾患、アルツハイマ

ー病その他の要因に基づく脳の器質的な変化により日常生活に支障が生じる程度にまで記

憶機能及びその他の認知機能が低下した状態をいう。以下同じ。）に係る適切な保健医療サ

ービス及び福祉サービスを提供するため、認知症の予防、診断及び治療並びに認知症であ

る者の心身の特性に応じた介護方法に関する調査研究の推進並びにその成果の活用に努

めるとともに、認知症である者の支援に係る人材の確保及び資質の向上を図るために必要

な措置を講ずるよう努めなければならない。  
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県所管域（政令市・中核市を除く）サービス別事業者等指定状況
平成２８年４月１日現在

H28.4.1 H27.4.1 H26.4.1 増減数 増減比

訪問介護 629 619 587 10 101.6%

訪問入浴介護 50 55 54 ▲ 5 90.9%

訪問看護（ステーション） 176 162 144 14 108.6%

訪問看護（医療機関） 603 593 580 10 101.7%

訪問リハビリテーション（老健） 11 7 5 4 157.1%

訪問リハビリテーション（医療みなし） 301 297 288 4 101.3%

居宅療養管理指導（ステーション） 16 18 19 ▲ 2 88.9%

居宅療養管理指導（医療みなし） 3,257 3,195 3,097 62 101.9%

通所介護 331 836 771 ▲ 505 39.6%

通所リハビリテーション（施設みなし） 63 63 61 0 100.0%

通所リハビリテーション（医療みなし） 39 40 37 ▲ 1 97.5%

短期入所生活介護 159 154 142 5 103.2%

短期入所療養介護 74 75 75 ▲ 1 98.7%

特定施設入居者生活介護 180 175 166 5 102.9%

福祉用具貸与 120 113 113 7 106.2%

特定福祉用具販売 123 115 119 8 107.0%

小計　一般指定（みなし指定除く） 1,869 2,329 2,195 ▲ 460 80.2%

小計　みなし指定（保険医療機関・通リハの老健） 4,263 4,188 4,063 75 101.8%
小計 6,132 6,517 6,258 ▲ 385 94.1%

729 698 660 31 104.4%

介護老人福祉施設 129 126 119 3 102.4%

介護老人保健施設 66 65 63 1 101.5%

介護療養型医療施設 10 12 14 ▲ 2 83.3%

小計　施設サービス 205 203 196 2 101.0%

介護予防訪問介護 597 578 552 19 103.3%

介護予防訪問入浴介護 47 51 50 ▲ 4 92.2%

介護予防訪問看護（ステーション） 176 162 144 14 108.6%

介護予防訪問看護（医療機関） 566 556 544 10 101.8%

介護予防訪問リハビリテーション（老健） 11 7 5 4 157.1%

介護予防訪問リハビリテーション（医療みなし） 289 284 275 5 101.8%

介護予防居宅療養管理指導（ステーション） 16 17 19 ▲ 1 94.1%

介護予防居宅療養管理指導（医療みなし） 3,137 3,079 2,986 58 101.9%

介護予防通所介護 766 751 699 15 102.0%

介護予防通所リハビリテーション（施設みなし） 60 60 58 0 100.0%

介護予防通所リハビリテーション（医療みなし） 39 40 37 ▲ 1 97.5%

介護予防短期入所生活介護 154 149 139 5 103.4%

介護予防短期入所療養介護 73 74 74 ▲ 1 98.6%

介護予防特定施設入居者生活介護 169 164 155 5 103.0%

介護予防福祉用具貸与 118 111 111 7 106.3%

特定介護予防福祉用具販売 121 113 116 8 107.1%

小計　一般指定（みなし指定除く） 2,248 2,177 2,064 71 103.3%

小計　みなし指定（保険医療機関・通リハの老健） 4,091 4,019 3,900 72 101.8%

小計 6,339 6,196 5,964 143 102.3%

一般指定（みなし指定除く） 5,051 5,407 5,115 ▲ 356 93.4%

みなし指定（保険医療機関・通リハの老健） 8,354 8,207 7,963 147 101.8%

合計 13,405 13,614 13,078 ▲ 209 98.5%

合
計

※通所介護については地域密着型通所介護へ移行した事業所が520件あるため、Ｈ２８に減っている。

介
護
保
険
施
設

介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス

サ　ー　ビ　ス　種　類

居
宅
サ
ー

ビ
ス

　居宅介護支援

※増減数、増減比はH27.4.1とH28.4.0の数値を比較したもの
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（単位：事業所）

件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合 件数 割合

１年以内 17 9.4% 9 5.0% 15 7.2% 19 8.9% 18 7.8% 34 14.8% 112 9.0%

１年超２年以内 39 21.7% 28 15.6% 36 17.4% 43 20.2% 51 22.2% 30 13.0% 227 18.2%

２年超３年以内 25 13.9% 26 14.4% 32 15.5% 35 16.4% 30 13.0% 23 10.0% 171 13.7%

３年超４年以内 10 5.6% 5 2.8% 17 8.2% 12 5.6% 18 7.8% 29 12.6% 91 7.3%

４年超５年以内 45 25.0% 8 4.4% 10 4.8% 12 5.6% 6 2.6% 14 6.1% 95 7.6%

５年超６年以内 8 4.4% 61 33.9% 12 5.8% 9 4.2% 13 5.7% 20 8.7% 123 9.9%

６年超７年以内 6 3.3% 13 7.2% 47 22.7% 6 2.8% 12 5.2% 4 1.7% 88 7.1%

７年超８年以内 10 5.6% 9 5.0% 5 2.4% 36 16.9% 2 0.9% 7 3.0% 69 5.5%

８年超９年以内 3 1.7% 2 1.1% 11 5.3% 6 2.8% 38 16.5% 9 3.9% 69 5.5%

９年超10年以内 2 1.1% 1 0.6% 3 1.4% 7 3.3% 7 3.0% 11 4.8% 31 2.5%

10年超11年以内 15 8.3% 2 1.1% 4 1.9% 10 4.7% 2 0.9% 9 3.9% 42 3.4%

11年超12年以内 - 16 8.9% 0 0.0% 2 0.9% 8 3.5% 6 2.6% 32 2.6%

12年超13年以内 - - 15 7.2% 2 0.9% 2 0.9% 3 1.3% 22 1.8%

13年超14年以内 - - - 14 6.6% 2 0.9% 4 1.7% 20 1.6%

14年超 - - - - 21 9.1% 35 15.2% 56 4.5%

合計 180 100.0% 180 100.0% 207 100.0% 213 100.0% 230 100.0% 238 103.5% 1,248 100.0%

注１：指定都市及び中核市への権限移譲前の平成23年度以前も現在の県所管域分のみ計上。

注２：網掛けは、介護予防サービスが創設された平成18年度中の指定事業者。

注３：居宅サービス・介護予防サービスのうち施設系サービス並びに介護保険施設を除く。

平成25年度 平成26年度 合計指定から廃止
までの経過年数

廃止された介護サービス事業所の指定から廃止までの経過年数
（神奈川県所管域分のみ）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成27年度
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H25.3.29 高施第336号

介護老人
保健施設

基準
介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準
を定める条例

H25 神奈川県条例第18号

解釈通知
介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準
を定める条例等について

居
宅
サ
ー

基準 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅
療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用
の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

H12 厚生省告示第19号

H12 老企第36号

解釈通知
指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等
及び指定介護予防サービス等の事業の人員、設備、運営等に関する基準等を定める
条例等について

介護療養型
医療施設

H25.3.29 高施第336号

H25 神奈川県条例第21号

指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定
める条例

H25.3.29 高施第336号

介
護
予
防

サ
ー

ビ
ス

基準

居
宅
介
護

支
援

基準

解釈通知

施
設
サ
ー

ビ
ス

H25 神奈川県条例第17号

H25.3.29 高施第336号

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 H25 神奈川県条例第20号

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等
及び指定介護予防サービス等の事業の人員、設備、運営等に関する基準等を定める
条例等について

H25.3.29 高施第336号

介護老人
福祉施設

基準

解釈通知

基準

解釈通知

居
宅

サ
ー

ビ
ス

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例等につい
て

H26 神奈川県条例第41号

H26.9.30 介保第141号

基準

解釈通知

指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定
める条例等について

指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定
める条例

H25 神奈川県条例第19号

指定介護予防サービス等の事業の人員、設備、運営等に関する基準等を定める条例

(参考資料）介護保険法の体系図

介護保険法施行令

介護保険法施行規則
介 護 保 険 法

指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定
める条例等について

２ 介護報酬関係

１ 指 定 関 係

H12 厚生省告示第21号

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特
定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の
算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

解釈通知 H12 老企第40号

H12 老企第40号

ー

ビ
ス

H12 厚生省告示第20号

H12 老企第36号

指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅
療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用
の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

居
宅
介
護

支
援

基準

解釈通知

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（短期入所サービス及び特
定施設入居者生活介護に係る部分）及び指定施設サービス等に要する費用の額の
算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

施
設

サ
ー

ビ
ス

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準基準

介
護
予
防

サ
ー

ビ
ス

基準 指定施設サービス等に要する費用の額の算定に関する基準

H18 厚生労働省告示第127号

「指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上
の留意事項について」の制定及び「指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関
する基準（訪問通所サービス及び居宅療養管理指導に係る部分）及び指定居宅介護
支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につい
て」等の一部改正について

H18 老計発0317001
H18 老振発0317001
H18 老老発0317001

解釈通知

の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について
解釈通知

そ
の
他
報
酬
関
係

厚生労働大臣が定める施設基準 H27 厚生労働省告示第96号

厚生労働大臣が定める外部サービス利用型特定施設入居者生活介護費及び外部
サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費に係るサービスの種類及び当
該サービスの単位数並びに限度単位数

H18 厚生労働省告示第165号

厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等

H12 厚生省告示第27号

H27 厚生労働省告示第94号

厚生労働大臣が定める基準

厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準 H12 厚生省告示第29号

H27 厚生労働省告示第95号

H27 厚生労働省告示第93号厚生労働大臣が定める一単位の単価

厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並びに
通所介護費等の算定方法

その他 通所介護等における日常生活に要する費用の取扱いについて H12 老企第54号
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■ 介護保険法に基づく各種サービスの指定を 

受けるにあたっての、定款への事業名の記載について ■ 

○ 介護保険法に基づく居宅サービス事業            

訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、 

  通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、 

  特定施設入居者生活介護、福祉用具貸与、特定福祉用具販売 

 ○ 介護保険法に基づく地域密着型サービス事業        

  定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、

認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居宅介護、 

地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護、 

複合型サービス、 

 ○ 介護保険法に基づく居宅介護支援事業            

居宅介護支援 

○ 介護保険法に基づく介護予防サービス事業             

介護予防訪問介護、介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、 

介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導、介護予防通所介護、 

介護予防通所リハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、 

介護予防短期入所療養介護、介護予防特定施設入居者生活介護、介護予防福祉用具貸与、 

特定介護予防福祉用具販売 

○ 介護保険法に基づく地域密着型介護予防サービス事業   

  介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、 

  介護予防認知症対応型共同生活介護 

○ 介護保険法に基づく介護予防支援事業          

  介護予防支援 

[ ]内は介護保険法の条項です。 

定款変更について、所轄官庁の許認可が必要な場合は、必ず所轄官庁へその変更に

ついてご相談ください。 

（株式会社や有限会社、合資会社等の営利法人の場合、所轄官庁はありません。） 

ご注意ください！ 
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＝変更なし

上乗せ率(%) 上乗せ率(%) 増減

横 浜 市 ３級地 12 ２級地 16 ＋

川 崎 市 ３級地 12 ２級地 16 ＋

相 模 原 市 ５級地 6 ４級地 12 ＋

横 須 賀 市 ４級地 10 ５級地 10

鎌 倉 市 ２級地 15 ３級地 15

逗 子 市 ５級地 6 ５級地 10 ＋

三 浦 市 ６級地 3 ６級地 6 ＋

葉 山 町 ５級地 6 ６級地 6

厚 木 市 ５級地 6 ４級地 12 ＋

大 和 市 ５級地 6 ５級地 10 ＋

海 老 名 市 ５級地 6 ６級地 6

座 間 市 ５級地 6 ５級地 10 ＋

綾 瀬 市 ５級地 6 ６級地 6

愛 川 町 ６級地 3 ６級地 6 ＋

清 川 村 ６級地 3 ６級地 6 ＋

藤 沢 市 ５級地 6 ４級地 12 ＋

茅 ヶ 崎 市 ５級地 6 ５級地 10 ＋

寒 川 町 ５級地 6 ５級地 10 ＋

平 塚 市 ５級地 6 ５級地 10 ＋

秦 野 市 ６級地 3 ６級地 6 ＋

伊 勢 原 市 ５級地 6 ５級地 10 ＋

大 磯 町 その他 0 ６級地 6 ＋

二 宮 町 ６級地 3 ６級地 6 ＋

南 足 柄 市 その他 0 その他 0

中 井 町 ６級地 3 その他 0 －

大 井 町 ６級地 3 その他 0 －

松 田 町 その他 0 その他 0

山 北 町 ６級地 3 その他 0 －

開 成 町 その他 0 その他 0

小 田 原 市 ６級地 3 ５級地 10 ＋

箱 根 町 ６級地 3 ７級地 3

真 鶴 町 その他 0 その他 0

湯 河 原 町 その他 0 その他 0

介護報酬の地域区分の見直し

区　　分

改　　正　　前
（平成24～26年度）

改　　正　　後
（平成27年度～平成29年度）
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○介護報酬の単価等

2級地 3級地 4級地 5級地 6級地 その他 2級地 3級地 4級地 5級地 6級地 7級地 その他

15% 12% 10% 6% 3% 0% 16% 15% 12% 10% 6% 3% 0%

訪問介護 70% 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00 70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

訪問入浴介護 70% 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00 70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

訪問看護 70% 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00 70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

訪問リハビリテー
ション

55% 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00 55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00

通所介護 45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

通所リハビリテー
ション

55% 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00 55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00

短期入所生活介護 45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00

短期入所療養介護 45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

特定施設入居者生活
介護

45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

夜間対応型訪問介護 70% 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00 70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

地域密着型通所介護
(平成28年度～)

45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

認知症対応型通所介
護

55% 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00 55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00

小規模多機能型居宅
介護

55% 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00 55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00

認知症対応型共同生
活介護

45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

地域密着型特定施設入
居者生活介護

45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

地域密着型介護老人福祉
施設入所者生活介護

45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

定期巡回・随時対応型訪
問介護看護

70% 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00 70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

看護小規模多機能型居宅介
護（複合型サービス） 55% 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00 55% 10.88 10.83 10.66 10.55 10.33 10.17 10.00

70% 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00 70% 11.12 11.05 10.84 10.70 10.42 10.21 10.00

介護老人福祉施設 45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

介護老人保健施設 45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

介護療養型医療施設 45% 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00 45% 10.72 10.68 10.54 10.45 10.27 10.14 10.00

※　介護予防サービスは、省略。

サービス別の１単位当たりの単価の見直し

（単位　円）

区　　　　分

改　　正　　前
（平成24～26年度）

改　　正　　後
（平成27～29年度）

人
件
費
割
合

上乗せ割合 人
件
費
割
合

上乗せ割合

居宅介護支援

介護保険施設サービス

居宅サービス

地域密着型サービス

19



  地域単価の見直し
(平成２７年４月～平成３０年３月)

２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 ７級地 その他

・訪問介護
・訪問入浴介護
・訪問看護
・居宅介護支援

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護
・夜間対応型訪問介護

１１．１２円 １１．０５円 １０．８４円 １０．７０円 １０．４２円 １０．２１円 １０円

・訪問リハビリテーション
・通所リハビリテーション
・短期入所生活介護
・認知症対応型通所介護
・小規模多機能型居宅介護

・看護小規模多機能型居宅介護（複合
型サービス）

１０．８８円 １０．８３円 １０．６６円 １０．５５円 １０．３３円 １０．１７円 １０円

・通所介護
・短期入所療養介護
・特定施設入居者生活介護
・地域密着型通所介護
　（平成28年4月～）
・認知症対応型共同生活介護

・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・介護療養型医療施設
・地域密着型特定施設入居者生活介護
・地域密着型介護老人福祉施設

１０．７２円 １０．６８円 １０．５４円 １０．４５円 １０．２７円 １０．１４円 １０円

※サービス種類については、介護予防サービスのある居宅サービス及び地域密着型サービスは介護予防サービスを含む。

(平成２４年４月～平成２７年３月)

改

定

案

２級地 ：横浜市/川崎市

３級地 ：鎌倉市

４級地 ：相模原市/藤沢市/厚木市

５級地 ：横須賀市/平塚市/小田原市/茅ケ崎市/逗子市/大和市/伊勢原市/座間市/寒川町

６級地 ：三浦市/秦野市/海老名市/綾瀬市/葉山町/大磯町/二宮町/愛川町/清川村

７級地：箱根町

(平成２４年４月～平成２７年３月)
２級地 ３級地 ４級地 ５級地 ６級地 その他

・訪問介護
・訪問入浴介護
・訪問看護
・居宅介護支援

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護
・夜間対応型訪問介護

１１．０５円 １０．８４円 １０．７０円 １０．４２円 １０．２１円 １０円

・訪問リハビリテーション
・通所リハビリテーション
・認知症対応型通所介護
・小規模多機能型居宅介護

・複合型サービス １０．８３円 １０．６６円 １０．５５円 １０．３３円 １０．１７円 １０円

・通所介護
・短期入所生活介護
・短期入所療養介護
・特定施設入居者生活介護
・認知症対応型共同生活介護

・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・介護療養型医療施設
・地域密着型特定施設入居者生活介護
・地域密着型介護老人福祉施設

１０．６８円 １０．５４円 １０．４５円 １０．２７円 １０．１４円 １０円

※サービス種類については、介護予防サービスのある居宅サービス及び地域密着型サービスは介護予防サービスを含む。

現

行

２級地 ：鎌倉市

３級地 ：横浜市/川崎市

４級地 ：横須賀市

５級地 ：相模原市/逗子市/葉山町/厚木市/大和市/海老名市/座間市/綾瀬市/藤沢市/茅ヶ崎市/

寒川町/平塚市/伊勢原市

６級地 ：三浦市/愛川町/清川村/秦野市/二宮町/中井町/大井町/山北町/小田原市/箱根町
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訪問看護料金早見表（改定案）

【利用者負担算出方法】
 地域単価×単位数＝○○円（１円未満切り捨て）
　○○円－（○○円×０．９（１円未満切り捨て））＝△△円（利用者負担額）

　なお、料金変更が報酬改定に係るもののみである場合は、料金変更届は不要としています。

2級地 3級地 4級地 5級地 6級地 7級地 その他

11.12円 11.05円 10.84円 10.7円 10.42円 10.21円 10円

イ  指定訪問看護ステーションの場合

（１）所要時間20分未満の場合 310 345 343 336 332 323 317 310

（２）所要時間30分未満の場合 463 515 512 502 496 483 473 463

（３）所要時間30分以上１時間未満の場合 814 906 900 883 871 849 831 814

（４）所要時間１時間以上１時間30分未満の場合 1,117 1,243 1,235 1,211 1,196 1,164 1,141 1,117

（５）理学療法士等による訪問の場合（１回につき） 302 336 334 328 324 315 309 302

ロ  病院又は診療所の場合

（１）所要時間20分未満の場合 262 292 290 284 281 273 268 262

（２）所要時間30分未満の場合 392 436 434 425 420 409 401 392

（３）所要時間30分以上１時間未満の場合 567 631 627 615 607 591 579 567

（４）所要時間１時間以上１時間30分未満の場合 835 929 923 906 894 870 853 835

ハ  指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所
  と連携して指定訪問看護を行う場合

2,935 3,264 3,244 3,182 3,141 3,059 2,997 2,935

　注2　要介護５の者の場合（１月につき） 800 890 884 868 856 834 817 800

　注5　複数名訪問看護加算（１回につき）

　　・ 所要時間30分未満の場合 254 283 281 276 272 265 260 254

　　・ 所要時間30分以上の場合 402 447 445 436 431 419 411 402

　注6　長時間訪問看護加算（１回につき）
　　※特別管理加算の対象者に限る

300 334 332 326 321 313 307 300

　注10　緊急時訪問看護加算（１月につき）

　　・ ステーションの場合 540 601 597 586 578 563 552 540

　　・ 病院又は診療所の場合 290 323 321 315 311 303 296 290

　注11　（１）特別管理加算（Ⅰ）（１月につき） 500 556 553 542 535 521 511 500

　　　　（２）特別管理加算（Ⅱ）（１月につき） 250 278 277 271 268 261 256 250

　注12　ターミナルケア加算(死亡月につき) 2,000 2,224 2,210 2,168 2,140 2,084 2,042 2,000

ニ  初回加算（１月につき） 300 334 332 326 321 313 307 300

ホ  退院時共同指導加算（１回（特別な管理を必要
  とする利用者については２回）に限り）

600 668 663 651 642 626 613 600

ヘ  看護・介護職員連携強化加算(１月に１回に限り) 250 278 277 271 268 261 256 250

ト  看護体制強化加算（１月につき） 300 334 332 326 321 313 307 300

チ  サービス提供体制強化加算

 ・ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして
　　都道府県知事に届け出た指定訪問看護事業所が、利用者に
　　対し、指定訪問看護を行った場合は、イ及びロについては
　　１回につき

6 7 7 7 7 7 7 6

 ・ ハについては１月につき 50 56 56 55 54 53 51 50

※この表は新規指定申請等の際に、事業所が利用料金表を作成するために参考として作成したものです。実
際の利用者負担額の算出は、１か月のサービス合計単位数により計算します。

※「所定単位数の１００分の○に相当する単位数」等と規定されている加算・減算（早朝・夜間加算、
  特定事業所加算、同一建物に居住する利用者に対する減算など）は下表には記載しておりませんが、
  必要に応じて料金表に記載してください。

　訪問看護費（１回につき） 単位数

利用者負担額（１割）円
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介護予防訪問看護料金早見表（改定案）

【利用者負担算出方法】
 地域単価×単位数＝○○円（１円未満切り捨て）
　○○円－（○○円×０．９（１円未満切り捨て））＝△△円（利用者負担額）

　なお、料金変更が報酬改定に係るもののみである場合は、料金変更届は不要としています。

2級地 3級地 4級地 5級地 6級地 7級地 その他

11.12円 11.05円 10.84円 10.7円 10.42円 10.21円 10円

イ  指定訪問看護ステーションの場合

（１）所要時間20分未満の場合 310 345 343 336 332 323 317 310

（２）所要時間30分未満の場合 463 515 512 502 496 483 473 463

（３）所要時間30分以上１時間未満の場合 814 906 900 883 871 849 831 814

（４）所要時間１時間以上１時間30分未満の場合 1,117 1,243 1,235 1,211 1,196 1,164 1,141 1,117

（５）理学療法士等による訪問の場合（１回につき） 302 336 334 328 324 315 309 302

ロ  病院又は診療所の場合

（１）所要時間20分未満の場合 262 292 290 284 281 273 268 262

（２）所要時間30分未満の場合 392 436 434 425 420 409 401 392

（３）所要時間30分以上１時間未満の場合 567 631 627 615 607 591 579 567

（４）所要時間１時間以上１時間30分未満の場合 835 929 923 906 894 870 853 835

　注4　複数名訪問看護加算（１回につき）

　　・ 所要時間30分未満の場合 254 283 281 276 272 265 260 254

　　・ 所要時間30分以上の場合 402 447 445 436 431 419 411 402

　注5　長時間訪問看護加算（１回につき）
　　※特別管理加算の対象者に限る

300 334 332 326 321 313 307 300

　注9　緊急時訪問看護加算（１月につき）

　　・ ステーションの場合 540 601 597 586 578 563 552 540

　　・ 病院又は診療所の場合 290 323 321 315 311 303 296 290

　注10　（１）特別管理加算（Ⅰ）（１月につき） 500 556 553 542 535 521 511 500

　　　　（２）特別管理加算（Ⅱ）（１月につき） 250 278 277 271 268 261 256 250

ハ  初回加算（１月につき） 300 334 332 326 321 313 307 300

ニ  退院時共同指導加算（１回（特別な管理を必要
  とする利用者については２回）に限り）

600 668 663 651 642 626 613 600

ホ  看護体制強化加算（１月につき） 300 334 332 326 321 313 307 300

ヘ  サービス提供体制強化加算（１回につき） 6 7 7 7 7 7 7 6

※この表は新規指定申請等の際に、事業所が利用料金表を作成するために参考として作成したものです。実
際の利用者負担額の算出は、１か月のサービス合計単位数により計算します。

※「所定単位数の１００分の○に相当する単位数」等と規定されている加算・減算（早朝・夜間加算、
  特定事業所加算、同一建物に居住する利用者に対する減算など）は下表には記載しておりませんが、
  必要に応じて料金表に記載してください。

　介護予防訪問看護費（１回につき） 単位数

利用者負担額（１割）円
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① 訪問看護（介護予防訪問看護）指定申請に係る必要書類一覧表 

No 書   類 様式等

1 指定居宅サービス事業者（指定居宅介護支援事業者、介護保険施設、指

定介護予防サービス事業者）指定（許可）申請書

第１号様式の７

2 申請者（開設者）の定款の写し及びその登記簿の謄本(登記事項証明書)
の原本又は条例等

3 法人役員名簿 参考様式１２－１

4 賃貸借契約書の写し又は建物の登記簿の謄本（登記事項証明書）の原本

5 【病院又は診療所内で行う場合】

病院の使用許可証、診療所の使用許可証又は届出書の写し

6 訪問看護事業者（介護予防訪問看護事業者）の記入事項（付表３） 第１号様式の７（付表３）

7 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表 指定申請書類様式にある勤務形

態一覧表を使用してください。

8 従業者の資格証の写し、雇用が確認できる書類写し

9 事業所の管理者経歴書 参考様式２

10 事業所の平面図 参考様式３（任意様式でも可）

11 事業所の写真

12 運営規程（料金表含む）

13 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 参考様式６

14 当該申請に係る事業に係る資産の状況（直近の決算書等）

15 損害保険証書等の写し

16 法人代表者等誓約書 指定申請書類様式にある様式を

使用してください。

17 管理者誓約書 誓約書はこちらで用意します。

18 介護給付費算定に係る体制等に関する届出書 ライブラリ（書式/通知）内３．加

算届に掲載されている様式を使

用してください。加算を算定しな

い場合も No18、19 は提出が必要

です。

19 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表

20 チェック表及び誓約書等の添付書類【加算を算定する場合のみ】

21 返信用封筒

◎上記書類の他、申請時に証紙貼付用紙に神奈川県収入証紙を貼付してご提出ください。（収入印紙ではありま

せんので、ご注意ください。）

 審査手数料の額、納付方法、証紙貼付用紙等は、以下にてご確認ください。

   掲載場所：ライブラリ（書式/通知）

         －１．新規事業者指定

          －（各サービス種類の名称）

            －１．新規指定申請の流れについて

※ 介護予防サービスのみ追加の場合は１、２、３、６、７、８、１２、１６、１８、１９、２０、２１

※ 吸収合併（分割）による事業承継の場合は１、２、３、６、７、１４、１６、１８、１９、２０、２１

及び吸収合併（分割）契約書

※ 再付番（既に指定を受けているが事業所番号のみ変更が必要な場合）の場合は１、４、６、７、１０、

１１、１２、１８、１９、２０、２１

※ 管理者が変更になる場合は、９、１６、１７追加。

※ 指定申請時には当該一覧表の順番のとおり書類を整え、ご持参ください。
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② 訪問看護（介護予防訪問看護）申請書類チェックリスト 

■ 提 出 書 類

チェック項目 チェック内容 備考 

□ 指定居宅サービス事業者（指定居宅介護支援事業者、介護保険施設、指定介護予防サービス事業者）指

定（許可）申請書（第１号様式の７）

 申請欄 □ 申請者の住所、氏名が登記簿謄本と一致している。

□ 使用する印鑑は、法務局に登録されている法人代表者印（通

常丸印）を使用している。

 申請者 □ 名称、主たる事務所の所在地が登記簿謄本の商号、本店の住

所と一致している。

□ 法人の電話番号、ＦＡＸ番号を記載している。 

□ 法人の種類、法人の所轄庁を記載している。（有限会社、合同

会社などの場合は、空欄で可）

※謄本に記載されている住所で

は郵便物が届かない場合は、

アパート名や部屋番号などを

記載してください。 

※電話番号、ＦＡＸ番号の記載

間違いに注意してください。

 事業所又は施設 □ 所在地は、登記簿や賃貸借契約書の住所と一致している。

□ 電話番号を記載している。

※電話番号の記載間違いに注意

してください。 

 同一所在地内に

おいて行う事業

又は施設の種類 

□ 申請するサービスの実施事業欄に「◎」を記載している。 

□ 指定介護予防サービスを行う場合、実施事業欄に「◎」を記

載している。 

□ 既に同一事業所名、同一所在地で指定を受けている事業があ

る場合は、実施事業欄に「○」と記載し、指定（許可）年月日

欄に指定を受けた日付を記載している。また、介護保険事業所

番号欄に既に指定を受けている事業所の事業所番号を記載し

ている。 

□ 申請者（開設者）の定款の写し及びその登記簿の謄本（登記事項証明書）の原本又は条例等

□ 登記簿謄本は発行日から３ヶ月以内の原本である。 

□ 定款及び法人登記簿謄本の目的欄に申請するサービスが位

置付けられている。 

□ 定款変更手続き中の場合、定款変更を決定した株主総会又は

理事会等の議事録の写しを添付している。 

＜参考＞ 

－ライブラリ（書式/通知） 

－１．新規事業者指定 

－各サービス 

－≪参考≫定款への

事業名の記載について

□ 法人役員名簿

□ 当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又は

これらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を

有するものであるかを問わず、法人に対し業務を執行する社

員、取締役、執行役又はこれに準ずるものと同等の支配力を有

するものと認められる者を含む。）を全て記載している。 

□ 賃貸借契約書の写し又は建物の登記簿の謄本（登記事項証明書）の原本

□ 申請する事業所が賃貸の場合は賃貸借契約書、自社所有の場

合は建物の登記簿謄本を添付している。 

※定款について 

所管庁の認可が必要な場合など時間がかかる場合があります。変更が済んでいない場合、介護

保険事業者としての指定が受けられないので、あらかじめ所管庁に確認してください。
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□ 賃貸借契約の場合、契約は申請法人名義で行われている。 

（※建物の使用目的が住宅や居宅となっている場合は、貸し主か

ら事業の用途で使用することについて同意を得ていることが

確認できる書類の写しを補足添付してください。） 

□ 【病院又は診療所内で行う場合】病院の使用許可証、診療所の使用許可証又は届出書の写し

□ 病院や診療所で行う場合、使用許可証の写しを添付してい 

る。 

※医療みなしの訪問看護は不

要です。 

□ 訪問看護事業者（介護予防訪問看護事業者）の記載事項（付表３）

 事業所 □ 申請書に記載した事業所名称、所在地と一致している。 

□ 電話番号、ＦＡＸ番号を記載している。 

※電話番号、ＦＡＸ番号の記載

間違いに注意してください。 

申請に係る事業の実

施について定めてあ

る定款等の条項 

□ 定款等の事業目的欄を確認して条、項及び号を記載している。

 管理者 □ 管理者以外の職務を兼務する場合、兼務する職種を記載して

いる。 

□ 同一敷地内の他の事業所の職務を兼務する場合、事業所又は

施設の名称、兼務する職種及び勤務時間（週あたりの勤務時間）

を記載している。 

□ 登録番号欄に看護師（又は保健師）の登録番号を記載してい

る。 

※人員基準を確認してくださ

い。 

＜参考＞ 

－ライブラリ（書式/通知） 

－９．運営状況点検書・ 

   運営の手引き 

－２．運営の手引き

 従業者 □ 勤務形態一覧表、運営規程の員数と一致している。 

 主な掲示事項 （営業日） 

□ 正月休みや夏季休業等がある場合、備考欄に記載している。 

（営業時間） 

□ 営業時間は事業所が開いている時間を記載している。 

□ 営業時間とサービス提供時間が異なる場合、備考欄にサービ

ス提供時間を記載している。 

（利用料） 

□ 法定代理受領分と法定代理受領分以外の欄に「介護報酬告示

上の額」と記載している。 

□ その他の費用がある場合、「運営規程のとおり」と記載して

いる。 

（通常の事業の実施地域） 

□ 通常の事業の実施地域は運営規程と一致している。 

※その他の費用、事業の実施地

域について 

＜参考＞Ｐ９ 

③．申請書類作成にあたっての

留意事項

□ 従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表

 サービス種類 □ 介護予防サービスも併せて行う場合、両サービス名を記載し

ている。 

 勤務形態 □ 訪問看護と介護予防訪問看護を一体的に行う場合、常勤であ

れば「Ｂ」、非常勤であれば「Ｄ」と記載している。 
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 第 1 週～第 4週 □ 管理者及び従業者全員の毎日の勤務時間数（４週間分）を記

載している。 

□ 記載された勤務時間が雇用契約書や労働条件通知書に記載

された雇用条件（勤務日、勤務時間、勤務場所及び職務内容等）

と整合が取れている。 

□ 常勤職員が勤務すべき１週あたりの勤務時間は、３２時間以

上となっている。 

□ 曜日を正しく記載している。 

□ 氏名は雇用契約書や資格証のものと一致している。 

□ 同一事業所内の他の職務や同一敷地内の他の事業所の職務

を兼務する場合、それぞれの職務に係る就業時間を按分して記

載している。（ダブルカウントはできません。） 

※常勤換算について 

＜参考＞Ｐ９ 

③．申請書類作成にあたっての

留意事項

※職員の氏名を記載する際は、 

「高と髙、崎と﨑、恵と惠」

などに注意してください。 

□ 従業者の資格証の写し

□ 資格を必要とする職種について資格証の写しを添付してい

る。 

※勤務形態一覧表の順番に並

べてください。 

□ 従業者の雇用が確認できる書類の写し

□ 雇用契約書や労働条件通知書の写しを添付している。 

（雇用契約書や労働条件通知書で雇用条件（勤務日、勤務時間、

勤務場所及び職務内容等）の確認ができない場合は、辞令など

の写しを補足添付してください。） 

※勤務形態一覧表の順番に並

べてください。 

□ 事業所の管理者経歴書

主な職歴等 □ 指定予定月の前月までの職歴等を記載している。 

□ 介護関係の職歴については、開設法人名及び事業所名を記載

している。 

指定（変更）後

に従事する職務 

□ 今回指定を受ける予定の事業について記載している。 

□ 管理者以外の職務を兼務する場合、「管理者兼○○」のよう

に記載している。 

□ 事業所の平面図

□ 事務室、相談室、手指消毒の配置場所、オートクレーブ等滅

菌器の配置場所（事業所で滅菌処理を行う場合のみ）、感染性

廃棄物等の保管場所（使用済みの医療材料を事業所に持ち込む

場合のみ）を記載している。 

□ 同一敷地内で他のサービス（例えば、居宅介護支援、訪問介

護等）を行う場合、事業毎に専用のスペース（専用の机でも可）

を設ける必要があるが、図面にどの部屋・机がどの事業のもの

であるか明記している。 

□ 事務室は、事業を行うために必要な広さの専用のスペースが

設けられている。 

□ 相談室は、利用申込みの受付、相談等に対応するのに適当な

※設備基準を確認してくださ

い。 

＜参考＞ 

－ライブラリ（書式/通知） 

－９．運営状況点検書・ 

   運営の手引き 

－２．運営の手引き

※人員基準の確認のため、勤務地、勤務体制、職務内容がわかるようにしておいてください。 

※労働条件の明示については「労働基準法第１５条」に規定されています。なお、労働基準

法に関する内容は、労働基準監督署へお問い合わせください。
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スペースが確保されている。（相談室が専用の部屋でない場合、

パーテーション等で囲われているなど、プライバシーが確保さ

れていること。） 

□ 写真を撮った方向を矢印にて記載し、写真と対応した番号を

振っている。 

□ 事業所の写真

□ 写真はＬ版サイズのカラー写真とし、A４の紙に貼るなどし

てまとめ、平面図と対応した番号を振り、どの写真かを横に明

記している。（「事務室」など）（※カラープリンターによる印

刷も可） 

＜以下の写真を添付している＞ 

□ 建物の外観（全景） 

□ 事業所の出入り口部分 

□ 事務室（机・椅子等必要な備品を写したもの） 

□ 相談室（机・椅子等必要な備品を写したもの・プライバシー

の確保が図られるよう、個室又はパーテーション等の間仕切り

があることがわかるもの） 

□ 手指消毒の配置場所 

□ オートクレーブ等滅菌器の配置場所（事業所で滅菌処理を行

う場合のみ） 

□ 感染性廃棄物等の保管場所（使用済みの医療材料を事業所に

持ち込む場合のみ） 

※各室の様子が分かるよう必

要に応じ、方向を変えて複数

枚撮影してください。 

□ 運営規程（料金表含む）

（運営規程） （事業の目的及び運営方針） 

□ 記載している。 

（従業者の職種、員数及び職務内容） 

□ 職種ごとに常勤、非常勤の別、専従、兼務の別と員数を記載

している。 

（営業日及び営業時間） 

□ 営業日・営業時間とサービス提供日・サービス提供時間が異

なる場合は、サービス提供日・サービス提供時間を記載してい

る。 

（指定訪問看護の内容及び利用料その他の費用の額） 

□ 介護保険利用料以外で徴収する費用も記載している。 

（通常の事業の実施地域） 

□ 通常の事業の実施地域が市町村の一部地域とする場合、当該

一部地域の具体的な範囲を明示している。 

（緊急時における対応方法） 

□ 記載している。 

（その他運営に関する重要事項） 

□ 従業者の研修（採用時研修、継続研修の頻度） 

□ 衛生管理（感染性廃棄物の処理方法を含む） 

＜参考＞ 

－ライブラリ（書式/通知） 

－１．新規事業者指定 

 －各サービス 

－３．申請書類記載例

  ・作成例

＜参考＞Ｐ９ 

③．申請書類作成にあたっての

留意事項
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□ 従業者及び従業者の退職後の秘密保持 

□ 苦情処理の体制・相談窓口 

□ 事故発生時の対応 

※その他※ 

□ 介護予防訪問看護の指定も併せて受ける場合、介護予防訪問

看護の運営規程も作成している。（ただし、内容が網羅されて

いれば、訪問看護と一体的に作成しても構いません。） 

□ 附則の施行日は事業開始予定日を記載している。

※料金表（単位数）について 

＜参考＞ 

－ライブラリ（書式/通知） 

－16．平成 24年４月介護

報酬改定関連 

－利用料金早見表（居 

宅サービス） 

（料金表） □ 介護保険利用料以外で徴収する費用も料金表に記載してい

る。 

□ 利用者負担額は、料金表作成例にある「＊利用者負担額（１

割）の算出方法」を参考にして計算している。

□ 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要 

□ 苦情等に対応する担当者名、職種を記載している。 

□ その他参考事項には、苦情が出ないための具体的な方策を記

載している。 

□ 当該申請に係る事業に係る資産の状況（直近の決算書等）

□ 決算書の貸借対照表、損益計算書を添付している。 

□ 新規開設法人のため決算をむかえていない場合、預金通帳の

写し（法人名、預金残高が分かるもの）を添付している。 

□ 損害保険証書の写し

□ 損害保険証書の写しを添付している。 

□ 申請時点でまだ証書が発行されていない場合、保険申込書及

び保険料領収書の写しを添付している。 

□ 法人代表者等誓約書

□ 申請者の住所、氏名は、申請書（第１号様式の７）の住所、

氏名（法人名、代表者名）と一致している。

□ 使用する印鑑は、法務局に登録されている法人代表者印（通

常丸印）を使用している。 

□ 管理者誓約書

※ 受付当日、管理者ご本人に誓約書に署名、押印していただきますので、事前の準備は必要ありません。（こちらで誓

約書をご用意いたします。）管理者はご自身の印鑑（認め印で可）をご持参ください。 

□ 介護給費算定に係る体制等に関する届出書

□ 申請者の住所、氏名は、申請書（第１号様式の７）の住所、

氏名（法人名、代表者名）と一致している。

□ 使用する印鑑は、法務局に登録されている法人代表者印（通

常丸印）を使用している。

□ 提供するサービスの実施事業欄に「○」を記載し、異動年月

日欄に事業開始予定年月日を記載している。 

※加算を算定しない場合であ

っても作成してください。 

※利用者にケガをさせたり、物を壊してしまった場合など、賠償すべき事故が発生した場合、

事業者は損害賠償を速やかに行わなければなりません。
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□ 介護給費算定に係る体制等状況一覧表

□ 記載担当者の職名及び氏名、連絡先電話番号を記載し、担当

者印を押印している。 

□ 提供サービス、施設等の区分、その他該当する体制等、割引、

地域区分のそれぞれの欄の該当箇所の番号を「○」で囲んでい

る。 

□ 加算を算定しない場合は「なし」に○を記載している。 

※加算を算定しない場合であ

っても作成してください。 

□ チェック表及び誓約書等の添付書類【加算を算定する場合のみ】 

□ 法人名、法人代表者の職及び氏名を記載している。 

□ チェック表項目（算定要件）のチェックを行っている。

※添付書類にもれはないか

確認してください。 

※ 介護給付費算定に係る体制等に関する届出の様式等の掲載場所 

      ライブラリ（書式/通知） 

        －３．加算届 http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib.asp?topid=4

 －各サービス 

□ 返信用封筒 

□ Ａ４封筒に２４０円分の切手を貼っている。 

（※同じ事業所番号でサービス追加の場合は１４０円分の切手） 

□ 返信先の郵便番号、住所、事業所名を記載している。

□ 証紙貼付用紙 

□ サービス種別ごとの納付額を確認している。 

□ 神奈川県収入証紙を貼付している。 

□ 居宅サービスと介護予防サービスの貼付用紙を分けている。 

※ 証紙貼付用紙の掲載場所 

      ライブラリ（書式/通知） 

        －１．新規事業者指定 

http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib.asp?topid=2

－各サービス 

   －１．指定申請の流れについて 
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③申請書類作成にあたっての留意事項

（訪問看護ステーション）

申請書類作成にあたって、ご質問の多い点をまとめました。こちらも参考の上、申請書類を作成して

きてください。その他のご質問については、当日お伺いします。

１ 人員  

（１） 常勤換算とは？

 ○「看護職員の 1 週間の合計勤務時間」を「事業所の常勤職員の 1 週間の勤務時間」で割ったも

のです。

・ 合計勤務時間とは、訪問看護のサービス提供に従事する時間とサービス提供の準備等を行う

時間（待機時間を含む）の合計時間です。

・ 常勤職員の勤務時間は、各事業所で規定します。

 就業規則がある場合－就業規則に定めた勤務時間

 就業規則がない場合－常勤職員との雇用契約書に記載された勤務時間

・ 常勤、非常勤の区別は、事業所で規定した時間数を勤務するかで区別されるものであり、正

社員、パートで区別するものではありません。

  例１  常勤職員の勤務時間が週 40 時間の事業所

看護職員Ａ 常勤 週 40 時間勤務

看護職員Ｂ 非常勤 週 20 時間勤務

看護職員Ｃ 非常勤 週 20 時間勤務

看護職員Ｄ 非常勤 週 16 時間勤務

看護職員Ｅ 非常勤 週 10 時間勤務

  看護職員の 1 週間の合計勤務時間は、40＋20＋20＋16＋10＝106 時間

  常勤職員の 1 週間の勤務時間は、40 時間。

  よって、常勤換算は、106÷40＝2.65 → 2.6（小数点第 2 位切り捨て）。

（２）管理者について

○ 同一敷地内で他のサービスの管理者等を兼務することは可能です（管理業務に支障がない

場合に限る）。その際には、それぞれのサービスごとに時間を割り振り（例：居宅介護支援

の管理者４時間／日、訪問看護の管理者４時間／日）、勤務表に割り振った時間を記載して

ください。

○ 管理者は看護師又は保健師でなければなりません。（准看護師ではなれません）

２ 設備基準  （※写真は、Ａ４の紙に貼り、何の写真かを横に明記してください。）

（１） 同一敷地内で他のサービス（居宅介護支援、訪問介護等）を行う場合

○ 事務室は同じ部屋を使用することは可能ですが、それぞれの事業ごとに専用のスペース（専

用の机でも可）を設ける必要があります。

○ 図面にどの部屋・机がどの事業のものであるかを明記してください。
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（２） 消毒設備

○ 「速乾性手指消毒液」等を手洗い場に設置してください。

○ 図面に消毒設備（消毒液、オートクレーブ等滅菌器【ある場合】）の位置を記載してくださ

い。

（３） 相談室

○ 個室またはパーテーションで仕切るなど、利用者のプライバシーに配慮してください。

○ 写真は、個室または仕切りがあることがわかるものを添付してください。 

（４） 使用済み医療材料等の保管場所

○ 使用済みの医療材料等を事業所に持ち込む場合は保管場所を図面に記載し、写真を添付し

てください。

３ 運営規程 

（介護予防事業も行う場合には、予防用・介護用それぞれの運営規程を作成する必要があります。両サ

ービスの内容が網羅されていれば一体的に作成することも可能です。）

（１） 必ず記載すべき事項

○ 事業の目的及び運営の方針 

→ 居宅条例第 64 条などを参考にしてください。

○ 従業者の職種、員数及び職務内容

 → 常勤・非常勤の別、専従・兼務の別を記載してください。

   例）看護職員５名 （常勤兼務３名、非常勤兼務２名）

○ 営業日、営業時間、サービス提供日、サービス提供時間

 → 営業日、営業時間とは事業所が開いている日、時間

サービス提供日、サービス提供時間はサービス提供が可能な日、時間

その他、（２）営業日を参照 

○ 指定訪問看護の内容及び利用料その他の費用の額

 → 介護保険利用料以外で徴収する費用もすべて記載してください。

○ 通常の事業の実施地域

 → 地域が明確に特定されている必要があります。

その他、（３）通常の事業の実施地域を参照

○ 緊急時における対応方法

→ 居宅条例第 76 条などを参考にしてください。

○ その他運営に関する重要事項

 → 採用時研修、継続研修の頻度、従業員（従業員であったもの）の守秘義務について

記載してください。

（２） 営業日

 ○ 祝日の営業について、運営規程に明記してください。

   例： 営業する場合 →  営業日は、月曜から土曜までとする（祝日は営業する）。

営業しない場合→  営業日は、月曜から土曜までとする（祝日は営業しない）。
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 ○ 夏休み、冬休みを設定する場合には、運営規程に明記してください。

   例： 営業日は、月曜から土曜までとする（祝日は営業しない）。

但し、12 月 29 日～1 月 3 日までを除く。

（３） 通常の実施区域

○ 通常の実施区域内では、

① 交通費は別途請求できません。

② 合理的な理由がない限り、実施区域内に住んでいる利用者へのサービス提供は拒否でき

ません。

 以上を踏まえて、通常の実施区域は、事業所で決めてください。

※ 通常の実施区域外に居住する利用者に対して、サービスを提供してはいけないということでは

ありません。サービスを提供するかについては、事業所で判断できます。

（４） その他の費用

○ 通常の実施区域外に居住する利用者に対しては、運営規程に定め、利用者から同意を得れ

ば、交通費（実費）を別途利用者に請求することができます。 

○ 交通費を請求するかしないかは、事業所で決めてください。

○ 請求する場合には、運営規程に明記する必要があります。公共交通機関（電車、バス等）

を利用する場合については、運賃ですので実費が明確ですが、自動車を使用する場合には、

実費が明確でありません。そこで、自動車を使用する場合には、運営規程に価格を明示して

おく必要があります。価格の設定方法は、事業所で決めてください。

４ その他添付書類 

（１）料金表 

○ 平成 24 年４月に報酬改定がありました。改定後の単位を確認して作成してください。

＜参考＞ 

ライブラリ（書式/通知） 

－16．平成 24年４月介護報酬改定関連 

－利用料金早見表（居宅サービス） 

http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib-list.asp?id=643&topid=25

        －１．新規事業者指定 

          －各サービス 

           －３．申請書類記載例・作成例
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④同一住所で２サービス以上の事業を行う場合

１ 事業所名称と事業所番号について

  「事業所の名称」と指定の際に付番される「事業所番号」はリンクしています。

（１） サービスごとに異なる事業所名称をつけたい場合

 例：訪問介護事業…○○ホームヘルパーセンター

   居宅介護支援事業…○○ケアセンター

（２） 事業所番号を統一したい場合

○ 事業所番号は、介護報酬の請求を行う場合にも必要となります。請求事務のことも考えた上

で、事業所番号を別にするか同じにするかを事業所で検討してください。

○ 名称に特に決まりはありません。事業所でお考えください。

○ ただし、既に使用されている名称は、利用者等に混乱が生じやすいので、避けてくださ

い（特に同一市区町村内にある場合）。

○ 既に名称が使用されているか否かは、かながわ福祉情報コミュニティ－

（http://www.rakuraku.or.jp）の「事業者情報」等で調べてください。

２ 事務室の配置について

事務室は共通で使用できますが、サービスごとに専用の事務スペースが必要です。机をサービスご

とに明確に分けてください。図面に机のレイアウトを記載し、どの机がどのサービス用なのかが分

かるように記載してください。

・事業所名称を統一してください。

・申請は、１つにまとめてください。

（申請書、定款の写し、登記簿謄本、図面、決算書、保険証書は、事

業所共通書類として１部あれば、結構です。）

・事業所番号は別になります。

・ 申請は、それぞれのサービスごとに行うことになります。

（申請書、定款の写し、登記簿謄本、図面、決算書、保険証書の写しも

それぞれ用意してください。）
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第１号様式の４　（第１条の７関係）（表）（用紙　日本工業規格Ａ４縦長型）

※

指定居宅サービス事業者（指定居宅介護支援事業者、介護保険施設、指定介護予防サービス事業者）

指定（許可）申請書
平 成 2 1 年 8 月 1 3 日

神　奈　川　県　知　事  殿 住　所 神奈川県横浜市中区大通り９－９９－９

申請者

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）

株式会社　大通り介護　代表取締役　神奈川二郎 印

　  介護保険法に規定する指定居宅サービス事業者（指定介護支援事業者、介護保険施設、指定介護予防サービス事業者）の指定（許可）を、

　関係書類を添えて申請します。

※

カブシキカイシャ　オオドオリカイゴ

株式会社　大通り介護
（〒000-0000　）

神奈川県横浜市中区大通り９－９９－９

045-000-0000 045-000-0001
株式会社　

カナガワ　ジロウ

代表取締役 神奈川　二郎 （生年月日1950年１月１日）

（〒111-1111　）

神奈川県横浜市金沢区金沢南１－１－１

オオドオリカイゴステーション

大通介護ステーション
（〒222-2222　）

神奈川県横浜市南区幸福町７－７－７

045-000-0002

訪問介護 ◎ 平成21年8月1日

 事業所所在地市町村番号

添付する付表実施事業  　指定（許可）年月日

ＦＡＸ番号

法人の所轄庁

代表者（開設
者）の住所

電 話 番 号

所 在 地

名 称

フリガナ
名 称

電話番号

受付番号

事
業
所
又
は
施
設

法 人 の 種 類

事業開始予定年月日

フリガナ

主たる事務所の
所在地

連 絡 先

代表者（開設者）
の役職名・氏名 役職名

付表１

申

請

者

フリガナ

氏 名

提出年月日を記法人の登記簿に記載さ

れている主たる所在地

を記載してください。

一致

医療法人、社会福祉法

人、ＮＰＯ法人など法人

の所轄庁がある場合に

記載。株式会社、合同

会社などの場合は記載

法人代表者印を

記載不要

訪問介護 ◎
訪問入浴介護

指 訪問看護
定 訪問リハビリテーション
居 居宅療養管理指導
宅 通所介護
サ 通所リハビリテーション
｜ 短期入所生活介護
ビ 短期入所療養介護
ス 特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与
特定福祉用具販売

居宅介護支援事業 ○
施 介護老人福祉施設
介護老人保健施設

設 介護療養型医療施設
介護予防訪問介護 ◎

指 介護予防訪問入浴介護
定 介護予防訪問看護
介 介護予防訪問リハビリテーション
護 介護予防居宅療養管理指導
予 介護予防通所介護
防 介護予防通所リハビリテーション
サ 介護予防短期入所生活介護
｜ 介護予防短期入所療養介護
ビ 介護予防特定施設入居者生活介護
ス 介護予防福祉用具貸与
特定介護予防福祉用具販売

介護保険事業所番号（既に指定又は許可を受けている場合のみ記入してください。） 1 4 1 2 3 4 5 6 7 8

医療機関コード等

平成21年8月1日

平成21年8月1日

平成19年4月1日

付表５
同
一
所
在
地
内
に
お
い
て
行
う
事
業
又
は
施
設
の
種
類

付表６
付表７、８
付表9、10、11

付表１
付表２
付表３
付表４

付表１８
付表19、20

付表１２
付表１３
付表１４
付表１５

付表１３
付表１４
付表１５

付表５
付表６
付表７、８
付表9、10、11
付表１２

付表１
付表２
付表３
付表４

付表１６
付表１７

指定を受けたい事

業に◎を付けてくだ

既に指定を受けている事業所と同

一事業所番号にしたい場合に記載

してください。同一事業所番号にす

るには、事業所名称、事業所所在

地が一致している必要があります。

既に同一名称、同一所在地で

指定を受けている事業がある
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交通費を請求でき

るのは、通常の事

業の実施地域を越

えた地点から

実施地域は客観的に場所が

特定できるようにすること。

○○市南部や事業所から

研修と秘密保持

については必ず

記載してください。

（介護予防訪問介護の内容） 
第８条 指定介護予防訪問介護の内容は次のとおりとする。

１ 身体介護
２ 生活援助 

（利用料等）
第９条　指定訪問介護及び指定介護予防訪問介護を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣

２　第１１条の通常の事業の実施地域を越えて行う指定訪問介護及び指定介護予防訪問介護に要

１ 通常の事業の実施地域を越えてから、片道概ね○○キロメートル未満 ○○○円 
２ 通常の事業の実施地域を越えてから、片道概ね○○キロメートル以上 △△△円 
３ 前項の費用の支払を受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明をし
　た上で、支払に同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることとする。 

（緊急時等における対応方法） 
第１０条 訪問介護員等は、訪問介護及び介護予防訪問介護を実施中に、利用者の病状に急変、

（通常の事業の実施地域） 
第１１条 通常の事業の実施地域は、○○市◇◇区、◎◎区、▽▽区の全域とする。 

（その他運営についての留意事項） 
第１２条 事業所は、介護福祉士等の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり設けるものと

　１ 採用時研修 採用後○か月以内 
　２ 継続研修 年○回 

２ 従業者は業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。 
３ 従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるため、従業者で
　なくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容とする。
４ この規程に定める事項の外、運営に関する重要事項は○○法人と事業所の管理者との協議に基
　づいて定めるものとする。 

附 則 
この規程は、平成○年○月○日から施行する。

が定める基準によるものとし、当該指定訪問介護及び指定介護予防訪問介護が法定代理受領サービ
スであるときは、その１割の額とする。詳細は別添の料金表のとおり。

した交通費は、通常の事業の実施地域を越えてからの実費を徴収する。なお、自動車を使用した場
合の交通費は、次の額を徴収する。

その他緊急事態が生じたときは、速やかに主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、管理者に報
告しなければならない。

し、また、業務体制を整備する。

１ 通常の実施地域を越えた地点から、片道１km ○○円

２
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１　訪問介護の介護報酬に係る費用（利用者負担１割分）

①基本額 単位
単位

単位 単位

単位 単位

単位

２００単位/月
（○○○円）

所定単位数×２５％

所定単位数×５０％

１００単位/回
（○○○円）

所定単位数の２００％

サービス１回当たりの料金

1時間以上
1時間30分未満

229
（○○○円）

身体介護 生活援助

30分未満

（○○○円）

－
254

（○○○円）
※１時間以上
一律の設定です

（○○○円）

通院等乗降介助

【訪問介護事業及び介護予防訪問介護事業の料金表（通院等乗降介助を行う場合）の例】

○○△△ホームヘルプセンター訪問介護料金表

平成２１年○月○日現在

項目
所要時間及び内容

100

584
（○○○円）

83
以降30分を増す毎に

40230分以上
1時間未満

291

（○○○円）

（○○○円）

利用者からの要請に
より緊急の訪問介護

を行った場合

緊急時訪問介護
加算

深夜(22時～翌6時)に
訪問した場合

２人の訪問介護員によるサービス提供

早朝(6時～8時)又は
夜間(18時～22時)に

訪問した場合
早朝・夜間加算

　下段(　)内は、利用者
１割負担額を円に換算し
表示したものです。ただ
し、小数点以下は切り捨
てとなるため、１ヶ月の
合計単位数で計算した場
合、多少の誤差が出ま
す。

サービス提供責任者が
初回又は初回と同月内に

訪問した場合
初回加算

②
加
算

深夜加算

算定する加算のみ

利用者負担は、単位数

×地域単価×１０％で

所定単位数×○○％

＊利用者負担額（１割）の算出方法

　①②の計算による１ヶ月のサービス合計単位数×10.7円＝○○円（１円未満切り捨て）
　○○円－（○○円×０．９（１円未満切り捨て））＝△△円（利用者負担額）
　※10.7円は、○○市（特甲地）の地域加算

単位
（△△△円）

単位
（△△△円）

単位
（△△△円）

２００単位/月
（○○○円）

３級ヘルパーによるサービス提供 所定単位数×８０％

＊利用者負担額（１割）の算出方法

　①②③の計算による１ヶ月のサービス合計単位数×10.7円＝○○円（１円未満切り捨て）
　○○円－（○○円×０．９（１円未満切り捨て））＝△△円（利用者負担額）
　※10.7円は、○○市（特甲地）の地域加算

１週に１回程度介護予防訪問介護費（Ⅰ）

介護予防訪問介護費（Ⅱ）

介護予防訪問介護費（Ⅲ）

特定事業所加算

一月当たりの利用料金項目

２　介護予防訪問介護の介護報酬に係る費用（利用者負担１割分）

1,234

2,468

4,010

②
加
算

①
基
本
額

③
減
額

サービス提供責任者が
初回に訪問した場合

初回加算

１週に２回程度

上記（Ⅱ）の回数の程度を
超える以上の回数

事業所が所在する市

町村の地域単価を記
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３　運営基準に定められたその他の費用

　通常の実施地域を越えた地点から、
　片道１km　○○円 

４　通常のサービス提供を超える費用（利用者負担１０割）

（交通費）

（交通費）
実費

項目 金額 説明

介護保険外サービス 介護報酬告示上の額
と同額

　区分限度額を超えてサービスを利用したい場合な
ど、介護保険枠外のサービス料金です。
（介護予防訪問介護のケアプラン上のサービスについ
ては月額一律料金です。）

　当事業所の通常の事業の実施地域（○○市△△区、
◎◎区、▽▽区）にお住まいの方は無料ですが、それ
以外の地域にお住まいの方は、訪問介護員が訪問する
ための交通費（実費）がかかります。なお、自動車を
使用した場合の交通費は次の額をお支払いいただきま
す。

その他の費用

説明項目 金額
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第１号様式の４　（第１条の７関係）（表）（用紙　日本工業規格Ａ４縦長型）

※

指定居宅サービス事業者（指定居宅介護支援事業者、介護保険施設、指定介護予防サービス事業者）

指定（許可）申請書
平 成 2 1 年 8 月 1 3 日

神　奈　川　県　知　事  殿 住　所 神奈川県横浜市中区大通り９－９９－９

申請者

氏名（法人にあっては名称及び代表者の氏名）

株式会社　大通り介護　代表取締役　神奈川二郎 印

　  介護保険法に規定する指定居宅サービス事業者（指定介護支援事業者、介護保険施設、指定介護予防サービス事業者）の指定（許可）を、

　関係書類を添えて申請します。

※

カブシキカイシャ　オオドオリカイゴ

株式会社　大通り介護
（〒000-0000　）

神奈川県横浜市中区大通り９－９９－９

045-000-0000 045-000-0001
株式会社　

カナガワ　ジロウ

代表取締役 神奈川　二郎 （生年月日1950年１月１日）

（〒111-1111　）

神奈川県横浜市金沢区金沢南１－１－１

オオドオリカイゴステーション

大通介護ステーション
（〒222-2222　）

神奈川県横浜市南区幸福町７－７－７

045-000-0002

訪問介護 ◎

申

請

者

フリガナ

氏 名

付表１

受付番号

事
業
所
又
は
施
設

法 人 の 種 類

事業開始予定年月日

フリガナ

主たる事務所の
所在地

連 絡 先

代表者（開設者）
の役職名・氏名 役職名

代表者（開設
者）の住所

電 話 番 号

所 在 地

名 称

フリガナ
名 称

電話番号

平成21年8月1日

 事業所所在地市町村番号

添付する付表実施事業  　指定（許可）年月日

ＦＡＸ番号

法人の所轄庁

提出年月日を記法人の登記簿に記載さ

れている主たる所在地

を記載してください。

一致

医療法人、社会福祉法

人、ＮＰＯ法人など法人

の所轄庁がある場合に

記載。株式会社、合同

会社などの場合は記載

法人代表者印を

記載不要

訪問介護 ◎
訪問入浴介護

指 訪問看護
定 訪問リハビリテーション
居 居宅療養管理指導
宅 通所介護
サ 通所リハビリテーション
｜ 短期入所生活介護
ビ 短期入所療養介護
ス 特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与
特定福祉用具販売

居宅介護支援事業 ○
施 介護老人福祉施設
介護老人保健施設

設 介護療養型医療施設
介護予防訪問介護 ◎

指 介護予防訪問入浴介護
定 介護予防訪問看護
介 介護予防訪問リハビリテーション
護 介護予防居宅療養管理指導
予 介護予防通所介護
防 介護予防通所リハビリテーション
サ 介護予防短期入所生活介護
｜ 介護予防短期入所療養介護
ビ 介護予防特定施設入居者生活介護
ス 介護予防福祉用具貸与
特定介護予防福祉用具販売

介護保険事業所番号（既に指定又は許可を受けている場合のみ記入してください。） 1 4 1 2 3 4 5 6 7 8

医療機関コード等

付表１２

付表１
付表２
付表３
付表４

付表１６
付表１７

付表１３
付表１４
付表１５

付表５
付表６
付表７、８
付表9、10、11

付表１８
付表19、20

付表１２
付表１３
付表１４
付表１５

付表６
付表７、８
付表9、10、11

付表１
付表２
付表３
付表４同

一
所
在
地
内
に
お
い
て
行
う
事
業
又
は
施
設
の
種
類

平成21年8月1日

平成21年8月1日

平成19年4月1日

付表５

指定を受けたい事

業に◎を付けてくだ

既に指定を受けている事業所と同

一事業所番号にしたい場合に記載

してください。同一事業所番号にす

るには、事業所名称、事業所所在

地が一致している必要があります。

既に同一名称、同一所在地で

指定を受けている事業がある
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第１号様式の４ （第１条の７関係）（付表３）（表）（用紙　日本工業規格Ａ４縦長型）

訪問看護事業者（介護予防訪問看護事業者）の記入事項
※

オオドオリカンゴステーション

大通看護ステーション

（〒222－2222）

神奈川県横浜市南区幸福町７－７－７

045-000-0002 045-000-0003

第          2 条            項          5 号

訪問看護ステーション

ヨコハマ　タロウ （〒333－3333）

横浜　太郎 横浜市西区港町３－３－３

職種 看護師 登録番号 第12345678号

申請に係る事業所で兼務する他の職種（兼務する場合のみ記入してください。） 看護職員

大通介護ステーション

居宅介護支援　管理者　週5時間

　 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

従 2 2 0 0 1 0 0 0常 勤

フ リ ガ ナ

名 称

連 絡 先

フリガナ

所 在 地

（人）

管
理
者

訪問看
護ス
テー
ション
の申請
時の記
入欄

兼務する同一敷地内の他の
事業所又は施設（兼務する
事業所又は施設がある場合
のみ記入してください。）

事業所又は施設の名称

兼務する職種及び
勤務時間

看護師 保健師

受付番号

Ｆ Ａ Ｘ 番 号

理学療法士、作業療法士
又は言語聴覚士

氏 名
住所

電 話 番 号

准看護師

 病院、診療所、訪問看護ステーションの別

申請に係る事業の実施について定めてある定款等の条項

事
業
所

申請書に記載の事業所名称、事業

所所在地、事業所電話番号と一致さ

せてください。

定款等の事業目的欄を

確認して記載してくださ

当該訪問看護事業所で他の職務を

兼務する場合に記載してください。

同一敷地内の他の事業所の職務を兼務す

る場合に記載してください。

従 2 2 0 0 1 0 0 0

業 1 0 0 0 0 1 1 0

者 4.5

※

※

事業所を兼用する事業名（兼用する場合のみ記入してください。）

日 月 火 水 木 金 土 祝 12月29日から1月3日まで休み。

○ ○ ○ ○ ○

9:00～17:00

サービス提供時間　7:00～20:00

法定代理受領分 介護報酬告示上の額

法定代理受領分以外 介護報酬告示上の額

別添運営規程のとおり。

① 横浜市 ② 川崎市の一部③ ④ ⑤

川崎市の一部地域については事業所にお問い合わせください。

常 勤

非 常 勤

常勤換算後の員数

基準上の必要員数

備 考

（人）

（人）

主
な
掲
示
事
項

営 業 日

営 業 時 間

その他の費用

通常の事業の実施
地域

利 用 料

備 考

備 考

（人）

（人）

適 否

営業日に○をしてください。

正月休暇、夏季休暇等がある

場合には記載してください。

事業所が開いている時間を記載

サービス提供が可能な時間を記載

実施地域は市町村単位でなく、市町村の

一部地域も認められますが、運営規程上、
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従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 （　 21 年 8 月分） サービス種類　　  （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）訪問看護 介護予防訪問看護 ）

事業所名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）大通看護ステーション ）

勤務 　　　　第　　１　　週 　　　　第　　２　　週 　　　　第　　３　　週 　　　　第　　４　　週 週平均 常勤換

職　　種 形態 資格 氏　　名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 ４週の の勤務 算後の

＊ 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 合計 時間 人数

管理者 Ｂ 看護師 横浜　太郎 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 80 20 －

看護職員 Ｂ 看護師 横浜　太郎 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 80 20

Ｂ 看護師 相模原　順子 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 160 40

Ｂ 看護師 横須賀　弘美 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 160 40

Ｄ 准看護師 鎌倉　洋子 4 4 4 4 4 4 4 4 32 8

看護職員の総計 A　432 B　108 C　2.7

理学療養士・作業療法士

又は言語聴覚士

常勤職員が勤務すべき１週あたりの勤務時間　[就業規則等で定められた１週あたりの勤務時間]　　　　　　　　　　　　40時間／週　（Ｄ）

予防も行う場合

は忘れずに記載
指定予定年月日に応じた曜

訪問看護と介護予防

訪問看護を一体的に

行う場合、両サービ

スの”兼務”となり、

勤務形態はＢorＤに

指定予定年月日

１人の人が複数職種を兼務する場合は、勤務時間の割り振りが必要です。

常勤職員が勤務すべき１週あたりの勤務時間　[就業規則等で定められた１週あたりの勤務時間]　　　　　　　　　　　　40時間／週　（Ｄ）

＊Ａ（合計月間勤務時間）…看護職員の合計月間勤務時間を記入。

　　　　注：管理者が看護職員と兼務している場合は、それぞれの職種で勤務時間を割り振り、管理者としての勤務時間は除くこと。

＊Ｂ（合計週間勤務時間）…Ａ÷４

＊Ｃ（常勤換算）…Ｂ÷Ｄ (小数点２位以下切捨て）

備考１　事業に係る従業者全員（管理者を含む。）について、４週間分の勤務すべき時間数を記入してください。

　　　２　職種ごとに下記の勤務形態の区分の順にまとめて記載してください。

勤務形態の区分　Ａ：常勤で専従　Ｂ：常勤で兼務　Ｃ：常勤以外で専従　Ｄ：常勤以外で兼務

　　　３　算出にあたっては、小数点以下第２位を切り捨ててください。

　　　４　理学療養士・作業療法士・言語聴覚士を配置していない場合は、「理学療養士・作業療法士・言語聴覚士」の欄を削除するか、斜線を引いてください。

　　　５　看護職員・理学療養士・作業療法士・言語聴覚士の欄が足りないときは、欄を増やして（別の職種の余分な行を削除してその分の行を増やす、２ページにする等）記入してください。

　　　６　資格欄に、資格を記載してください〔看護師・准看護師等〕。

　　　７　＊欄には、当該月の曜日を記入してください。

40



参考様式２

                                 事業所の  　　　管理者       経　歴　書

事業所又は施設の名称 大通介護ステーション

カナ ヨコハマ　タロウ

氏名 横浜　太郎 生年月日 S30 年 5 月 5 日

（郵便番号　333　－　3333　）

住所 横浜市西区港町３－３－３

電話番号 045-000-0004

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主　　な　　職　　歴　　等

      年　　月　～　　年　　月　        勤　　務　　先　　等 職　務　内　容

平成12年4月～平成12年10月 中央福祉サービス協会 経理兼事業企画

平成12年11月～平成19年3月 株式会社　カナガワヘルプサービス 訪問介護員

平成19年4月～平成21年7月 株式会社　ベイケアホームヘルプサービス 管理者

      年　　月　～　　年　　月　        勤　　務　　先　　等 職　務　内　容

平成21年8月～ 大通介護ステーション 管理者兼

指 定 （  変 更  ） 後 に 従 事 す る 職 務
今回、指定を受ける予定の

事業について記載してくだ

さい。

サービス提供責任者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職  務  に  関  連  す  る  資  格

　　　　　　　資　格　の　種　類 　　　　　　　　　　　資　　格　　取　得　年　月

介護福祉士 平成19年4月

介護支援専門員 平成20年4月

備　　考 （研修等の受講の状況等）

備考

　　　１　住所・電話番号は、自宅のものを記入してください。

　　　２　当該管理者が管理する事業所・施設が複数の場合は、「事業所又は施設名」欄を適宜拡張して、

　　　　その全てを記入してください。

41



参考様式３

事業所（施設）の平面図

事業所又は施設の名称 大通介護ステーション

玄関ホール

机等の配置を記載してください。

③

④

写真をとった方向を

記載し番号を振って

ください。番号は写

真と対応させてくだ

さい（写真にも番号

図面の作成については、手書きで

構いません。ただし、正確に記載し

書棚 　　　　手指消毒

備考１　各室の用途及び面積を記載してください。

　　　２　当該事業の専用部分と他との共用部分を色分けする等使用関係を分かり易く表示してください。

　　　３　設備及び備品の概要を記載することになっている場合は、本様式の各室または余白部分に当該サービスの提供を行うために整備する備品等

　　　　の品名及び数量を記載して差し支えありません。

　　　４　別添で提出する事業所のカラー写真（Ａ４の紙に添付）と対比出来るようにしてください。

事務室 相談室

廊下 ① ②

③

④

⑤

さい（写真にも番号

訪問系サービスの場

合は、手指消毒の配置

場所を記載してくださ

42



参考様式６

　     　　  　　　利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

事業所又は施設名 大通介護ステーション

申請するサービス種類 訪問介護・介護予防訪問介護

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　措　　置　　の　　概　　要　　
１　利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置

・　相談・苦情に対する常設の窓口として、相談担当者を置いている。また、担当者が不在の時は、
　基本的な事項については誰でも対応できるようにするとともに、担当者に必ず引き継いでいる。

（電話番号）　045-000-0005　　　　　（ＦＡＸ番号）　045-000-0006

（担当者）　　管理者　横浜　太郎

２　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

・　苦情があった場合は、ただちにサービス提供責任者が相手方に連絡を取り、直接行くなどして
詳しい事情を聞くとともに、担当者からの事情を確認する。

・　サービス提供責任者が、必要であると判断した場合は、管理者まで含めて検討会議を行う。
(検討会議を行わない場合でも、必ず管理者まで処理結果を報告する。）

・　検討の結果、必ず翌日までに具体的な対応をする（利用者に謝罪に行くなど）。
・　記録を台帳に保管し、再発を防ぐために役立てる。

３　苦情があったサービス事業者に対する対応方針等（居宅介護支援事業者の場合記入）３　苦情があったサービス事業者に対する対応方針等（居宅介護支援事業者の場合記入）

４　その他参考事項

・　普段から苦情が出ないようなサービス提供を心がけている（毎日朝礼等で確認。訪問介護員に対する
研修の実施等）

備考　苦情処理に係る対応方針を具体的に記してくだい。

事業所として、苦情を少なくするための具体的な方策について記載してく

ケアプランに位置づけているサービス事業所についての苦情が利用者

からあった場合に、どのように対応するのか記載してください。

（居宅介護支援事業所のみ記載）
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参考様式１２の１　 /　　　頁

記入日　　平成21年7月13日

カナガワ　ジロウ
生年
月日

1950年1月1日 郵便番号 〒 111　－　1111

カワサキ　シロウ
生年
月日

1956年8月8日 郵便番号 〒 666　－　6666

生年
月日

　　　　　　年　　　月　　　日 郵便番号 〒　　　　－

生年
月日

　　　　　　年　　　月　　　日 郵便番号 〒　　　　－

生年
月日

　　　　　　年　　　月　　　日 郵便番号 〒　　　　－

（

フ
リ
ガ
ナ
）

氏

名

役職
・
呼称

法人名 事業所番号

（

フ
リ
ガ
ナ
）

氏

名 川崎　四郎
役職
・
呼称

専務取締役

事業所名

株式会社　大通り介護 大通介護ステーション

役職
・
呼称

代表取締役神奈川　二郎

（

フ
リ
ガ
ナ
）

氏

名
(フリガナ）

住　所 神奈川県横浜市金沢区金沢南１－１－１

（

フ
リ

氏

（

フ
リ
ガ
ナ
）

氏

名

(フリガナ）

住　所 川崎市川崎区川崎ニュータウン３－３－３

(フリガナ）

住　所

役職
・
呼称

(フリガナ）

住　所

記入不要

当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、

顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、

執行役又はこれらに準ずる者と同等の支配力を有するものと認められる者を含む。）を全て記載し

生年
月日

　　　　　　年　　　月　　　日 郵便番号 〒　　　　－

生年
月日

　　　　　　年　　　月　　　日 郵便番号 〒　　　　－

生年
月日

　　　　　　年　　　月　　　日 郵便番号 〒　　　　－

リ
ガ
ナ
）名

役職
・
呼称

（

フ
リ
ガ
ナ
）

氏

名

役職
・
呼称

備考　１　当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問
　　　　　その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役
　　　　　又はこれらに準ずる者と同等の支配力を有するものと認められる者を含む。）を全て記載してください。
　　　２　記入欄が不足する場合は、適宜欄を設けるなどして記載してください。
　　　３　上部の記入日欄については、この様式に記入した日を記載してください。

（

フ
リ
ガ
ナ
）

氏

名

役職
・
呼称

（

フ
リ
ガ
ナ
）

氏

名

役職
・
呼称

(フリガナ）

住　所

(フリガナ）

住　所

(フリガナ）

住　所

(フリガナ）

住　所
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介護給付費算定に係る体制等に関する届出書

平成 年 月 日
　神奈川県知事  殿 住所

申請者
　　（法人にあっては名称及び代表者の職・氏名）

氏名
印

　このことについて、次に掲げる事項を遵守することを誓約し、次のとおり届け出ます。

【誓約事項】

【届出事項】 ※

〒 －

訪問介護

訪問入浴介護

事業所所在地市町村番号

フリガナ

名　　　称

介護保険
事業所番号 １

事
業
所
又
は
施
設

１新規　２変更　３終了

同一所在地内において行う事業又は施設の種類

電話番号

所在地

４ 介護保険事業所番号は、既に指定(許可)を
受けている場合のみ記入してください。

ＦＡＸ番号

実施事業 指定(許可)年月日 異動等の区分 異動年月日

１新規　２変更　３終了

１　指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚告第19号）、指定介護予防サービスに要する費用の額
の算定に関する基準（平成18年厚労告第127号）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準（平成12年厚告第
20号）に定められた算定要件を満たすこと。

２　指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸与に係る部
分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年3月1日老企
第36号）に即したサービス提供を行うこと。

３　この届出を行った後、添付書類の不足がある場合には、所定の期限までに追加提出するとともに、算定要件を満たさないこ
とが明らかになった場合には、速やかにこの届出の取下げを行うこと。

訪問入浴介護

訪問看護

訪問リハビリテーション

居宅療養管理指導

通所介護

通所リハビリテーション

福祉用具貸与

特定福祉用具販売

居宅介護支援事業

介護予防訪問介護

介護予防訪問入浴介護

介護予防訪問看護

介護予防訪問リハビリテーション

介護予防居宅療養管理指導

介護予防通所介護

介護予防通所リハビリテーション

介護予防福祉用具貸与

特定介護予防福祉用具販売 １新規　２変更　３終了

特
記
事
項

変更前 変更後

届
出
を
行
う
事
業
所
・
施
設
の
種
類

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

指
定
介
護
予
防
サ
ー

ビ
ス

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

指
定
居
宅
サ
ー

ビ
ス

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了

１新規　２変更　３終了
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（別紙1-1） 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の状況）＜介護予防サービス＞

印

                (             )      事 業 所 名

施設等の区分 人員配置区分

地域区分

サービス提供責任者体制の減算 １　なし　　　　２　あり

特別地域加算 １　なし　　　　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加算(地域に関する状況)１　非該当　　　２　該当

中山間地域等における小規模事業所加算(規模に関する状況)１　非該当　　　２　該当

１　訪問看護ステーション 特別地域加算 １　なし　　　　２　あり

２　病院又は診療所 中山間地域等における小規模事業所加算(地域に関する状況)１　非該当　　　２　該当

中山間地域等における小規模事業所加算(規模に関する状況)１　非該当　　　２　該当

１　病院又は診療所

２　介護老人保健施設

職員の欠員による減算の状況 １　なし　　　　２　看護職員　　３　介護職員

若年性認知症利用者受入加算 １　なし　　　　２　あり

生活機能向上グループ活動加算 １　なし　　　　２　あり

運動器機能向上体制 １　なし　　　　２　あり

栄養改善体制 １　なし　　　　２　あり

口腔機能向上体制 １　なし　　　　２　あり

事業所評価加算〔申出〕の有無 １　なし　　　　２　あり

備考　１　この表は、事業所所在地以外の場所で一部事業を実施する出張所等がある場合について記載することとし、複数出張所等を有する場合は出張所ごとに提出してください。

介護予防訪問
　　リハビリテーション

割 引

介護予防通所介護

提供サービス

各サービス共通

１　なし　２　あり

63

64

そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等

－

１　なし　２　あり

１　１級地　　　６　２級地　　　７　３級地　　　２　４級地　　　３　５級地
４　６級地　　　９　７級地　　　５　その他

介護予防訪問看護

65

記入担当者　職名及び氏名    事 業 所 番 号

連絡先電話番号

61 介護予防訪問介護
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（別紙1-1） 介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（主たる事業所の所在地以外の場所で一部実施する場合の出張所等の状況）

印 1 4

                (             )      事 業 所 名

施設等の区分 人員配置区分

地域区分

特別地域加算 １　なし　　　　２　あり

１　定期巡回の指定を受けていない

１　身体介護 定期巡回・随時対応サービスに関する状況 ２　定期巡回の指定を受けている

２　生活援助 ３　定期巡回の整備計画がある

３　通院等乗降介助 サービス提供責任者体制の減算 １　なし　　　　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加算(地域に関する状況)１　非該当　　　２　該当

中山間地域等における小規模事業所加算(規模に関する状況)１　非該当　　　２　該当

１　訪問看護ステーション 特別地域加算 １　なし　　　　２　あり

２　病院又は診療所 中山間地域等における小規模事業所加算(地域に関する状況)１　非該当　　　２　該当

３　定期巡回・随時対応型サービス連携 中山間地域等における小規模事業所加算(規模に関する状況)１　非該当　　　２　該当

１　病院又は診療所 短期集中リハビリテーション実施加算 １　なし　　　　２　あり

２　介護老人保健施設 リハビリテーションマネジメント加算 １　なし　　　　２　加算Ⅰ　　　３　加算Ⅱ

社会参加支援加算 １　なし　　　　２　あり

職員の欠員による減算の状況 １　なし　　　　２　看護職員　　３　介護職員

時間延長サービス体制 １　対応不可　　２　対応可

３　小規模型事業所 入浴介助体制 １　なし　　　　２　あり

４　通常規模型事業所 中重度者ケア体制加算 １　なし　　　　２　あり

６　大規模型事業所（Ⅰ） 個別機能訓練体制 １　なし　　　　３　加算Ⅰ　　　４　加算Ⅱ

７　大規模型事業所（Ⅱ） 認知症加算 １　なし　　　　２　あり

若年性認知症利用者受入加算 １　なし　　　　２　あり

栄養改善体制 １　なし　　　　２　あり

口腔機能向上体制 １　なし　　　　２　あり

備考　１　この表は、事業所所在地以外の場所で一部事業を実施する出張所等がある場合について記載することとし、複数出張所等を有する場合は出張所ごとに提出してください。

15 通所介護 １　なし　２　あり

13 訪問看護

14 訪問リハビリテーション

11 訪問介護 １　なし　２　あり

各サービス共通 －
１　１級地　　　６　２級地　　　７　３級地　　　２　４級地　　　３　５級地
４　６級地　　　９　７級地　　　５　その他

記入担当者　職名及び氏名    事 業 所 番 号

連絡先電話番号

提供サービス そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 割 引
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（別紙1-2） 介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表 ＜ 介 護 予 防 サ ー ビ ス ＞

印

                (             )      事 業 所 名

施設等の区分 人員配置区分

地域区分

サービス提供責任者体制の減算 １　なし　　　　２　あり

特別地域加算 １　なし　　　　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加算(地域に関する状況)１　非該当　　　２　該当

中山間地域等における小規模事業所加算(規模に関する状況)１　非該当　　　２　該当

介護職員処遇改善加算 １　なし　　　　５　加算Ⅰ　　　２　加算Ⅱ　　　３　加算Ⅲ　　　４　加算Ⅳ

特別地域加算 １　なし　　　　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加算(地域に関する状況)１　非該当　　　２　該当

中山間地域等における小規模事業所加算(規模に関する状況)１　非該当　　　２　該当

サービス提供体制強化加算 １　なし　　　　３　加算Ⅰイ　　２　加算Ⅰロ

介護職員処遇改善加算 １　なし　　　　５　加算Ⅰ　　　２　加算Ⅱ　　　３　加算Ⅲ　　　４　加算Ⅳ

特別地域加算 １　なし　　　　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加算(地域に関する状況)１　非該当　　　２　該当

１　訪問看護ステーション 中山間地域等における小規模事業所加算(規模に関する状況)１　非該当　　　２　該当

２　病院又は診療所 緊急時介護予防訪問看護加算 １　なし　　　　２　あり

特別管理体制 １　対応不可　　２　対応可

看護体制強化加算 １　なし　　　　２　あり

サービス提供体制強化加算 １　なし　　　　２　あり

１　病院又は診療所 サービス提供体制強化加算 １　なし　　　　２　あり

２　介護老人保健施設

職員の欠員による減算の状況 １　なし　　　　２　看護職員　　３　介護職員

若年性認知症利用者受入加算 １　なし　　　　２　あり

生活機能向上グループ活動加算 １　なし　　　　２　あり

運動器機能向上体制 １　なし　　　　２　あり

栄養改善体制 １　なし　　　　２　あり

口腔機能向上体制 １　なし　　　　２　あり

選択的サービス複数実施加算 １　なし　　　　２　あり

事業所評価加算〔申出〕の有無 １　なし　　　　２　あり

サービス提供体制強化加算 １　なし　　　　４　加算Ⅰイ　　２　加算Ⅰロ　　３　加算Ⅱ

介護職員処遇改善加算 １　なし　　　　５　加算Ⅰ　　　２　加算Ⅱ　　　３　加算Ⅲ　　　４　加算Ⅳ

１　なし　　　　２　医師　　　　３　看護職員　　４　介護職員　　５　理学療法士　６　作業療法士

７　言語聴覚士

若年性認知症利用者受入加算 １　なし　　　　２　あり

運動器機能向上体制 １　なし　　　　２　あり

１　病院又は診療所 栄養改善体制 １　なし　　　　２　あり

２　介護老人保健施設 口腔機能向上体制 １　なし　　　　２　あり

選択的サービス複数実施加算 １　なし　　　　２　あり

事業所評価加算〔申出〕の有無 １　なし　　　　２　あり

サービス提供体制強化加算 １　なし　　　　４　加算Ⅰイ　　２　加算Ⅰロ　　３　加算Ⅱ

介護職員処遇改善加算 １　なし　　　　５　加算Ⅰ　　　２　加算Ⅱ　　　３　加算Ⅲ　　　４　加算Ⅳ

夜間勤務条件基準 １　基準型　　　６　減算型

職員の欠員による減算の状況 １　なし　　　　２　看護職員　　３　介護職員

ユニットケア体制 １　対応不可　　２　対応可

１　単独型 機能訓練指導体制 １　なし　　　　２　あり

２　併設型・空床型 個別機能訓練体制 １　なし　　　　２　あり

３　単独型ユニット型 若年性認知症利用者受入加算 １　なし　　　　２　あり

４　併設型・空床型ユニット型 送迎体制 １　対応不可　　２　対応可

療養食加算 １　なし　　　　２　あり

サービス提供体制強化加算（単独型、併設型） １　なし　　　　５　加算Ⅰイ　　２　加算Ⅰロ　　３　加算Ⅱ　　　４　加算Ⅲ

サービス提供体制強化加算（空床型） １　なし　　　　５　加算Ⅰイ　　２　加算Ⅰロ　　３　加算Ⅱ　　　４　加算Ⅲ

介護職員処遇改善加算 １　なし　　　　５　加算Ⅰ　　　２　加算Ⅱ　　　３　加算Ⅲ　　　４　加算Ⅳ

職員の欠員による減算の状況

介護予防通所
　　リハビリテーション

介護予防訪問
　　リハビリテーション

66

24
介護予防
　　短期入所生活介護

64

65 介護予防通所介護

   事 業 所 番 号

連絡先電話番号

そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等

61 介護予防訪問介護

介護予防訪問看護63

記入担当者　職名及び氏名

提供サービス

－各サービス共通
１　１級地　　　６　２級地　　　７　３級地　　　２　４級地　　　３　５級地
４　６級地　　　９　７級地　　　５　その他

62 介護予防訪問入浴介護

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

割 引

１　なし　２　あり
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（別紙１-1） 介 護 給 付 費 算 定 に 係 る 体 制 等 状 況 一 覧 表

印 1 4

                (             )      事 業 所 名

施設等の区分 人員配置区分

地域区分

１　定期巡回の指定を受けていない

定期巡回・随時対応サービスに関する状況 ２　定期巡回の指定を受けている

３　定期巡回の整備計画がある

１　身体介護 サービス提供責任者体制の減算 １　なし　　　　２　あり

２　生活援助 特定事業所加算 １　なし　　　　２　加算Ⅰ　　　３　加算Ⅱ　　　４　加算Ⅲ　　　５　加算Ⅳ

３　通院等乗降介助 特別地域加算 １　なし　　　　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加算(地域に関する状況)１　非該当　　　２　該当

中山間地域等における小規模事業所加算(規模に関する状況)１　非該当　　　２　該当

介護職員処遇改善加算 １　なし　　　　５　加算Ⅰ　　　２　加算Ⅱ　　　３　加算Ⅲ　　　４　加算Ⅳ

特別地域加算 １　なし　　　　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加算(地域に関する状況)１　非該当　　　２　該当

中山間地域等における小規模事業所加算(規模に関する状況)１　非該当　　　２　該当

サービス提供体制強化加算 １　なし　　　　３　加算Ⅰイ　　２　加算Ⅰロ

介護職員処遇改善加算 １　なし　　　　５　加算Ⅰ　　　２　加算Ⅱ　　　３　加算Ⅲ　　　４　加算Ⅳ

特別地域加算 １　なし　　　　２　あり

中山間地域等における小規模事業所加算(地域に関する状況)１　非該当　　　２　該当

１　訪問看護ステーション 中山間地域等における小規模事業所加算(規模に関する状況)１　非該当　　　２　該当

２　病院又は診療所 緊急時訪問看護加算 １　なし　　　　２　あり

３　定期巡回・随時対応型サービス連携 特別管理体制 １　対応不可　　２　対応可

ターミナルケア体制 １　なし　　　　２　あり

看護体制強化加算 １　なし　　　　２　あり

サービス提供体制強化加算 １　なし　　　　２　イ及びロの場合　　　３　ハの場合

短期集中リハビリテーション実施加算 １　なし　　　　２　あり

１　病院又は診療所 リハビリテーションマネジメント加算 １　なし　　　　２　加算Ⅰ　　　３　加算Ⅱ

２　介護老人保健施設 社会参加支援加算 １　なし　　　　２　あり

サービス提供体制強化加算 １　なし　　　　２　あり

職員の欠員による減算の状況 １　なし　　　　２　看護職員　　３　介護職員

時間延長サービス体制 １　対応不可　　２　対応可

入浴介助体制 １　なし　　　　２　あり

中重度者ケア体制加算 １　なし　　　　２　あり

３　小規模型事業所 個別機能訓練体制 １　なし　　　　３　加算Ⅰ　　　４　加算Ⅱ

４　通常規模型事業所 認知症加算 １　なし　　　　２　あり

６　大規模型事業所（Ⅰ） 若年性認知症利用者受入加算 １　なし　　　　２　あり

７　大規模型事業所（Ⅱ） 栄養改善体制 １　なし　　　　２　あり

５　療養通所介護事業所 口腔機能向上体制 １　なし　　　　２　あり

個別送迎体制強化加算 １　なし　　　　２　あり

入浴介助体制強化加算 １　なし　　　　２　あり

サービス提供体制強化加算 １　なし　　　　５　加算Ⅰイ　　２　加算Ⅰロ　　３　加算Ⅱ　　　４　加算Ⅲ

介護職員処遇改善加算 １　なし　　　　５　加算Ⅰ　　　２　加算Ⅱ　　　３　加算Ⅲ　　　４　加算Ⅳ

15

13 訪問看護

通所介護

そ　 　　の　 　　他　　 　該　　 　当　　 　す 　　　る 　　　体 　　　制 　　　等 割 引

１　１級地　　　６　２級地　　　７　３級地　　　２　４級地　　　３　５級地
４　６級地　　　９　７級地　　　５　その他

１　なし　２　あり

１　なし　２　あり

記入担当者　職名及び氏名

連絡先電話番号

提供サービス

－

   事 業 所 番 号

14 訪問リハビリテーション

各サービス共通

12 訪問入浴介護 １　なし　２　あり

訪問介護11
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【よくある質問】 

 Ｑ  法人の登記事項証明書（謄本）は、写しでもよいですか。 

 Ａ  原本をご提出ください。（発行日から 3ヶ月以内のもの） 

 Ｑ  定款、賃貸借契約書や決算書などは、原本を持っていけばよいですか。 

 Ａ  写しをご提出ください。 

（決算書については、表紙、貸借対照表、損益計算書の写し） 

 Ｑ  事業所の常勤職員（正社員）の勤務時間が、勤務形態一覧表で「常勤職員が勤務す

べき１週あたりの勤務時間」に満たない場合、勤務形態のところは、どのように記載したら

よいですか。 

 Ａ  「常勤職員が勤務すべき１週あたりの勤務時間」が週４０時間と設定されている場

合、その勤務時間数を下回っていれば、勤務形態一覧表に記載いただく勤務形態は、正社員

の方でも「非常勤で専従（又は兼務）」となります。 

 Ｑ  実務経験証明書を作成したいのですが、様式はどこかに掲載されていますか。 

 Ａ  介護情報サービスかながわに掲載されています。掲載場所は、「書式ライブラリ」

→「１．新規事業者指定」→「２．訪問介護」もしくは「７．通所介護」→「２．指定申請

書類様式」です。（Excel ファイルの「２．指定申請書類様式」の中に「実務経験証明書」の

シートがあります。） 

 Ｑ  写真はどのように提出したらよいですか。 

 Ａ  Ｌ版サイズのカラー写真をＡ４の紙に貼るか、カラープリンターで２～４枚程度の

写真をＡ４の紙に印刷をして提出してください。紙の余白部分には、図面に記載された写真

の番号と写した場所を記入してください。 

 Ｑ  運営規程の従業者の員数の記載については、「○人以上」という記載でもよいです

か。 

 Ａ  職種ごとに常勤・非常勤の別、専従・兼務の別と員数を正確に記載いただく必要が

ありますので、「○人」と記載し、「以上」等は付けないでください。 
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 Ｑ  通常の事業の実施地域外の交通費については、自動車を利用した場合、どのように

記載をしたらよいですか。 

 Ａ  「通常の事業の実施地域を越えた地点から、片道１km 当たり○○円」としてくださ

い。なお、徴収できるのは燃料費等実費のみとなります。自動車が稼動しなくてもかかる車

両維持費、人件費等は含まれません。 

 Ｑ  料金表の利用者負担額（１割）の算出方法の計算式は、 

「地域単価×単位数＝○○円（１円未満切り捨て） 

○○円×０．１＝△△円（利用者負担額）」でよいですか。 

 Ａ  利用者負担額（１割）の算出方法の計算式は、 

「地域単価×単位数＝○○円（１円未満切り捨て） 

○○円－（○○円×０．９（１円未満切り捨て））＝△△円（利用者負担額）」となりま

す。 

 Ｑ  加算の届出書（介護給付費算定に係る体制等に関する届出書）の記載についてです

が、指定予定年月日は「指定（許可）年月日」と「異動年月日」のどちらに書けばよいです

か。 

 Ａ  新規申請の場合には、指定予定年月日を「異動年月日」に記載してください。「指

定（許可）年月日」は空欄にしてください。（「指定（許可）年月日」は、既に指定を受け

ているサービスで加算の変更をする際に、指定を受けた年月日を記載するところです。） 
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平成２８年度 

指定介護保険事業者のための運営の手引き

訪問看護／ 

介護予防訪問看護 
神奈川県 高齢福祉課  

介護保険制度は、更新や新しい解釈が出ることが大変多い制度です。この手引きは作成時点

でまとめていますが、今後変更も予想されますので、常に最新情報を入手するようにしてくださ

い。釈が出ることが大変多い制度です。この手引きは作成時点でまとめていますが、今後変更
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 項目 頁 

Ⅰ 基準の性格、基本方針等 １ 

１ 基準条例の制定 １ 

２ 基準条例の改正 １ 

３ 基準の性格 ２ 

４ 基本方針 ３ 

５ 取扱方針 ３ 

Ⅱ 人員基準について ６ 

１ 管理者 ６ 

２ 看護師等 ６ 

◆ 用語の定義 ８ 

Ⅲ 設備基準について １０ 

１ 設備及び備品等 １０ 

Ⅳ 運営基準について １１ 

１ サービス提供の前に １１ 

（１）内容及び手続の説明及び同意 １１ 

（２）提供拒否の禁止 １１ 

（３）サービス提供困難時の対応 １２ 

（４）受給資格等の確認 １２ 

（５）要介護・要支援認定の申請に係る援助 １２ 

２ サービス提供の開始に当たって １２ 

（１）心身の状況等の把握 １２ 

（２）居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）等との連携 １３ 

（３）居宅サービス計画（介護予防サービス計画）に沿ったサービスの提供 １３ 

（４）居宅サービス計画（介護予防サービス計画）等の変更の援助 １３ 

３ サービス提供時 １３ 

（１）身分を証する書類の携行 １３ 

（２）サービスの提供の記録 １４ 

４ サービス提供後 １４ 

（１）利用料等の受領 １４ 

（２）保険給付の請求のための証明書の交付 １５ 

５ サービス提供時の注意 １５ 

（１）訪問看護計画書及び訪問看護報告書の作成 １５ 

（２）主治の医師との関係 １６ 

（３）同居家族に対するサービス提供の禁止 １７ 

（４）利用者に関する市町村への通知 １７ 

（５）緊急時等の対応 １７ 

６ 事業所運営 １７ 

（１）運営規程 １７ 

（２）勤務体制の確保等 １８ 

（３）衛生管理等 １８ 

（４）掲示 １９ 

（５）秘密保持等 １９ 
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 項目 頁 

（６）広告 １９ 

（７）居宅介護支援事業者・介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止 １９ 

（８）苦情処理 ２０ 

（９）市町村が実施する事業への協力 ２１ 

（１０）事故発生時の対応 ２１ 

（１１）会計の区分 ２２ 

（１２）記録の整備 ２２ 

Ⅴ 介護報酬請求上の注意点について ２３ 

１ 訪問看護費の算定に当たって ２３ 

（１）「通院が困難な利用者」について ２３ 

（２）訪問看護指示の有効期間について ２３ 
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１ 基準条例の制定 

● 従前、指定居宅サービス及び指定介護予防サービスの事業の人員、設備、運営等に関する基準等

については、厚生省令及び厚生労働省令により全国一律の基準等が定められていましたが、「地域

の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」（平成

23年法律第37号。いわゆる「第１次一括法」）及び「介護サービスの基盤強化のための介護保険法等

の一部を改正する法律」により、「介護保険法」が改正され、各地方自治体において、当該基準等を条

例で定めることとなり、神奈川県では、次のとおり当該基準等を定める条例を制定しました。 

● 県内（指定都市及び中核市を除く。）に所在する指定居宅サービス事業者及び指定介護予防サービ

ス事業者は、条例の施行日である平成25年４月１日から、条例に定められた基準等に従った事業運

営を行わなければなりません。 

２ 基準条例の改正 

● 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平

成26年法律第83号）の制定に伴い、並びに介護保険法の規定に基づき、各基準省令が改正されたこ

とに伴い、各基準条例・基準条例施行規則・解釈通知は改正されています。 

  平成27年４月１日以降は、改正後の基準条例等の規定に従って、適正に事業を実施しなければなり

ません。 

【指定訪問看護に関する基準】 
○ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

（平成25年神奈川県条例第20号。以下「居宅条例」という。） 
○ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則 
  （平成25年神奈川県規則第30号。） 

【指定介護予防訪問看護に関する基準】 
○ 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備、運営等に関する基準等を定める条例 

（平成25年神奈川県条例第21号。以下「予防条例」という。） 
○ 指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例施行規則 
  （平成25年神奈川県規則第31号。） 
【指定訪問看護に関する基準及び指定介護予防訪問看護に関する基準の解釈通知について】
○ 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例等及び指定介護予
防サービス等の人員、設備運営等に関する基準等を定める条例等について 

  （平成25年３月29日付け高施第336号。以下「解釈通知」という。） 

（参考）居宅条例及び予防条例等の掲載場所 
○ 介護情報サービスかながわ（http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/） 

→ライブラリ（書式／通知） 
→７．条例・解釈通知等 
→高齢福祉分野における施設基準条例等の公布について 
（http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib-list.asp?id=807&topid=9）

→高齢福祉分野における施設基準等に関する解釈通知について 
 （http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib-list.asp?id=808&topid=9） 
→高齢福祉分野における施設基準条例施行規則等の公布について 
  （http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib-list.asp?id=809&topid=9） 

（参考）改正後の居宅条例及び予防条例等の掲載場所 
○ 介護情報サービスかながわ（http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/） 
→ライブラリ（書式／通知） 
→７．条例・解釈通知等 

Ⅰ 基準の性格、基本方針等 



2

   →指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部を改
正する条例等の公布 
（http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib-list.asp?id=802&topid=9）

→高齢福祉分野における施設基準条例等に関する解釈通知について 
（http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib-list.asp?id=808&topid=9）

→指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等を定める条例等に関する解釈通 
知について 
（http://www.rakuraku.or.jp/kaigo2/60/lib-list.asp?id=811&topid=9）

● 国の基準・留意事項(本文中では基本的に居宅サービスのみ引用しています。) 

○費用の額の算定に関する基準：指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準(平成12年厚

生省告示第19号)【厚告19】 ※介護予防サービスは【厚告127】 

○サービスに関する基準 ： 指定居宅サービス等および指定介護予防サービス等に関する基準について

（平成11年9月17日厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 【老企25】

○留意事項 ： 指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（訪問通所サービス、居宅療養

管理指導及び福祉用具貸与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基

準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成12年３月１日老企第36号厚生省老人保健福祉局企画課

長通知）【老企36】※介護予防サービスは【老計発0317001・老振発0317001・老老発0317001】

３ 基準の性格 

◆指定居宅サービスの事業の一般原則 【居宅条例 第４条】

・指定居宅サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立った指定居宅

サービスの提供に努めなければなりません。 

・指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスの事業を運営するに当たっては、地域との結び付きを

重視し、市町村（特別区を含む。以下同じ。）、他の居宅サービス事業者その他の保健医療サービス及

び福祉サービスを提供する者との連携に努めなければなりません。 

◆基準の性格 【解釈通知 第１】

・基準は、指定居宅サービスの事業がその目的を達成するために必要な最低限度の基準を定めたもので

あり、指定居宅サービス事業者は、常にその事業の運営の向上に努めなければなりません。 

● 指定居宅サービスの事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基準等を満たさない場合には、指

定居宅サービスの指定又は更新は受けられず、また、運営開始後、基準に違反することが明らかになっ

た場合には、 

相当の期間を定めて基準を遵守するよう勧告を行い、 

相当の期間内に勧告に従わなかったときは、事業者名、勧告に至った 

経緯、当該勧告に対する対応等を公表し、 

正当な理由が無く、当該勧告に係る措置を採らなかったときは、相当の 

期限を定めて当該勧告に係る措置を採るよう命令することができます。 

（③の命令をした場合には事業者名、命令に至った経緯等を公示しなければなりません。） 

なお、③の命令に従わない場合には、当該指定を取り消すこと、又は取消しを行う前に相当の期間を

定めて指定の全部若しくは一部の効力を停止すること（不適正なサービスが行われていることが判明した

場合、当該サービスに関する介護報酬の請求を停止させること）ができます。 

①勧告 

②公表 

③命令 
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● ただし、次に掲げる場合には、基準に従った適正な運営ができなくなったものとして、直ちに指定を取り

消すこと又は指定の全部若しくは一部の効力を停止することができます。 

① 次に掲げるときその他の事業者が自己の利益を図るために基準に違反したとき 

イ 指定居宅サービスの提供に際して利用者が負担すべき額の支払を適正に受けなかったとき 

ロ 居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事業者によるサービスを

利用させることの代償として、金品その他の財産上の利益を供与したとき 

② 利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき 

③ その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき 

● 運営に関する基準及び介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準に従って事業の運営をす

ることができなくなったことを理由として指定が取り消され、法に定める期間の経過後に再度当該事業者

から当該事業所について指定の申請がなされた場合には、当該事業者が運営に関する基準及び介護予

防のための効果的な支援の方法に関する基準を遵守することを確保することに特段の注意が必要であり、

その改善状況等が十分に確認されない限り指定を行いません。 

● 特に、居宅サービスの事業の多くの分野においては、基準に合致することを前提に自由に事業への参

入を認めていること等にかんがみ、基準違反に対しては、厳正に対応すべきです。 

４ 基本方針 

＜訪問看護＞ 【居宅条例 第64条】

・指定訪問看護の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅にお

いて、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう、その療養生活を支援し、心身の

機能の維持回復及び生活機能の維持又は向上を図るものでなければなりません。 

＜介護予防訪問看護＞ 【予防条例 第64条】 

・指定介護予防訪問看護の事業は、その利用者が可能な限りその居宅において、自立した日常生活を営

むことができるよう、その療養生活を支援するとともに、利用者の心身の機能の維持回復を図り、もって利

用者の生活の機能の維持又は向上を目指すものでなければなりません。 

５ 取扱方針 

＜訪問看護＞ 

●基本取扱方針 【居宅条例 第71条】

・指定訪問看護は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、療養上の目標が設定さ

れ、計画的に行われなければなりません。 

・指定訪問看護事業者は、自らその提供する指定訪問看護の質の評価を行い、常にその改善を図らなけ

ればなりません。 

●具体的取扱方針 【居宅条例 第72条】

・指定訪問看護の提供に当たっては、主治の医師との密接な連携及び訪問看護計画書に基づき、利用

者の心身の機能の維持回復を図るよう適切に行わなければなりません。 
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・指定訪問看護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、療養上

必要な事項について、理解しやすいように指導又は説明を行わなければなりません。 

・指定訪問看護の提供に当たっては、医学の進歩に対応し、適切な看護技術をもって、これを行わなけれ

ばなりません。 

・指定訪問看護の提供に当たっては、常に利用者の病状、心身の状況及び置かれている環境の的確な

把握に努め、利用者又はその家族に対し、適切な指導を行わなければなりません。 

・特殊な看護等を行ってはなりません。 

（→広く一般に認められていない看護等については行ってはなりません。） 

ポイント 

・訪問看護計画に基づいて、サービス内容が漫然かつ画一的なものとならないよう配慮して行わなければなりませ

ん。 

・看護師等に対して看護技術等の研修を計画し、実施しなければなりません。 

※「看護師等」：看護職員（＝保健師、看護師、准看護師）、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士 

＜介護予防訪問看護＞ 

●基本取扱方針 【予防条例 第76条】 

・指定介護予防訪問看護は、利用者の介護予防に資するよう、その目標が設定され、計画的に行われな

ければなりません。 

・指定介護予防訪問看護事業者は、自らその提供する指定介護予防訪問看護の質の評価を行い、常に

その改善を図らなければなりません。 

・指定介護予防訪問看護事業者は、指定介護予防訪問看護の提供に当たっては、利用者ができる限り

要介護状態とならずに自立した日常生活を営むことができるよう支援することを目的とするものであること

を常に意識してサービスの提供に当たらなければなりません。 

・指定介護予防訪問看護事業者は、利用者がその有する能力を最大限に活用することができるような方

法によるサービスの提供に努めなければなりません。 

・指定介護予防訪問看護事業者は、指定介護予防訪問看護の提供に当たっては、利用者との意思疎通

を十分に図ることその他の様々な方法により、利用者がその有する能力を最大限に活用することができ

るよう適切な働きかけに努めなければなりません。 

●具体的取扱方針 【予防条例 第77条】

・指定介護予防訪問看護の提供に当たっては、主治の医師又は歯科医師からの情報伝達、サービス担

当者会議その他の適切な方法により、利用者の病状、心身の状況、置かれている環境等利用者の日常

生活全般の状況の的確な把握を行わなければなりません。 

・准看護師を除く看護師等は、利用者の日常生活全般の状況及び利用者の希望を踏まえ、指定介護予

防訪問看護の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容、サービスの提供を行う期間

等を記載した介護予防訪問看護計画書を作成し、主治の医師に提出しなければなりません。 

・准看護師を除く看護師等は、既に介護予防サービス計画が作成されている場合には、当該計画の内容

に沿って介護予防訪問看護計画書を作成しなければなりません。 
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・准看護師を除く看護師等は、介護予防訪問看護計画書の作成に当たっては、その主要な事項について

利用者又はその家族に対して説明し、利用者の同意を得なければなりません。 

・准看護師を除く看護師等は、介護予防訪問看護計画書を作成したときは、当該介護予防訪問看護計画

書を利用者に交付しなければなりません。 

・指定介護予防訪問看護の提供に当たっては、主治の医師との密接な連携及び介護予防訪問看護計画

書に基づき、利用者の心身の機能の維持回復を図るよう適切に行わなければなりません。 

・指定介護予防訪問看護の提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対

し、療養上必要な事項について、理解しやすいように指導又は説明を行わなければなりません。 

・指定介護予防訪問看護の提供に当たっては、医学の進歩に対応し、適切な看護技術をもってサービス

の提供を行わなければなりません。 

・特殊な看護等を行ってはなりません。 

（→広く一般に認められていない看護等については行ってはなりません。） 

・准看護師を除く看護師等は、介護予防訪問看護計画書に基づくサービスの提供を開始した時から、当

該介護予防訪問看護計画書に記載したサービスの提供を行う期間の終了までに、当該介護予防訪問

看護計画書の実施状況の把握（以下この項目において「モニタリング」という。）を、１回以上行わなけれ

ばなりません。 

・准看護師を除く看護師等は、モニタリングの結果を踏まえつつ、訪問日、提供した看護内容等を記載し

た介護予防訪問看護報告書を作成し、当該報告書の内容について、指定介護予防支援事業者に報告

するとともに、当該報告書について主治の医師に定期的に提出しなければなりません。 

・指定介護予防訪問看護事業所の管理者は、准看護師を除く看護師等に対し、介護予防訪問看護計画

書及び介護予防訪問看護報告書の作成について必要な指導及び管理を行わなければなりません。 

・准看護師を除く看護師等は、モニタリングの結果を踏まえ、必要に応じ介護予防訪問看護計画書の変

更を行わなければなりません。 

ポイント 

・介護予防訪問看護の十分な効果を高める観点から、利用者の主体的な取組が不可欠です。サービスの提供に当

たっては、利用者の意欲が高まるようコミュニケーションの取り方をはじめ、様々な工夫をして、適切な働きかけを

行うことが必要です。 

・サービスの提供に当たって、利用者ができないことを単に補う形でのサービス提供は、かえって利用者の生活機能

の低下を引き起こし、サービスへの依存を生み出している場合があるとの指摘を踏まえ、「利用者の自立の可能性

を最大限引き出す支援を行う」ことを基本として、利用者のできる能力を阻害するような不適切なサービス提供をし

ないよう配慮する必要があります。 

・提供された介護予防サービスについては、介護予防訪問看護計画に定める目標達成の度合いや利用者及びその

家族の満足度等について常に評価を行うなど、その改善を図らなければなりません。 

・看護師等に対して看護技術等の研修を計画し、実施しなければなりません。 
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１ 管理者 【居宅条例 第66条】【予防条例 第66条】 

＜病院又は診療所以外の指定訪問看護事業所（以下「指定訪問看護ステーション」という。）の場合＞ 

・管理者は、常勤であり、原則として専ら当該訪問看護ステーションの管理業務に従事する者でなければ

なりません。 

ただし、例外的に、訪問看護ステーションの管理上支障がない場合は、当該訪問看護ステーション 

の他の職務に従事し、又は同一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事することが可能です。 

・訪問看護ステーションの管理者は、原則として保健師又は看護師でなければなりません。 

・訪問看護ステーションの管理者は、適切な訪問看護サービスを行うために必要な知識及び技能を有す

る者でなければなりません。 

● 訪問看護ステーションの管理者は、医療機関における看護、訪問看護又は訪問指導の業務に従事した

経験のある者である必要があり、さらに、管理者としての資質を確保するために関連機関が提供する研修

等を受講していることが望ましいです。 

ポイント 

・原則として准看護師資格により訪問看護ステーションの管理者として従事することはできません。 

・当該事業所と別の敷地にある事業所や施設の職務に従事することはできません。 

２ 看護師等 【居宅条例 第65条】【予防条例 第65条】

＜訪問看護ステーションの場合＞ 

・保健師、看護師又は准看護師（以下、「看護職員」という。） 

→ 常勤換算方法（８ページ参照）で2．5以上となる員数を配置すること 

・理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士 

→ 訪問看護ステーションの実情に応じた適当数を配置すること 

・看護職員のうち１名は、「常勤」でなければならない。 

＜病院又は診療所の「みなし指定事業所」の場合＞ 

・看護職員を適当数配置すること。 

Ⅱ 人員基準について 

＜管理者の責務＞ 【居宅条例 第56条準用】【予防条例 第54条準用】

① 事業所の従業者の管理及び利用の申込みに係る調整、業務の実施状況

の把握その他の管理を一元的に行うこと。 

② 当該事業所の従業者に指定訪問看護事業の運営に関する基準の規定を

遵守させるため必要な指揮命令を行うこと。 



7

＜指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の人員基準のみなし規定＞ 

・指定訪問看護事業者が指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指定を併せて受け、かつ、

両事業が同一の事業所において一体的に運営されている場合であって、指定定期巡回・随時対応型訪

問介護看護の事業を行う事業所に置くべき看護職員の基準を満たすときは、当該指定訪問看護事業者

は、指定訪問看護の事業を行う事業所に置くべき看護職員の基準を満たしているものとみなすことがで

きます。 

＜指定看護小規模多機能型居宅介護事業者の人員基準のみなし規定＞ 

・指定訪問看護事業者が指定看護小規模多機能型居宅介護事業者の指定を併せて受け、かつ、両事業

が同一の事業所において一体的に運営されている場合であって、指定看護小規模多機能型居宅介護

の事業を行う事業所に置くべき看護職員の基準を満たすときは、当該指定訪問看護事業者は、指定訪

問看護の事業を行なう事業所に置くべき看護職員の基準を満たしているものとみなすことができます。 

● 訪問看護サービスを行う者は、看護職員（＝保健師、看護師、准看護師）、理学療法士、作業療法士、

言語聴覚士の資格を有する者でなければなりません。 

● 看護職員については、派遣労働者（※紹介予定派遣を除く）であってはなりません。 

↓

労働者派遣法に規定する派遣労働者であってはなりません。 

ポイント 

・常勤換算方法で2.5以上とは、指定（介護予防）訪問看護事業所として確保しておくべき看護職員の勤務延時間数

の合計が常勤職員2.5人分以上必要ということです。 

・常勤換算方法とは、勤務延時間数の合計が常勤職員で何人分になるか換算する方法であり、例えば、常勤職員

が週40時間勤務の事業所の場合、週40時間／人×2.5人＝週100時間以上確保しなければならないということで

す。 

・管理者として業務に従事した勤務時間は、看護職員の員数の常勤換算に含めることはできません。 

・当該基準は、指定（介護予防）訪問看護事業所として最低限確保しなければならない員数です。サービス利用実

績が少ないこと等を理由に当該基準を下回る配置を行うことはできません。 

・看護職員の勤務延時間数とは、常勤職員であれば就業規則等で定められた勤務時間、非常勤職員であれば賃

金が支払われている時間（＝事業所として拘束している時間）を合計した時間数です。 

◎紹介予定派遣とは？

派遣先企業の社員（正社員・契約社員・嘱託など）になることを前提

として働く派遣契約のこと。 

◎訪問看護事業所と介護予防訪問看護事業所を一体的に運営する

事業所の人員基準は？

 指定訪問看護事業者が指定介護予防訪問看護事業者の指定を併

せて受け、かつ、両事業が同一の事業所において一体的に運営され

ている場合には、指定介護予防訪問看護の事業を行う事業所に置く

べき看護師等の員数の基準を満たすことをもって、指定訪問看護の

事業を行う事業所に置くべき看護師等の員数の基準を満たしている

ものとみなすことができます。 
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 用語の定義 【解釈通知 第二 ２】

『常勤換算方法』 

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤務すべき時間数（１週

間に勤務すべき時間数が、32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）で除することにより、当該事業所

の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいいます。 

この場合の勤務延時間数は、当該事業所の指定に係る事業のサービスに従事する勤務時間の延べ数で

あり、例えば、当該事業所が訪問看護と訪問介護の指定を重複して受ける場合であって、ある従業者が看

護師等と訪問介護員等を兼務する場合、看護師等の勤務延時間数には、看護師等としての勤務時間だけ

を算入します。 

『勤務延時間数』 

勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間又は当該事業に係るサービスの提供のため

の準備等を行う時間（待機の時間を含む。）として明確に位置付けられている時間の合計数をいいます。 

なお、従業者１人につき、勤務延時間数に算入することができる時間数は、当該事業所において常勤の

従業者が勤務すべき勤務時間数が上限です。 

『常 勤』 

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業者が勤務すべき時間

数（１週間に勤務すべき時間数が、32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）に達していることをいいま

す。ただし、育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第

７６号）第２３条第１項に規定する所定労働時間の短縮措置が講じられている者については、利用者の処遇

に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤務すべき時間数を30時

間として取り扱うことが可能です。 

また、同一の事業者によって当該事業所に併設される事業所の職務であって、当該事業所の職務と同時

並行的に行われることが差し支えないと考えられるものについては、それぞれに係る勤務時間の合計が常

勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満たします。 

『専ら従事する』『専ら提供に当たる』 

原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをいいます。この場

合のサービス提供時間帯とは、当該従業者の当該事業所における勤務時間をいうものであり、当該従業者

の常勤・非常勤の別を問いません。 

●国Ｑ＆Ａ 

【運営基準等に係るＱ＆Ａ（平成14年３月28日）】 

○ 常勤換算方法により算定される従業者の休暇等の取扱い 

（問） 

常勤換算方法により算定される従業者が出張したり、また、休暇を取った場合に、その出張や休暇に

係る時間は勤務時間としてカウントするのか。 

（答） 

「常勤換算方法」とは、非常勤の従業者について「事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所に

おいて常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、常勤の従業者の員数に換算する方法」

（居宅サービス運営基準第２条第８号等）であり、また、「勤務延時間数」とは、「勤務表上、当該事業に

係るサービスの提供に従事する時間（又は当該事業に係るサービスの提供のための準備等を行う時間
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（待機の時間を含む。））として明確に位置づけられている時間の合計数」である（居宅サービス運営基

準解釈通知第二・２（２）等）。以上から、非常勤の従業者の休暇や出張（以下「休暇等」という。）の時間

は、サービス提供に従事する時間とはいえないので、常勤換算する場合の勤務延時間数には含めな

い。 

なお、常勤の従業者（事業所において居宅サービス運営基準解釈通知第二・２（３）における勤務体

制を定められている者をいう。）の休暇等の期間については、その期間が暦月で１月を超えるものでな

い限り、常勤の従業者として勤務したものとして取り扱うものとする。 

【平成27年度介護報酬改定に関するQ＆A（vol.1）（平成27年４月１日）】 

○ 常勤要件について 

（問１） 

各加算の算定要件で「常勤」の有資格者の配置が求められている場合、育児休業、介護休業等育児

又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第76号。以下「育児・介護休業法」とい

う。）の所定労働時間の短縮措置の対象者について常勤の従業者が勤務すべき時間数を30時間として

いるときは、当該対象者については30時間勤務することで「常勤」として取り扱って良いか。 

（答） 

そのような取扱いで差し支えない。

（問2） 

育児・介護休業法の所定労働時間の短縮措置の対象者がいる場合、常勤換算方法による人員要件

についてはどのように計算すれば良いか。 

（答） 

常勤換算方法については、従前どおり「当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所におい

て常勤の従業者が勤務すべき時間数（32 時間を下回る場合は32 時間を基本とする。）で除することに

より、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法」であり、その計算に当たっ

ては、育児・介護休業法の所定労働時間の短縮措置の対象者の有無は問題にはならない。

（問3） 

各事業所の「管理者」についても、育児・介護休業法第23 条第１項に規定する所定労働時間の短縮

措置の適用対象となるのか。 

（答） 

労働基準法第41 条第2 号に定める管理監督者については、労働時間等に関する規定が適用除外

されていることから、「管理者」が労働基準法第41 条第2 号に定める管理監督者に該当する場合は、

所定労働時間の短縮措置を講じなくてもよい。 

なお、労働基準法第41 条第2 号に定める管理監督者については、同法の解釈として、労働条件の

決定その他労務管理について経営者と一体的な立場にある者の意であり、名称にとらわれず、実態に

即して判断すべきであるとされている。このため、職場で「管理職」として取り扱われている者であって

も、同号の管理監督者に当たらない場合には、所定労働時間の短縮措置を講じなければならない。 

また、同号の管理監督者であっても、育児・介護休業法第23 条第1 項の措置とは別に、同項の所

定労働時間の短縮措置に準じた制度を導入することは可能であり、こうした者の仕事と子育ての両立を

図る観点からは、むしろ望ましいものである。
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１ 設備及び備品等 【居宅条例 第67条】【予防条例 第67条】

＜訪問看護ステーションの場合＞ 

・訪問看護ステーションには、事業の運営を行うために必要な広さを有する専用の事務室を設けるほか、

（介護予防）訪問看護の提供に必要な設備及び備品等を備えなければなりません。 

・当該指定訪問看護ステーションの同一敷地内に他の事業所、施設等がある場合は、事業の運営を行う

ために必要な広さを有する専用の区画を設けることで足ります。 

● 専用の事務室又は区画については、利用申込みの受付、相談等に対応するのに適切なスペースを確

保する必要があります。 

● 特に、感染症予防に必要な設備等に配慮する必要があります。 

＜病院又は診療所の「みなし指定事業所」の場合＞ 

指定（介護予防）訪問看護の事業を行うために必要な広さを有する専用の区画を確保するとともに、指

定（介護予防）訪問看護の提供に必要な設備及び備品等を備えなければなりません。 

ただし、設備及び備品等については、当該医療機関における診療用に備え付けられたものを使用する

ことができます。 

ポイント 

（相談室） 

遮へい物の設置等により相談の内容が漏えいしないよう配慮する必要があります。 

（感染症予防） 

手指を洗浄するための設備等、感染症予防に必要な設備等に配慮する必要があります。 

例）速乾性手指消毒液を事業所の入口付近に設置するなど 

■ 指 導 事 例 ■ 

・事務室と相談室が同じ区画に設置されていたが、相談室の区画にパーテーション等の遮へい物等が設

置されておらず、相談に対応するのに適切な利用者のプライバシーに配慮したスペースとは認められな

かった。 

・事業所のレイアウトが変更されていたが、必要な変更の届出を行っていなかった。 

Ⅲ 設備基準について 
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１ サービス提供の前に 

（１）内容及び手続の説明及び同意 【居宅条例 第79条(第９条準用)】【予防条例 第75条(第51条の２準用)】 

・指定（介護予防）訪問看護の提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、運営規

程の概要、看護師等の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事

項を記載した文書を交付して説明を行い、サービス提供の開始について利用申込者の同意を得なけれ

ばなりません。 

※「サービス提供開始についての同意」は、利用申込者及びサービス事業者双方を保護する観点から、契

約書等の書面によって契約内容について確認を得てください。 

ポイント 

●重要事項を記載した文書（＝重要事項説明書）に記載すべきと考えられる事項は次のとおりです。 

ア 法人及び事業所の概要（法人名称、事業所名称、事業所番号、併設サービスなど） 

イ 営業日、営業時間、サービス提供日、サービス提供時間 

ウ 訪問看護サービスの内容及び利用料その他の費用の額 

エ 従業者の勤務体制（従業者の職種、員数及び職務の内容） 

オ 通常の事業の実施地域 

カ 緊急時等における対応方法 

キ 苦情処理の体制（事業所担当、市町村、国民健康保険団体連合会などの相談及び苦情の窓口も記載） 

ク その他利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項 

（従業者の研修機会の確保、衛生管理、秘密の保持、事故発生時の対応など） 

※ 重要事項を記した文書を交付して説明した際には、事業者として重要事項説明書を交付して説明したことを

記録するとともに、利用申込者が重要事項の内容に同意したこと及び当該文書の交付を受けたことが確認

できるよう利用申込者の署名又は押印を得ることが望ましいです。

※ 重要事項を記した文書と運営規程の内容に齟齬がないようにしてください。

■ 指 導 事 例 ■ 

・利用申込者へ重要事項説明書を交付していなかった。 

・利用申込者へ重要事項を説明したことは記録されていたが、重要事項説明書を交付したことが記録さ

れておらず、交付したことが確認できなかった。 

（２）堤供拒否の禁止 【居宅条例 第79条（第10条準用）】【予防条例 第75条（第51条の3準用）】

・正当な理由なく、指定（介護予防）訪問看護の提供を拒んではなりません。 

Ⅳ 運営基準について 
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ポイント 

・原則として、利用申込に対しては応じなければなりません。 

・特に、要介護度や所得の多寡を理由にサービスの提供を拒否することは禁止されています。 

・提供を拒むことのできる正当な理由がある場合とは、 

① 当該事業所の現員からは利用申込に応じきれない場合 

② 利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合 

③ 利用申込者の病状等により、利用申込者に対し自ら適切な指定（介護予防）訪問看護を 

提供することが困難な場合 

などが想定されます。 

(３)サービス提供困難時の対応 【居宅条例 第68条】【予防条例 第68条】 

・利用申込者の病状、指定（介護予防）訪問看護事業所の通常の事業の実施地域等を勘案し、自ら適切

な指定（介護予防）訪問看護を提供することが困難であると認めた場合は、当該利用申込者の主治の医

師及び居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）への連絡、適当な他の指定（介護予防）訪問看護

事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければなりません。 

（４）受給資格等の確認 【居宅条例 第79条（第12条準用）】【予防条例 第75条（第51条の5準用）】 

・指定（介護予防）訪問看護の提供を求められた（利用申込があった）場合には、その者の提示する介護

保険被保険者証により、被保険者資格、要介護（要支援）認定の有無及び要介護（要支援）認定の有効

期間を確認してください。 

・被保険者証に認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審査会意見に配慮して、指定（介護

予防）訪問看護を提供するように努めなければなりません。 

（５）要介護・要支援認定の申請に係る援助 【居宅条例 第79条（第13条準用）】【予防条例 第75条（第51条の6準用）】

・指定（介護予防）訪問看護の提供の開始に際し、要介護（要支援）認定を受けていない利用申込者につ

いて要介護（要支援）認定の申請が既に行われているか否かを確認するとともに、当該申請が行われて

いない場合には、当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行

わなければなりません。 

・居宅介護支援（介護予防支援）が利用者に対して行われていない等の場合であって、必要と認めるとき

は、要介護（要支援）認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要介護（要支援）認定の有

効期間が終了する30日前までに行われるよう必要な援助を行わなければなりません。 

２ サービス提供の開始に当たって 

（１）心身の状況等の把握 【居宅条例 第79条（第14条準用）】【予防条例 第75条（第51条の7準用）】 

・指定（介護予防）訪問看護の提供に当たっては、利用者に係る居宅介護支援事業者（介護予防支援事

業者）が開催するサービス担当者会議、利用者及びその家族との面談等を通じて、利用者の心身の状

況、病歴、置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めな

ければなりません。 
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（２）居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）等との連携 【居宅条例 第69条】【予防条例 第69条】 

・指定（介護予防）訪問看護を提供するに当たっては、居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）その

他保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければなりません。 

・指定（介護予防）訪問看護の提供の終了に際しては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うと

ともに、当該利用者の主治の医師及び居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）に対する情報の提

供並びに保健医療サービス又は福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければなりませ

ん。 

■ 指 導 事 例 ■ 

・居宅介護支援事業者から居宅サービス計画の交付を受けていなかった。（※セルフケアプランの場合

はこの限りでない。） 

・居宅サービス計画の内容が変更されているにもかかわらず、訪問看護計画の内容の評価、見直しを行

っていなかった。 

（３）居宅サービス計画（介護予防サービス計画）に沿ったサービスの提供 

【居宅条例 第79条（第17条準用）】【予防条例 第75条（第51条の10準用）】   

・居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）により居宅サービス計画（介護予防サービス計画）が作成

されている場合には、当該計画に沿った指定（介護予防）訪問看護サービスを提供しなければなりませ

ん。 

（４）居宅サービス計画（介護予防サービス計画）等の変更の援助 

【居宅条例 第79条（第18条準用）】【予防条例 第75条（第51条の11準用）】   

・利用者が居宅サービス計画（介護予防サービス計画）の変更を希望する場合には、当該利用者に係る

居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）への連絡その他の必要な援助を行わなければなりませ

ん。 

■ 指 導 事 例 ■ 

・居宅介護支援事業所の介護支援専門員に連絡しないまま、訪問看護事業所の判断でサービス提供を

行う時間帯を変更していた。 

ポイント 

・（１）～（４）については、他の介護保険サービス事業者、特に居宅介護支援事業者又は介護予防支援事業者と

の密接な連携が必要です。 

３ サービス提供時 

（１）身分を証する書類の携行 【居宅条例 第79条(第19条準用)】【予防条例 第75条(第51条の12準用)】 

・指定（介護予防）訪問看護事業者は、看護師等に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用

者又はその家族から求められたときはこれを提示すべき旨を指導しなければなりません。 
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（２）サービスの提供の記録 【居宅条例 第79条（第20条準用）】【予防条例 第75条（第51条の13準用）】 

・指定（介護予防）訪問看護を提供したときは、当該指定（介護予防）訪問看護の提供日及び内容、当該

指定（介護予防）訪問看護について利用者に代わって支払を受ける居宅介護サービス費（介護予防サ

ービス費）の額その他必要な事項を、利用者の居宅サービス計画（介護予防サービス計画）を記載した

書面又はこれに準ずる書面に記載しなければなりません。 

・指定（介護予防）訪問看護を提供したときは、その具体的な内容等を記録するとともに、利用者からの申

出があった場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供しなければ

なりません。 

ポイント 

・サービス提供の記録は、（介護予防）訪問看護の提供の完結の日から５年間保存しなければなりま

せん。 

■ 指 導 事 例 ■ 

・同一日に複数回のサービスを提供したが、最初に利用者の居宅を訪問した実績のみが記録され、２回

目以降のサービスに関する実績が記録されていなかった。 

・提供した具体的なサービスの内容、利用者の心身の状況、実際にサービスを提供した時間等について

記録されていなかった。 

４ サービス提供後 

（１）利用料等の受領 【居宅条例 第70条】【予防条例 第70条】【介護保険法施行規則 第65条】

・利用者負担として、利用者から１割相当額の支払いを受けなければなりません。 

＜参考＞生活保護等の低所得利用者負担の軽減措置 

・指定（介護予防）訪問看護の提供に要した費用について、利用者から支払いを受けたものについては、

「介護報酬１割分」と「その他の費用」に区分し、それぞれ個別の費用ごとに区分して記載し、領収証を交

付しなければなりません。 

ポイント 

・利用者負担を免除することは、指定の取消等を直ちに検討すべき重大な基準違反です。 

・指定（介護予防）訪問看護事業で、サービスを提供するに当たって利用者から１割負担分以外に支払を受けること

ができるのは、通常の事業の実施地域以外の地域の居宅においてサービスを提供した場合の交通費のみです。 

・看護師等が使用する使い捨て手袋等の衛生管理に係る費用は、指示書を発行した医療機関又は事業者が負担

します。利用者に別途負担を求めることはできません。 

・サービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用について

説明を行い、利用者の同意を得なければなりません。（同意は文書により行います。） 

・領収証には、サービスを提供した日や１割負担の算出根拠である介護報酬の請求単位等、利用者が支払う利用

料の内訳について、利用者がわかるように区分して記載してください。 

６（９）記録の整備 Ｐ22参照 
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■ 指 導 事 例 ■ 

・衛生材料又は保険医療材料の費用を利用者から徴収していた。 

（２）保険給付の請求のための証明書の交付 【居宅条例 第79条（第22条準用）】【予防条例 第75条（第52条の2準

用）】 

・償還払いを選択している利用者から利用料の支払（10割全額）を受けた場合には、提供した指定（介護

予防）訪問看護の内容、費用の額その他利用者が保険給付を保険者に対して請求するに当たって必要

と認められる事項を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付しなければなりません。 

５ サービス提供時の注意 

（１）訪問看護計画書及び訪問看護報告書の作成 【居宅条例 第74条】【老企25第三の一３(13)⑥】

＜訪問看護計画書の作成について＞ 

・看護師等（准看護師を除く。以下この項目において同じ。）は、利用者の希望、主治の医師の指示、心

身の状況等を踏まえ、療養上の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載し

た訪問看護計画書を作成しなければなりません。 

⇒訪問看護計画書の目標や内容等について、利用者及びその家族に理解しやすい方法で説明を行

うとともに、その実施状況や評価についても説明を行う必要があります。 

・看護師等は、既に居宅サービス計画が作成されている場合には、当該計画の内容に沿って訪問看護計

画書を作成しなければなりません。なお、訪問看護計画書を作成した後に居宅サービス計画が作成され

た場合は、当該訪問看護計画書が居宅サービス計画に沿ったものであるか確認し、必要に応じて変更

してください。 

・看護師等は、訪問看護計画書の作成に当たっては、その主要な事項について利用者又はその家族に

対して説明し、利用者の同意を得なければなりません。 

・看護師等は、訪問看護計画書を作成したときは、当該訪問看護計画書を利用者に交付しなければなり

ません。 

・居宅サービス計画に基づきサービスを提供している指定訪問看護事業者は、当該居宅サービス計画を

作成している指定居宅介護支援事業者から訪問看護計画の提供の求めがあった際には、当該訪問看

護計画を提供することに努めなければなりません。 

＜訪問看護報告書の作成について＞ 

・看護師等は、訪問日、提供した看護内容等を記載した訪問看護報告書を作成しなければなりません。 

※提供したサービスの内容がわかるよう、主なサービス項目、所要時間等を記載するようにしてください。 

◎生活保護等の低所得利用者負担の軽減措置

・生活保護法では、『介護扶助』により、生活保護受給者の介護サービスの需要に対

応しています。介護扶助は、原則介護保険の給付対象と同一です。 

・介護保険法の指定を受けることで、生活保護法の指定を受けることができ、生活保護

受給者にサービスが提供できます。
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＜訪問看護計画書及び訪問看護報告書の作成に係る管理者の役割＞ 

・指定訪問看護事業所の管理者は、訪問看護計画書及び訪問看護報告書の作成に関し、必要な指導及

び管理を行わなければなりません。 

⇒指定訪問看護事業者は、主治医との連携を図り、適切な指定訪問看護を提供するため、訪問看護

計画書及び訪問看護報告書を定期的に主治医に提出しなければなりません。ただし、訪問看護計

画書の記載において重複する箇所がある場合は、訪問看護報告書における重複箇所の記載を省

略しても差し支えありません。 

※指定訪問看護事業所が指定訪問看護を担当する医療機関（病院又は診療所の「みなし指定事業所」）

である場合には、訪問看護計画書及び訪問看護報告書の提出は、診療録その他の診療に関する記録

への記載をもって代えることができます。 

■ 指 導 事 例 ■ 

・訪問看護計画書を作成せずに、訪問看護サービスを提供していた。 

・介護支援専門員が作成する居宅サービス計画が変更されていたにもかかわらず、訪問看護計画書

の見直し、変更を行っておらず、居宅サービス計画と訪問看護計画の内容にズレを生じていた。 

・訪問看護計画書の内容について、利用者又はその家族に対して説明していなかった。 

・訪問看護計画書の内容について、利用者の同意を得ていなかった。同意を得た旨の記録が確認でき

なかった。 

・訪問看護計画書を利用者に交付していなかった。交付した旨の記録が確認できなかった。 

（２）主治の医師との関係 【居宅条例 第73条】【予防条例 第78条】 

・指定（介護予防）訪問看護事業所の管理者は、主治の医師の指示に基づき適切な指定（介護予防）訪

問看護が行われるよう必要な管理をしなければなりません。 

・指定（介護予防）訪問看護事業者は、指定（介護予防）訪問看護の提供の開始に際し、主治の医師によ

る指示を文書で受けなければなりません。 

⇒主治医以外の複数の医師から指示（指示書の交付）を受けることはできません。

・指定（介護予防）訪問看護事業者は、主治の医師に（介護予防）訪問看護計画書及び（介護予防）訪問

看護報告書を提出し、指定（介護予防）訪問看護の提供に当たって主治の医師との密接な連携を図らな

ければなりません。 

・指定（介護予防）訪問看護事業所が指定（介護予防）訪問看護を担当する医療機関（病院又は診療所

の「みなし指定事業所」）である場合には、主治の医師の文書による指示並びに（介護予防）訪問看護計

画書及び（介護予防）訪問看護報告書の提出は、診療録その他の診療に関する記録への記載をもって

代えることができます。 

■ 指 導 事 例 ■ 

・指示書の有効期間が切れているにもかかわらず、主治の医師に指示を確認することなく、新たな指示

書の発行も受けずに継続してサービスを提供していた。 

・指示書の発行を受ける際に、医師が記載すべき事項（指示期間、指示日、病名、訪問看護の内容、医

療機関の名称及び指示医の氏名）をあらかじめ記載した様式を訪問看護事業所で作成し、医師に渡し

ていた。 

「訪問看護計画書及び訪問看護報告書等の取扱いについて」（厚生労働省通知） Ｐ50 
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・医師の指示内容に基づくサービス提供を行っていなかった。 

・指示書に医師の指示内容が記載されていないにもかかわらず、サービス提供を行っていた。 

・主治の医師以外の複数の医師から指示を受け、サービス提供を行っていた。 

（３）同居家族に対するサービス提供の禁止 【居宅条例 第75条】【予防条例 第71条】

・指定（介護予防）訪問看護事業者は、看護師等に、その同居の家族である利用者に対する指定（介護

予防）訪問看護の提供をさせてはなりません。 

ポイント 

・看護師等を採用する際には、看護師等の親族関係（血族、姻族とも）及びその居住地についてあらかじめ確認を

行い、同居家族に対してサービス提供を行うことのないように注意してください。 

（４）利用者に関する市町村への通知 【居宅条例 第79条（第27条準用）】【予防条例 第75条（第52条の3準用）】

・利用者が次のいずれかに該当する場合には、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知しなけれ

ばなりません。 

① 正当な理由なく指定（介護予防）訪問看護の利用に関する指示に従わないことにより、要介護状

態（要支援状態）の程度を増進させたと認められるとき。 

② 偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。 

（５）緊急時等の対応 【居宅条例 第76条】【予防条例 第72条】 

・看護師等は、現に指定（介護予防）訪問看護の提供を行っている場合において利用者に病状の急変等

が生じたときは、必要に応じて臨時応急の手当を行うとともに、速やかに主治の医師への連絡その他の

必要な措置を講じなければなりません。 

６ 事業所運営 

（１）運営規程 【居宅条例 第77条】【予防条例 第73条】 

・指定（介護予防）訪問看護事業所ごとに、事業所名称及び事業所所在地といった基本情報のほか、次

に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程（以下、「運営規程」という。）を定めなければな

りません。 

ア 事業の目的及び運営の方針 

イ 従業者の職種、員数及び職務の内容 

ウ 営業日及び営業時間 

エ 訪問看護サービスの内容及び利用料その他の費用の額 

オ 通常の事業の実施地域 

カ 緊急時等における対応方法 

キ その他運営に関する重要事項（従業者の研修機会の確保、衛生管理、従業者（従業者であった

者を含む。）の秘密保持、苦情処理、事故発生時の対応など） 
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ポイント 

・運営規程は事業所の新規指定申請の際に作成し、添付書類として提出していただいています。 

・指定後に、事業所名称、所在地、営業日、利用料等、運営規程の内容に変更が生じた場合、変更の都度、運営規

程も修正しなければなりません（修正年月日、修正内容を末尾の附則に記載することで、事後に変更内容の確認

がしやすくなります。）。 

（２）勤務体制の確保等 【居宅条例 第79条（第32条準用）】【予防条例 第75条（第55条の2準用）】 

・指定（介護予防）訪問看護事業者は、利用者に対し適切な指定（介護予防）訪問看護を提供できるよう、

指定（介護予防）訪問看護事業所ごとに、看護師等の勤務の体制を定め、当該事業所の看護師等によ

って指定（介護予防）訪問看護を提供しなければなりません。 

・指定（介護予防）訪問看護事業者は、看護師等の資質の向上のため、研修の機会を確保しなければな

りません。 

ポイント 

・看護師等の勤務体制は、原則として月ごとに作成された勤務形態一覧表（シフト表）等により明確にしておく必要

があります。 

・雇用契約の締結等により、事業所ごとに、当該事業所の指揮命令下にある看護師等によって訪問看護サービス

の提供を行う必要があります。

■ 指 導 事 例 ■ 

・Ａ看護師の有給休暇取得日に、Ｂ看護師が代わりにサービス提供を行ったが、訪問看護記録の上では

サービス実施者としてＡ看護師の名前が記載されていた。 

（３）衛生管理等 【居宅条例 第79条（第33条準用）】【予防条例 第75条（第55条の3準用）】

・看護師等の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行わなければなりません。 

・設備及び備品等について、衛生的な管理に努めなければなりません。 

● 看護師等に対し、定期的に健康診断を実施するなどして、健康状態について把握します。 

● 事業者として、看護師等が感染源となることを予防し、また、看護師等を感染の危険から守るため、使い

捨ての手袋や携帯用手指消毒液等、感染を予防するための備品等を備えるなど対策を講じる必要があり

ます。（※事業者負担） 

● 看護師等は、アセスメント内容を確認する等の方法により、利用者の健康状態等を把握します。 

● 衛生管理マニュアル、健康管理マニュアル等を作成し、定期的な研修の実施等によりその内容につい

て看護師等に周知します。 

ポイント 

・衛生管理については、定期的に研修を実施するとともに、看護師等の新規採用時には必ず研修を実施することが

重要です。なお、研修の実施内容については記録が必要です。 
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（４）掲示 【居宅条例 第79条（第34条準用）】【予防条例 第75条（第55条の4準用）】

・指定（介護予防）訪問看護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、看護師等の勤務の体制、利用

料その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲示しなければなりません。 

※掲示すべき内容は重要事項説明書に網羅されていますので、多くの事業所では重要事項説明書を掲示用に加工

して掲示しています。 

（５）秘密保持等 【居宅条例 第79条（第35条準用）】【予防条例 第75条（第55条の5準用）】 

・事業所の従業者は、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはなり

ません。 

・事業所の従業者であった者が、正当な理由なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏

らすことがないよう、必要な措置を講じなければなりません。 

・サービス担当者会議等において、居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）や他のサービス事業者

に対して利用者又はその家族の個人情報を用いることが想定されますが、利用者の個人情報を用いる

場合は当該利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ

文書により得なければなりません。 

ポイント 

・退職者の秘密保持については、従業者でなくなった後においても、業務上知り得た秘密を保持すべき旨を雇用時

に雇用契約の内容とする、別途誓約書を徴する等の方法により取り決め、例えば違約金について規定しておく等

の措置を講ずるべきです。 

■ 指 導 事 例 ■ 

・雇用契約書、就業規則等に秘密保持に関する定めがなく、また、誓約書を徴する等の方法により秘密保

持に関する取り決めを行うこともしていなかった。 

（６）広告 【居宅条例 第79条（第36条準用）】【予防条例 第75条（第55条の6準用）】 

・指定（介護予防）訪問看護事業所について虚偽又は誇大な内容の広告をしてはなりません。 

（７）居宅介護支援事業者・介護予防支援事業者に対する利益供与の禁止 

【居宅条例 第79条（第37条準用）】【予防条例 第75条（第55条の7準用）】   

・居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）による居宅サービス（介護予防サービス）事業者の紹介が

公正中立に行われるよう、居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）又はその従業者に対し、利用

者に対して特定の事業者によるサービスを利用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を

供与してはなりません。 

●個人情報保護法の遵守について

介護保険事業者の個人情報保護法に関するガイドラインが 

厚生労働省から出されています。 

http://www.mhlw.go.jp/shingi/2004/12/s1224-11.html
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ポイント 

・このような行為は、指定の取消等を直ちに検討すべきとされる重大な基準違反です。 

（８）苦情処理 【居宅条例 第79条（第38条準用）】【予防条例 第75条（第55条の8準用）】

・提供した指定（介護予防）訪問看護に関する利用者又はその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応す

るために、苦情を受け付けるための窓口の設置その他の必要な措置を講じなければなりません。 

・苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければなりません。 

・提供した指定（介護予防）訪問看護に関し、市町村や国保連が行う調査等に協力するとともに、指導又

は助言を受けた場合には、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければなりません。また、市

町村や国保連からの求めがあった場合には、当該改善の内容を報告しなければなりません。 

● 利用者及びその家族からの苦情を受け付けた場合には、当該苦情に対し、事業者が組織として迅速か

つ適切に対応するため、当該苦情の受付日、その内容等を記録しなければなりません。 

（市町村に苦情があった場合） 

● 市町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め若しくは依頼又は当該市町村の職員からの

質問若しくは照会に応じ、利用者からの苦情に関して市町村が行う調査に協力しなければなりません。 

● 市町村から指導又は助言を受けた場合には、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければ

なりません。 

● 市町村からの求めがあった場合には、指導又は助言に従って行った改善の内容を市町村に報告しなけ

ればなりません。 

（国保連に苦情があった場合） 

● 国保連が行う調査に協力するとともに、国保連から指導又は助言を受けた場合には、当該指導又は助

言に従って必要な改善を行わなければなりません。 

● 国保連からの求めがあった場合には、指導又は助言に従って行った改善の内容を国保連に報告しなけ

ればなりません。 

（苦情に対するその後の措置） 

● 事業者は、苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を

踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を自ら行わなければなりません。 

※利用者又はその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するため、あらかじめ、事業所として苦情処理に

関するマニュアルを作成し、従業者に研修等を通じてその内容について周知しておくことが望ましいです。 

◎「必要な措置」とは？

「必要な措置」とは、苦情を受け付けるための窓口を設置することのほか、相談窓

口、苦情処理の体制及び手順等、当該事業所における苦情を処理するために講ずる

措置の概要について明らかにし、利用申込者又はその家族にサービスの内容を説明

する文書（重要事項説明書等）に苦情に対する措置の概要についても併せて記載する

とともに、事業所に掲示すること等です。 
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（９）市町村が実施する事業への協力 【居宅条例 第79条（第39条準用）】【予防条例 第75条（第55条の9準用）】

・事業の運営に当たっては、提供した指定（介護予防）訪問看護に関する利用者からの苦情に関して、市

町村等が派遣する者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めな

ければなりません。 

ポイント 

・「市町村が実施する事業」には、介護相談員派遣事業のほか、広く市町村が老人クラブ、婦人会その他の非営利

団体や住民の協力を得て行う事業が含まれます。 

（10）事故発生時の対応 【居宅条例 第79条（第40条準用）】【予防条例 第75条（第55条の10準用）】

・利用者に対する指定（介護予防）訪問看護の提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者

の家族、当該利用者に係る居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）等に連絡するとともに、必要な

措置を講じなければなりません。 

・事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければなりません。 

・利用者に対する指定（介護予防）訪問看護の提供により賠償すべき事故が発生した場合には、速やか

に損害を賠償しなければなりません。 

ポイント 

・事故が生じた際にはその原因を解明し、再発防止のための対策を講じる必要があります。 

・事故に至らなかったが事故が発生しそうになった場合（ヒヤリ・ハット事例）及び現状を放置しておくと事故に結び

つく可能性が高いものについては、事前に情報を収集し、未然防止策を講じます。 

・事故が発生した場合の連絡先及び対応方法については、あらかじめ事業所で定め、看護師等に周知します。 

・少なくとも事業所が所在する市町村については、どのような事故が発生した場合に市町村へ報告するかについて

把握しておいてください。 

・事業者による損害賠償の方法（保険に加入している場合にはその内容）について把握しておく必要があります。 

・事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に、当該事実が報告され、その分析を通じ

た改善策を看護師等に周知徹底する体制を整備しておく必要があります。 

◎具体的に想定されること

・事故等について報告するための様式を整備すること。 

・看護師等は、事故等の発生、又は発見ごとにその状況、背景等を記録するとともに、 

事故報告に関する様式に従って事故等について報告すること。 

・事業所において、報告された事例を集計し、分析すること。 

・事例の分析に当たっては、事故等の発生時の状況等を分析し、事故等の発生原因、 

結果等をとりまとめ、再発防止策を検討すること。 

・報告された事例及び分析結果を職員に周知徹底すること。 

・再発防止策を講じた後に、その効果について評価すること。 

◎研修の実施 

事故等の再発防止に向けて、事故等の内容について研修を行うなど、事業所の看護師等に周知徹底し

てください。

※事故が発生したときに適切に対応するため、あらかじめ、事業所として事故発生時の対応に関するマニュ

アルを作成し、従業者に研修等を通じてその内容について周知しておくことが望ましいです。 
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（11） 会計の区分 【居宅条例 第79条（第41条準用）】【予防条例 第75条（第55条の11準用）】 

・指定（介護予防）訪問看護事業所ごとに経理を区分するとともに、指定（介護予防）訪問看護の事業の会

計とその他の事業の会計を区分しなければなりません。 

ポイント 

・収入については、国保連からの介護保険給付だけでなく、利用者から徴収した１割負担分についても 

会計管理する必要があります。 

・会計の区分は、法人税等の適切な納税の観点からも適正に行わなければなりません。 

（12） 記録の整備 【居宅条例 第78条】【予防条例 第74条】 

・従業者、設備、備品及び会計に関する記録を整備しなければなりません。 

・利用者に対する指定（介護予防）訪問看護の提供に関する次に掲げる記録を整備し、その完結の日か

ら５年間保存しなければなりません。 

ア 主治の医師による指示の文書 

イ （介護予防）訪問看護計画書 

ウ （介護予防）訪問看護報告書 

エ 提供したサービスの具体的な内容等の記録 

オ 利用者に関する市町村への通知に係る記録 

カ 提供した指定（介護予防）訪問看護に関する利用者及びその家族からの苦情の内容等の記録 

キ 提供した指定（介護予防）訪問看護に関する事故の状況及び当該事故に際して採った処置につ

いての記録 

※ ア～ウには、指定（介護予防）訪問看護事業所が指定（介護予防）訪問看護を担当する医療機関（病

院又は診療所の「みなし指定事業所」）である場合に代えることができることとされたア～ウの内容を記

載した診療録その他の診療に関する記録を含みます。 

ポイント 

・その完結の日から５年間とは、契約終了、契約解除及び施設・病院への入所・入院等により利用者へのサービス

提供が終了した日から５年間ということです。 

■ 指 導 事 例 ■ 

・主治の医師の指示書がサービス提供の完結の日から２年間経過していないにもかかわらず、保存されて

いなかった。（※平成25年４月１日以降は訪問看護の提供の完結の日から５年間の保存が必要です。） 

◎具体的な会計処理等の方法について

「介護保険の給付対象事業における会計の区分に 

ついて（平成13年３月28日老振発第18号）」参照。 
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１ 訪問看護費の算定に当たって 

（１）「通院が困難な利用者」について【老企36第二4（1）】

・（介護予防）訪問看護費は「通院が困難な利用者」に対して給付することとされていますが、通院の可否

にかかわらず、療養生活を送る上での居宅での支援が不可欠な者に対して、ケアマネジメントの結果、

（介護予防）訪問看護の提供が必要と判断された場合は（介護予防）訪問看護費を算定することができま

す。 

・「通院が困難な利用者」の趣旨は、通院により、同様のサービスが担保されるのであれば、通院サービス

を優先すべきということです。 

（２）訪問看護指示の有効期間について【老企36第二4（2）】

・訪問看護ステーションにあっては、主治の医師の判断に基づいて交付（２か所以上の訪問看護ステーシ

ョンからの（介護予防）訪問看護の場合は各訪問看護ステーションに交付）された指示書の有効期間内

に（介護予防）訪問看護を行った場合に算定します。 

・（介護予防）訪問看護指示書の有効期間については、６月を超えることはできません。 

・医療機関（病院又は診療所の「みなし指定事業所」）にあっては、次の①、②の期間に行われた場合に

算定します。 

① 指示を行う医師（みなし指定を受けた医療機関の医師）の診療の日から１月以内 

② 別の医療機関の医師から診療情報提供を受けて、（介護予防）訪問看護を実施した場合には、 

診療情報提供を行った医療機関の医師による当該情報提供の基礎となる診療の日から１月以内 

■ 指 導 事 例 ■ 

・訪問看護指示書の有効期間が切れているにもかかわらず、新たな指示書の交付を受けずにサービス

提供を継続していた。 

・訪問看護指示書の発行日が有効期間の開始日より後の日であった。 

・訪問看護指示書の発行日は有効期間の開始日より前の日であったが、実際に当該指示書の交付を受

けたのが有効期間の開始日より後の日であった。 

・みなし指定事業所の訪問看護について、医師の診療の日から１月を超えているにもかかわらず、サー

ビス提供を継続していた。 

（３）訪問看護の所要時間の算定について【老企３６第二６（3）】

＜20分未満の訪問看護の算定について＞ 

・20分未満の（介護予防）訪問看護は、短時間かつ頻回な医療処置等が必要な利用者に対し、日中等の

（介護予防）訪問看護における十分な観察、必要な助言・指導が行われることを前提として行われるもの

です。したがって、居宅サービス計画（介護予防サービス計画）又は（介護予防）訪問看護計画において

20分未満の（介護予防）訪問看護のみが設定されることは適切ではなく、20分以上の（介護予防）訪問看

護を週１回以上含む設定とする必要があります。なお、20分未満の（介護予防）訪問看護は、（介護予

防）訪問看護を24時間行うことができる体制を整えている事業所として緊急時訪問看護加算の届け出を

している場合に算定可能です。 

Ⅴ 介護報酬請求上の注意点について 
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ポイント 

＜20分未満の（介護予防）訪問看護を算定できる場合＞ 

次の要件を満たす必要があります。 

① 当該利用者に20分以上の（介護予防）訪問看護を週１回以上提供していること。 

② （介護予防）訪問看護を24時間行うことができる体制を整えている事業所として緊急時訪問看護加算の届

け出をしていること。 

・（介護予防）訪問看護は在宅の要介護者の生活パターンや看護の必要性に合わせて提供されるべきで

あることから、単に長時間の（介護予防）訪問看護を複数回に区分して行うことは適切ではありません。そ

のため、次のような取扱いとして行う必要があります。 

＜２時間ルール＞ 

・前回提供した（介護予防）訪問看護から概ね２時間未満の間隔で（介護予防）訪問看護を行う場合（20

分未満の（介護予防）訪問看護費を算定する場合及び利用者の状態の変化等により緊急の（介護予防）

訪問看護を行う場合を除く。）は、それぞれの所要時間を合算します。 

＜複数の看護師等による訪問看護を連続して行った場合＞ 

・１人の看護職員が（介護予防）訪問看護を行った後に、続いて別の看護職員が（介護予防）訪問看護を

行った場合には、当該（介護予防）訪問看護の所要時間を合算します。なお、当該（介護予防）訪問看

護の提供時間を合算した場合に、准看護師による（介護予防）訪問看護が含まれる場合には、当該（介

護予防）訪問看護費は、准看護師による（介護予防）訪問看護費を算定します。 

・１人の看護職員又は理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が（介護予防）訪問看護を行った後に、

続いて他の職種の看護職員又は理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が（介護予防）訪問看護を

実施した場合（看護職員が（介護予防）訪問看護を行った後に続いて別の理学療法士、作業療法士又

は言語聴覚士が（介護予防）訪問看護を行う場合など）は職種ごとに算定できます。 

・なお、１人の利用者に対して、連続して（介護予防）訪問看護を提供する必要性については、適切なケア

マネジメントに基づいて判断してください。 

●国Ｑ＆Ａ 

【平成24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成24年３月16日）】 

（問19） 

「所要時間20分未満」の訪問看護で想定している看護行為は具体的にどのようなものか。 

（答） 

気管内吸引、導尿や経管栄養等の医療処置の実施等を想定している。なお、単に状態確認や健康

管理等のサービス提供の場合は算定できない。 

また、高齢者向けの集合住宅等において、単に事業所の効率の向上のみを理由として、利用者の状

態等を踏まえずに本来20分以上の区分で提供すべき内容の訪問看護を複数回に分け提供するといっ

た取扱いは適切ではない。 
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（問20） 

１日に複数回の訪問看護を実施する場合、訪問看護終了後２時間以上経過していなければ必ず所

要時間を合算するのか。 

（答） 

20分未満の訪問看護と計画外で緊急に訪問看護を実施した場合は合算しない。 

また、おおむね２時間としており、例えば計画上は、２時間後に訪問をする予定であったが、点滴注

射等が早めに終了した等の理由で、若干時間に変動があった場合等は計画どおりの報酬を算定する。

【平成24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.３）（平成24年４月25日）】 

（問２） 

理学療法士等が看護師等と一緒に利用者宅を訪問しサービスを提供した場合に、基本サービス費

はいずれの職種の報酬を算定するのか。 

この場合、同時に複数名の看護師等が訪問看護を行った場合に係る加算を算定することは可能か。 

（答） 

基本サービス費は、主に訪問看護を提供するいずれかの職種に係る報酬を算定する。 

また、同時に複数名が訪問看護を行った場合に係る加算の算定は可能である。なお、理学療法士等

が主に訪問看護を行っている場合であっても、訪問看護の提供回数ではなく、複数名での訪問看護の

提供時間に応じて加算を算定する。

（４）理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の訪問について（訪問看護ステーションのみ）【老企３６第二６（4）】

・理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による（介護予防）訪問看護は、その訪問が看護業務の一環

としてのリハビリテーションを中心としたものである場合に、看護職員の代わりに訪問させるという位置付

けのものです。 

・言語聴覚士による訪問において提供されるものは、あくまで看護業務の一部であることから、言語聴覚士

の業務のうち保健師助産師看護師法（昭和23年法律第203号）の規定にかかわらず業とすることができる

とされている診療の補助行為（言語聴覚士法（平成９年法律第132号）第42条第１項）に限ります。 

・理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による（介護予防）訪問看護は、１回当たり20分以上（介護予

防）訪問看護を実施することとし、１人の利用者につき週に６回を限度として算定します。なお、１日に２回

を超えて（１日に３回以上）訪問看護を行った場合、１回につき100分の90に相当する単位数を算定しま

す。 

ポイント 

・（介護予防）訪問看護に期待されるものは、一義的には看護職員によって提供されるものです。 

・一方、退院・退所後等に必要となるリハビリテーションのニーズについては、医療機関等による訪問リハビリテーシ

ョンにおいて提供されることが期待されています。 

・ただし、リハビリテーションのニーズを有する利用者に対し、病院、老人保健施設等が地域に存在しないこと等に

より訪問リハビリテーションを適切に提供できず、その代替えとしての訪問看護ステーションからの理学療法士等

の訪問が過半を占めることもあることから、理学療法士等の訪問が保健師又は看護師による訪問の回数を上回

るような設定もあります。 
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●国Ｑ＆Ａ 

【平成24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成24年３月16日）】 

（問24） 

理学療法士等による訪問看護は、連続して３回以上訪問看護を行った場合だけでなく、午前中に２

回、午後に１回行った場合にも100分の90に相当する単位数を算定するのか。 

（答） 

１日に３回以上行う場合には、連続して行った場合に限らず、１日の各訪問看護費の100分の90に相

当する単位数を算定する。

（５）定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所との連携（介護予防訪問看護は対象外） 

【厚告19別表3ハ】【老企３６第二4（５）】

・指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して指定訪問看護を行い、かつ、別に厚生労働

大臣が定める施設基準（※）に適合する指定訪問看護事業所において、通院が困難な利用者に対し

て、その主治の医師の指示及び訪問看護計画書に基づき、指定訪問看護事業所の看護師等が、指定

訪問看護を行った場合に、１月につき所定単位数（2,935単位）を算定します。 

・准看護師が指定訪問看護を行った場合は、所定単位数の100分の98に相当する単位数を算定します。 

・保健師、看護師又は准看護師が利用者（要介護状態区分が要介護５である者に限る。）に対して指定訪

問看護を行った場合は、１月につき800単位を所定単位数に加算します。 

・１人の利用者に対し、一の指定訪問看護事業所が訪問看護費を算定している場合には、別の指定訪問

看護事業所においては、当該訪問看護費は算定しません。 

●定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所との連携については、訪問看護を24時間行うことができる体

制を整えている事業所として、緊急時訪問看護加算の届け出をしていることが必要です。 

●定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所との連携について、報酬は月額定額報酬ですが、次のとお

り例外的な取扱いがあります。 

・月の途中から訪問看護を利用した場合又は月の途中で訪問看護の利用を終了した場合には、利用期

間（訪問看護の利用を開始した日から月末日まで又は当該月の初日から利用を終了した日まで）に対

応した単位数を算定します（以下「日割り計算」という。）。 

・月の途中に短期入所生活介護又は短期入所療養介護を利用している場合は、その期間について日割

り計算により算定します。 

◎厚生労働大臣が定める施設基準とは？

連携する指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所の名称、住所その他必要な

事項を都道府県知事（指定都市又は中核市の市長）に届け出ている指定訪問看護事

業所であること。 

⇒施設等区分に「定期巡回・随時対応サービス連携」を追加して事業を実施するため

には、県へ（指定都市又は中核市の場合はそれぞれの市へ）の届出が必要です。県

への届出の詳細については、介護情報サービスかながわをご確認ください。 

介護情報サービスかながわ（http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/） 

→ライブラリ（書式／通知） 

→３．加算届 

→４．訪問看護【在宅サービスグループ】 
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・月の途中で要介護５から他の要介護度に変更となった場合、及び他の要介護度から要介護５に変更に

なった場合は日割り計算により算定します。 

・月途中で、末期の悪性腫瘍又は別に厚生労働大臣が定める疾病の状態（利用者等告示第４号 Ｐ27参

照）となった場合は、その状態にある期間について日割り計算により算定します。 

●国Ｑ＆Ａ 

【平成24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成24年３月16日）】 

（問26） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携した場合の報酬を算定する場合、同一建物に居

住する利用者に対する減算は適用されるのか。 

（答） 

適用されない。 

（問27） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携した場合の報酬を算定する場合、訪問看護で設

定されている全ての加算が算定できるのか。 

（答） 

夜間又は早朝、深夜に訪問看護を行う場合の加算、同時に複数の看護師等が訪問看護を行う場合

の加算、１時間30分以上の訪問看護を行う場合の加算は算定できない。

（６）末期の悪性腫瘍の患者等の取扱いについて【老企３６第二４（6）】

・末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等(利用者等告示第４号)の患者については、医療

保険の給付の対象となり、介護保険の（介護予防）訪問看護費は算定しません。 

■ 指 導 事 例 ■ 

・厚生労働大臣が定める疾病等の患者に対し、介護保険の訪問看護費を算定していた。 

◎厚生労働大臣が定める疾病等(利用者等告示第４号)

末期の悪性腫瘍、多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋萎縮性側索硬化症、脊髄小

脳変性症、ハンチントン病、進行性筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患（進行性

核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病（ホーエン・ヤールの重症度分

類がステージ３以上であって生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度のものに限る。）をいう。）、

多系統萎縮症（線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候

群をいう。）、プリオン病、亜急性硬化性全脳炎、ライソゾーム病、副腎白質ジストロフィー、

脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋萎縮症、慢性炎症性脱随性多発神経炎、後天性免疫不全

症候群、頚髄損傷及び人工呼吸器を使用している状態 
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（７）精神科訪問看護指示書が交付された利用者への訪問看護 

※ライブラリ（書式／通知）→５．国・県の通知書式『「医療保険と介護保険の給付調整に関する留意事項及び医療保険と介護保険

の相互に関する事項等について」の一部改正について』参照 

（８）特別の指示（特別指示書の交付）があった場合【厚告19別表3注13、14】

・指定（介護予防）訪問看護を利用しようとする者の主治の医師（介護老人保健施設の医師を除く。）が、

当該者が急性増悪等により一時的に頻回の（介護予防）訪問看護を行う必要がある旨の特別の指示（特

別指示書の交付）を行った場合は、当該指示（交付）の日から14日間を限度として医療保険の給付の対

象となり、介護保険の（介護予防）訪問看護費は算定しません。 

※指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して指定訪問看護を行う場合に、特別の指示

（指示書の交付）があったときは、当該指示の日数に応じて、１日につき97単位を所定単位数から減算し

ます。 

（９）他のサービスとの関係【厚告19別表3注15】

・利用者が（介護予防）短期入所生活介護、（介護予防）短期入所療養介護若しくは（介護予防）特定施

設入居者生活介護又は定期巡回・随時対応型訪問介護看護、（介護予防）認知症対応型共同生活介

護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護若しくは看

護小規模多機能型居宅介護を受けている間は、（介護予防）訪問看護費は算定できません。 

（１０）介護老人保健施設及び介護療養型医療施設を退所・退院した日の訪問看護の取扱い【老企３６第二４

（19）】

・介護老人保健施設、介護療養型医療施設、（介護予防）短期入所療養介護、その他の医療機関を退

所・退院した日（サービス終了日）については、厚生労働大臣が定める状態(利用者等告示第６号)にあ

る利用者を除き、（介護予防）訪問看護費を算定できません。 

２ 加算・減算等 

（１）早朝・夜間・深夜訪問看護加算【厚告19別表3注4】

・夜間（午後６時から午後10時までの時間） 

・早朝（午前６時から午前８時までの時間） 

に（介護予防）訪問看護を行った場合 

・深夜（午後10時から午前６時までの時間） 

に（介護予防）訪問看護を行った場合 

ポイント 

・居宅サービス計画上又は訪問看護計画上、訪問看護のサービス開始時刻が加算の対象となる時間帯にある場

合に、当該加算を算定します。 

※利用時間が長時間にわたる場合に、加算の対象となる時間帯におけるサービス提供時間が全体のサービス提

供時間に占める割合がごくわずかな場合においては、当該加算は算定できません。 

・精神科訪問看護指示書が交付された場合は、要介護認定を受けていても医療保険の訪問看護を算定

します。ただし、認知症が主傷病である場合は介護保険で算定します。 

１回につき、所定単位数の100分の50 

１回につき、所定単位数の100分の25 

・利用者等告示第６号 Ｐ31参照 
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（２）複数名訪問看護加算（所要時間30分未満：254単位／回 所要時間30分以上：402単位／回） 

【厚告19別表3注5】【老企３６第二４（8）】

・同時に複数の看護師等が１人の利用者に対して（介護予防）訪問看護を行う場合であって、次の基準を

満たすときに算定します。 

・利用者又はその家族等の同意を得ている場合であって、次のいずれかに該当すること。 

① 利用者の身体的理由により、１人の看護師等による指定（介護予防）訪問看護が困難と認められる

場合。 

② 暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合。 

③ その他利用者の状況から判断して、①又は②に準ずると認められる場合。 

● ２人の看護師等が同時に（介護予防）訪問看護を行う場合の加算は、体重が重い利用者を１人が支持し

ながら、必要な処置を行う場合等、１人で看護を行うことが困難な場合に算定を認めるものであり、これら

の事情がない場合に、単に２人の看護師等が同時に（介護予防）訪問看護を行ったことのみをもって算定

することはできません。 

● 訪問を行うのは、両名とも保健師、看護師、准看護師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚

士であることを要します。 

●国Ｑ＆Ａ 

【平成21年４月改定関係Ｑ＆Ａ（vol.１）（平成21年３月23日）】 

（問39） 

複数名訪問看護加算は30分未満と30分以上で区分されているが、訪問時間全体のうち、複数の看

護師が必要な時間で分けるのか。例えば、訪問看護（30分以上１時間未満）のうち複数の看護師が必

要な時間が30分未満だった場合はどちらを加算するのか。 

（答） 

１人目の看護師の訪問の時間によらず、２人目の看護師が必要な時間である30分未満を加算する。

（３）長時間訪問看護加算(300単位／回) 【厚告19別表3注6】【老企３６第二４（14）】

・指定（介護予防）訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者（特別管理加算の対象者[Ｐ31参照]に

限る。）に対して、所要時間１時間以上１時間30分未満の指定（介護予防）訪問看護を行った後に引き続

き指定（介護予防）訪問看護を行う場合であって、当該指定（介護予防）訪問看護の所要時間を通算し

た時間が１時間30分以上となるときは、１回につき300単位を所定単位数に加算します。 

ポイント 

・当該加算については、看護師が行う場合であっても准看護師が行う場合であっても、同じ単位数を算定します。 

■ 指 導 事 例 ■ 

・特別管理加算の対象者でない利用者に対し、長時間訪問看護加算を算定していた。 

・１時間30分を超えるサービス提供について、事前に居宅サービス計画に位置付けがないにもかかわら

ず、長時間訪問看護加算を算定していた。 
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●国Ｑ＆Ａ 

【平成21年４月改定関係Ｑ＆Ａ（vol.２）（平成21年４月17日）】 

（問15） 

ケアプラン上は１時間30分未満の訪問看護の予定であったが、アクシデント等によりサービスの提供

時間が１時間30分を超えた場合は、長時間訪問看護加算として300単位を加算してよいか。 

（答） 

長時間訪問看護加算は、ケアプラン上１時間30分以上の訪問が位置付けられていなければ、算定で

きない。

（４）緊急時訪問看護加算（訪問看護ステーション：540単位／月 みなし指定事業所：290単位／月） 

【厚告19別表3注10】【老企３６第二４（15）】

・指定（介護予防）訪問看護事業所が、利用者の同意を得て、利用者又はその家族等に対して24時間連

絡体制（利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応でき

る体制）にあって、かつ、計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う場合に算

定できます。 

・当該月の第１回目の介護保険の給付対象となる（介護予防）訪問看護を行った日の所定単位数に加算

します。 

・当該月において計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を行った場合については、居宅サー

ビス計画（介護予防サービス計画）の変更を要します。 

・当該緊急時訪問を行った場合には、早朝・夜間、深夜の（介護予防）訪問看護に係る加算は算定できま

せん。ただし、特別管理加算を算定する状態の者に対する１月以内の２回目以降の緊急時訪問につい

ては、早朝・夜間、深夜の（介護予防）訪問看護に係る加算を算定できます。 

・１人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できます。このため、緊急時訪問看護加算に係る（介護

予防）訪問看護を受けようとする利用者に説明するに当たっては、当該利用者に対して、他の事業所か

ら緊急時訪問看護加算に係る（介護予防）訪問看護を受けていないか確認する必要があります。 

・当該加算を介護保険で請求した場合には、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護小規

模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおける緊急時訪問看護加算並びに同月に医

療保険における訪問看護を利用した場合の当該訪問看護における24時間連絡体制加算及び24時間対

応体制加算は算定できません。 

■ 指 導 事 例 ■ 

・緊急時訪問看護加算の算定に当たって、利用者又はその家族に対して説明し、その同意を得たことが

記録等から確認できなかった。 

・緊急時訪問看護加算を算定しているにもかかわらず、早朝・夜間、深夜に係る加算を算定していた。 
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（５）特別管理加算（厚生労働大臣が定める区分に応じて（Ⅰ）500単位／月 （Ⅱ）250単位／月） 

【厚告19別表3注11】【老企３６第二４（16）】

・指定（介護予防）訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者（※厚生労働大臣が定める状態にある

ものに限る。）に対して、指定（介護予防）訪問看護事業所が、指定（介護予防）訪問看護の実施に関す

る計画的な管理を行った場合に算定できます。 

・当該月の第１回目の介護保険の給付対象となる（介護予防）訪問看護を行った日の所定単位数に加算

します。 

・なお、当該加算を介護保険で請求した場合には、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看

護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおける特別管理加算並びに同月に医

療保険における訪問看護を利用した場合の当該訪問看護における特別管理加算は算定できません。 

・１人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できます。なお、２か所以上の事業所から（介護予防）

訪問看護を利用する場合については、その分配は事業所相互の合議に委ねられます。 

・訪問の際、症状が重篤であった場合には、速やかに医師による診療を受けることができるよう必要な支

援を行うこととされています。 

・厚生労働大臣が定める状態(利用者等告示第６号)のイに該当する状態にある者に対して（介護予防）訪

問看護を行った場合は特別管理加算（Ⅰ）を、ロからホまでに該当する状態にある者に対して（介護予

防）訪問看護を行った場合は特別管理加算（Ⅱ）を算定します。 

※１ 「真皮を越える褥瘡の状態にある者」に対して当該加算を算定する場合には、定期的（１週間に１回以上）に褥瘡の状態の観

察・アセスメント・評価（褥瘡の深さ、滲出液、大きさ、炎症・感染、肉芽組織、壊死組織、ポケット）を行い、褥瘡の発生部位及び

実施したケア（利用者の家族等に行う指導を含む）について（介護予防）訪問看護記録書に記録すること。 

※２ 「点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態の者」に対して当該加算を算定する場合は、点滴注射が終了した場

合その他必要が認められる場合には、主治の医師に対して速やかに当該者の状態を報告するとともに、（介護予防）訪問看護

記録書に点滴注射の実施内容を記録すること。 

※厚生労働大臣が定める状態とは？（利用者等告示第６号）

イ 診療報酬の算定方法(平成20年厚生労働省告示第59号)別表第一医科診療報酬点数表(以下「医科診療報酬点数表」

という。)に掲げる在宅悪性腫瘍患者指導管理若しくは在宅気管切開患者指導管理を受けている状態又は気管カニュー

レ若しくは留置カテーテルを使用している状態 

ロ 医科診療報酬点数表に掲げる在宅自己腹膜灌流指導管理、在宅血液透析指導管理、在宅酸素療法指導管理、在宅

中心静脈栄養法指導管理、在宅成分栄養経管栄養法指導管理、在宅自己導尿指導管理、在宅持続陽圧呼吸療法指

導管理、在宅自己疼痛管理指導管理又は在宅肺高血圧症患者指導管理を受けている状態 

ハ 人工肛門又は人工膀胱を設置している状態 

ニ 真皮を越える褥瘡の状態（ＮＰＵＡＰ（Ｎａｔｉｏｎａｌ Ｐｒｅｓｓｕｒｅ Ｕｌｃｅｒ ｏｆ Ａｄｖｉｓｏｒｙ Ｐａｎｅｌ）分類Ⅲ度若しくはⅣ度又は

ＤＥＳＩＧＮ分類（日本褥瘡学会によるもの）Ｄ３、Ｄ４若しくはＤ５に該当する状態） 

ホ 点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態（主治の医師が点滴注射を週３日以上行うことが必要である旨の

指示を訪問看護事業所に対して行った場合であって、かつ、当該事業所の看護職員が週３日以上点滴注射を実施している状

態） 
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ポイント 

・特別管理加算の算定について、緊急時訪問看護加算の届出は要件ではありませんが、特別管理加算の対象者

又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時対応できる体制その他必要な体

制を整備していることが望ましいです。 

●国Ｑ＆Ａ 

【平成15年４月版介護報酬に係るＱ＆Ａ（平成15年５月30日）】 

（問７） 

理学療法士等による訪問看護のみを利用する利用者について特別管理加算は算定できるか。 

（答） 

特別管理加算については、別に厚生労働大臣が定める状態にある利用者に対して、当該状態に係

る計画的な管理を行った場合に算定するとされており、訪問看護ステーションの理学療法士等によりリ

ハビリテーションを中心とした訪問看護のみを利用する利用者については、そうした計画的な管理が行

われているとは想定されないため、一般的には、当該加算は算定できない。

【平成24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成24年３月16日）】 

（問28） 

ドレーンチューブを使用している場合は、特別管理加算を算定できないのか。 

（答） 

経皮経肝胆管ドレナージチューブなど留置されているドレーンチューブについては、留置カテーテル

と同様に計画的な管理を行っている場合は算定できる。ただし、処置等のため短時間、一時的に挿入

されたドレーンチューブについては算定できない。なお、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複

合型サービスの特別管理加算についても同様の取扱いとなる。 

（問29） 

留置カテーテルが挿入されていれば、特別管理加算は算定できるのか。 

（答） 

留置カテーテルからの排液の性状、量などの観察、薬剤の注入、水分バランスの計測等計画的な管

理を行っている場合は算定できるが、単に留置カテーテルが挿入されているだけでは算定できない。 

また、輸液用のポート等が挿入されている場合であっても、訪問看護において一度もポートを用いた

薬剤の注入を行っていない場合は、計画的な管理が十分に行われていないため算定できない。 

なお、定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複合型サービスの特別管理加算についても同様の

取扱いとなる。 
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（問30） 

特別管理加算は１人の利用者につき１ヵ所の訪問看護事業所しか算定できないが、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護又は複合型サービスを利用する場合など訪問看護事業所以外の事業所であれ

ば同一月に複数の事業所で特別管理加算を算定できるのか。 

（答） 

訪問看護を利用中の者は、同時に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複合型サービスを利用

することはできないため算定できない。 

ただし、月の途中で訪問看護の利用を中止し、定期巡回・随時対応型訪問介護看護又は複合型サ

ービスの利用を開始する場合等は当該月に複数のサービスを利用することになるが、このような場合で

あっても特別管理加算は１人の利用者につき１事業所しか算定できないため、費用の分配方法につい

ては事業所間の合議により決定されたい。 

なお、緊急時訪問看護加算、ターミナルケア加算、退院時共同指導加算（２回算定出来る場合を除

く）についても同様の取扱いとなる。 

（問34） 

予定では週３日以上の点滴注射指示が出ていたが、利用者の状態変化等により３日以上実施出来

なかった場合は算定できるのか。 

（答） 

算定できない。

【平成24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.２）（平成24年３月30日）】 

（問３） 

「点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態」として、特別管理加算を算定する場合、週

や月をまたがって週３日の要件を満たす場合はどのように取り扱うのか。 

（答） 

点滴注射を７日間の医師の指示期間に３日以上実施していれば算定可能である。 

例えば平成24年４月28日（土曜日）から５月４日（金曜日）までの７日間点滴を実施する指示が出た場

合（指示期間＊１）は、算定要件を満たす３日目の点滴を実施した４月に特別管理加算を算定する。加

算は医師の指示期間につき１回算定できるが、月をまたいだ場合でも、４月、５月それぞれ３回以上点

滴を実施しても両月で特別管理加算を算定することはできない。なお、上記の場合、５月中に再度点滴

注射の指示（＊２）があり要件を満たす場合は、５月も算定可能となる。 

日 月 火 水 木 金 土 

４／22 23 24 25 26 27 28 

点滴 

29 

点滴 

30 

点滴 

５／１ 

点滴 

２ 

点滴 

３ 

点滴 

４ 

点滴 

５ 

６ ７ ８ ９ 10 11 12 

13 

点滴 

14 15 

点滴 

16 17 

点滴 

18 19 

指示期間＊１ 

指示期間＊２ 
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（６）ターミナルケア加算（2,000単位／死亡月）（介護予防訪問看護は対象外）【厚告19別表3注12】【老企３６第二４（17）】

・在宅で死亡した利用者に対して、別に厚生労働大臣が定める基準（※１）に適合しているものとして都

道府県知事（指定都市又は中核市の市長）に届け出た指定訪問看護事業所が、その死亡日及び死亡

日前14日以内に２日（死亡日及び死亡日前14日以内に当該利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生

労働大臣が定める状態にあるもの（※２）に限る。）に対して訪問看護を行っている場合にあっては、１

日）以上ターミナルケアを行った場合（ターミナルケアを行った後、24時間以内に在宅以外で死亡した

場合を含む。）は、当該者の死亡月につき2,000単位を所定単位数に加算します。 

● ターミナルケア加算については、在宅で死亡した利用者の死亡月に加算することとされていますが、

ターミナルケアを最後に行った日の属する月と、利用者の死亡月が異なる場合には、死亡月に算定

します。 

● ターミナルケア加算は、１人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できます。なお、当該加算

を介護保険で請求した場合には、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び看護小規模多機

能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおけるターミナルケア加算並びに同月に医療保

険における訪問看護を利用した場合の訪問看護ターミナルケア療養費及び訪問看護・指導料におけ

る在宅ターミナルケア加算（以下「ターミナルケア加算等」という。）は算定できません。 

● 一の事業所において、死亡月及び死亡日前 14 日以内に医療保険又は介護保険の給付の対象と

なる訪問看護をそれぞれ１日以上実施した場合は、最後に実施した保険制度においてターミナルケ

ア加算等を算定します。この場合において他制度の保険によるターミナルケア加算等は算定できませ

ん。 

※１ 厚生労働大臣が定める基準

・ターミナルケアを受ける利用者について24時間連絡できる体制（24時間連絡体制）を確保しており、か

つ、必要に応じて、指定訪問看護を行うことができる体制を整備していること。 

・主治の医師との連携の下に、指定訪問看護におけるターミナルケアに係る計画及び支援体制について

利用者及びその家族等に対して説明を行い、同意を得てターミナルケアを行っていること。 

・ターミナルケアの提供について利用者の身体状況の変化等必要な事項が適切に記録されていること。 

※２ 厚生労働大臣が定める状態にあるもの（利用者等告示第８号）

・次のいずれかに該当する状態 

イ 多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋萎縮性側索硬化症、脊髄小脳変性症、ハンチントン病、進

行性筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びパ

ーキンソン病（ホーエン・ヤールの重症度分類がステージ３以上であって生活機能障害度がⅡ度又はⅢ

度のものに限る。）をいう。）、多系統萎縮症（線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳萎縮症及びシャイ・ド

レーガー症候群をいう。）、プリオン病、亜急性硬化性全脳炎、ライソゾーム病、副腎白質ジストロフィー、

脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋萎縮症、慢性炎症性脱随性多発神経炎、後天性免疫不全症候群、頚髄

損傷及び人工呼吸器を使用している状態 

ロ 急性増悪その他当該利用者の主治の医師が一時的に頻回の訪問看護が必要であると認める状態 
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● ターミナルケアの提供においては、次に掲げる事項を訪問看護記録書に記録しなければなりません。 

ア 終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護についての記録 

イ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するケアの経過に

ついての記録 

ウ 看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用者及び家族の意向を把握し、それ

に基づくアセスメント及び対応の経過の記録 

● ターミナルケアを実施中に、死亡診断を目的として医療機関へ搬送し、24時間以内に死亡が確認され

る場合等については、ターミナルケア加算を算定可能です。 

●国Ｑ＆Ａ 

【平成24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成24年３月16日）】 

（問35） 

死亡日及び死亡日前14日前に介護保険、医療保険でそれぞれ１回、合計２回ターミナルケアを実施

した場合にターミナルケア加算は算定できるのか。 

（答） 

算定できる。最後に実施した保険制度において算定すること。

【平成21年４月改定関係Ｑ＆Ａ（vol.２）（平成21年４月17日）】 

（問17） 

死亡前14日以内に２回以上ターミナルケアをしていれば、医療機関に入院し24時間以内に死亡した

場合にもターミナルケア加算を算定できるということか。 

（答） 

ターミナルケアを実施中に、医療機関に搬送し、24時間以内に死亡が確認された場合に算定するこ

とができるものとする。

（７）初回加算(300単位／月) 【厚告19別表3ニ】【老企３６第二４（20）】

・指定（介護予防）訪問看護事業所において、新規に（介護予防）訪問看護計画書を作成した利用者に対

して、初回若しくは初回の指定（介護予防）訪問看護を行った日の属する月に指定（介護予防）訪問看

護を行った場合は、１月につき所定単位数を加算します。 

● 利用者が過去２月間（暦月）において、当該（介護予防）訪問看護事業所から（介護予防）訪問看護（医

療保険の訪問看護を含む。）の提供を受けていない場合であって新たに（介護予防）訪問看護計画書を

作成した場合に算定します。 

● 当該加算は、過去２月に当該指定（介護予防）訪問看護事業所から指定（介護予防）訪問看護の提供

を受けていない場合に算定されますが、この場合の「２月」とは暦月（月の初日から月の末日まで）によるも

のです。また、一体的に運営している指定介護予防訪問看護（訪問看護）事業所の利用実績は問いませ

ん。 
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●国Ｑ＆Ａ 

【平成24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成24年３月16日）】 

（問36） 

１つの訪問看護事業所の利用者が、新たに別の訪問看護事業所の利用を開始した場合に、別の訪

問看護事業所において初回加算を算定できるのか。 

（答） 

算定可能である。 

（問37） 

同一月に、２ヵ所の訪問看護事業所を新たに利用する場合、それぞれの訪問看護事業所で初回加

算を算定できるのか。 

（答） 

算定できる。

（８）退院時共同指導加算(600単位／回) 【厚告19別表3ホ】【老企３６第二４（21）】

・病院、診療所又は介護老人保健施設に入院中又は入所中の者が退院又は退所するに当たり、指定（介

護予防）訪問看護ステーションの看護師等（准看護師を除く。）が、退院時共同指導（当該者又はその

看護に当たっている者に対して、病院、診療所又は介護老人保健施設の主治の医師その他の職員と

共同し、在宅での療養上必要な指導を行い、その内容を文書により提供することをいう。）を行った後

に、当該者の退院又は退所後に当該者に対する初回の指定（介護予防）訪問看護を行った場合に、１

人の利用者に対して当該退院又は退所につき１回（特別な管理を必要とする利用者（利用者等告示第

６号（Ｐ３１）を参照のこと）について、複数日に退院時共同指導を行った場合には２回）に限り、所定単

位数を加算します。 

● 初回加算を算定する場合は、当該加算を算定することはできません。 

● 当該加算は、初回の（介護予防）訪問看護を実施した日に算定します。 

● 当該加算を算定する月の前月に退院時共同指導を行っている場合においても算定可能です。 

● ２回の当該加算の算定が可能である利用者（厚生労働大臣が定める状態の者）に対して複数の（介護

予防）訪問看護ステーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所又は看護小規模多機能型居

宅介護が退院時共同指導を行う場合にあっては、１回ずつの算定も可能です。（※） 

● 複数の（介護予防）訪問看護ステーション等が退院時共同指導を行う場合には、主治の医師の所属す

る保険医療機関又は介護老人保健施設に対し、他の（介護予防）訪問看護ステーション等における退院

時共同指導の実施の有無について確認する必要があります。 

● 退院時共同指導加算を介護保険で請求した場合には、同月に定期巡回・随時対応型訪問介護看護及

び看護小規模多機能型居宅介護を利用した場合の当該各サービスにおける退院時共同指導加算並び

に同月に医療保険における訪問看護を利用した場合の当該訪問看護における当該加算は算定できませ

ん。（※の場合を除く。） 

● 退院時共同指導を行った場合は、その内容を（介護予防）訪問看護記録書に記録する必要があります。 
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●国Ｑ＆Ａ 

【平成24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成24年３月16日）】 

（問40） 

退院時共同指導加算を２ヵ所の訪問看護ステーションで算定できるのか。 

（答） 

退院時共同指導加算は、１回の入院について１回に限り算定可能であるため、１ヵ所の訪問看護ステ

ーションのみで算定できる。ただし、特別管理加算を算定している状態の利用者（１回の入院につき２回

算定可能な利用者）について、２ヵ所の訪問看護ステーションでそれぞれ１回ずつ退院時共同指導加

算を算定することも可能である。 

（問41） 

退院時共同指導加算は、退院又は退所１回につき１回に限り算定できることとされているが、利用者

が１ヶ月に入退院を繰り返した場合、１月に複数回の算定ができるのか。 

（答） 

算定できる。ただし、例２の場合のように退院時共同指導を２回行った場合でも退院後一度も訪問看

護を実施せず再入院した場合は、退院時共同指導加算は１回のみ算定できる。 

（例１）退院時共同指導加算は２回算定できる 

入院→退院時共同指導→退院→訪問看護の提供→再入院→退院時共同指導→訪問看護の実施 

（例２） 

入院→退院時共同指導→退院→再入院→退院時共同指導→訪問看護の実施

（９）看護・介護職員連携強化加算(250単位／回)（介護予防訪問看護は対象外） 

【厚告19別表3ヘ】【老企３６第二４（2２）】

・指定訪問看護事業所が社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）附則第20条第１項の登

録を受けた指定訪問介護事業所と連携し、当該事業所の訪問介護員等が当該事業所の利用者に対し

同項に規定する特定行為業務を円滑に行うための支援を行った場合は、１月に１回に限り所定単位数を

加算します。 

● 訪問看護事業所の看護職員が、訪問介護事業所の訪問介護員等に対し、たんの吸引等の業務が円滑

に行われるよう、たんの吸引等に係る計画書や報告書の作成及び緊急時等の対応についての助言を行

うとともに当該訪問介護員等に同行し、利用者の居宅において業務の実施状況について確認した場合、

又は利用者に対する安全なサービス提供体制整備や連携体制確保のための会議に出席した場合に算

定します。 

● 訪問介護員等と同行訪問した場合や会議に出席した場合は、その内容を訪問看護記録書に記録する

必要があります。 

● 当該加算は、訪問介護員等と同行訪問を実施した日又は会議に出席した日の属する月の初日の訪問

看護の実施日に加算します。 

● 当該加算は、訪問看護が24時間行える体制を整えている事業所として緊急時訪問看護加算の届け出

をしている場合に算定可能です。 
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● 訪問看護事業所の看護職員が、訪問介護員等と同行し、たんの吸引等の実施状況を確認する際、通

常の訪問看護の提供以上に時間を要した場合であっても、居宅サービス計画上に位置づけられた訪問

看護費を算定します。 

● 当該加算は、訪問介護員等のたんの吸引等の技術不足を補うために同行訪問を実施することを目的と

したものではないため、訪問介護員等のたんの吸引等に係る基礎的な技術取得や研修目的で、訪問看

護事業所の看護職員が同行訪問を実施した場合は、当該加算及び訪問看護費は算定できません。 

●国Ｑ＆Ａ 

【平成24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.１）（平成24年３月16日）】 

（問45） 

利用者の居宅を訪問し、介護職員のたんの吸引等の実施状況を確認した場合、当該時間に応じた

訪問看護費は算定できるのか。 

（答） 

算定できる。ただし、手技の指導が必要な場合に指導目的で同行訪問を行った場合は、訪問看護

費は算定できない。この場合の費用の分配方法は訪問介護事業所との合議により決定されたい。

【平成24年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.２）（平成24年３月30日）】 

（問４） 

利用者が月の途中で医療保険の訪問看護の対象となった場合は看護・介護職員連携強化加算を

算定できるのか。 

（答） 

介護保険の訪問看護の利用期間中に、介護職員と同行訪問又は会議を行った場合は算定できる。

（10）看護体制強化加算（訪問看護ステーション・みなし指定事業所：３００単位／月）（H27新設） 

【厚告19別表3ト】【老企３６第二４（23）】

・厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事（指定都市又は中核市の市長）に

届け出た指定（介護予防）訪問看護事業所が、医療ニーズの高い利用者への指定（介護予防）訪問看

護の提供体制を強化した場合は、１月につき所定単位数を加算します。 

・在宅における中重度の要介護者の療養生活に伴う医療ニーズへの対応を強化する観点から、充実した

サービス提供体制の事業所に対する評価を行うものです。 

◎厚生労働大臣が定める基準とは？

・次に掲げる基準のいずれにも適合すること。（介護予防に関してはイ及びロのみ）

イ 算定日が属する月の前三月間において、指定訪問看護事業所における利用者の総数

のうち、緊急時訪問看護加算を算定した利用者の占める割合が１００分の５０以上である

こと。 

ロ 算定日が属する月の前三月間において、指定訪問看護事業所における利用者の総数

のうち、特別管理加算を算定した利用者の占める割合が１００分の３０以上であること。 

ハ 算定日が属する月の前十二月間において、指定訪問看護事業所におけるターミナル

ケア加算を算定した利用者が１名以上であること。 

※ イ～ハの利用者数は、介護保険の加算を算定した利用者数に限られます。
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＜留意事項＞ 

① イの基準における利用者の割合については、以下のアに掲げる数をイに掲げる数で除して、算

定日が属する月の前３月当たりの割合を算出します。  

ア 指定訪問看護事業所における緊急時訪問看護加算を算定した実利用者数  

イ 指定訪問看護事業所における実利用者の総数 

② ロの基準における利用者の割合については、以下のアに掲げる数をイに掲げる数で除して、算

定日が属する月の前３月当たりの割合を算出します。 

ア 指定訪問看護事業所における特別管理加算を算定した実利用者数 

イ 指定訪問看護事業所における実利用者の総数 

③ ①及び②に規定する実利用者数は、前３月において、当該事業所が提供する訪問看護を２回以

上利用した者又は当該事業所で当該加算を２回以上算定した者であっても、１として数えます。

そのため、①及び②に規定する割合の算出において、利用者には、当該指定訪問看護事業所を現

に利用していない者も含むことに留意してください。 

④ イ及びロの基準は、算定日が属する月の前３月の実績を算定根拠としているため、当該加算は、

新たに事業を開始し、又は再開した指定訪問看護事業所については、４月目以降算定が可能です。 

⑤ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、指定訪問看護事業所の訪問看護師等が、当該加算

の内容について利用者又はその家族への説明を行い、同意を得てください。 

⑥ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、イ、ロの割合及びハの人数について、継続的に所

定の基準を維持しなければなりません。なお、その割合及び人数については毎月記録するものと

し、所定の基準を下回った場合については、直ちに第１の５に規定する届出を提出しなければな

りません。 

【平成27年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（vol.1）（平成27年4月１日）】 

（問23） 

留意事項通知における「前３月間において、当該事業所が提供する訪問看護を２回以上利用した

者又は当該事業所で当該加算を２回以上算定した者であっても、１として数えること」とは、例えば、３

～５月にかけて継続して利用している利用者Ａは１人、１月に利用が終了した利用者Ｂも１人と数える

ということで良いか。

（答） 

貴見のとおりである。具体的には下表を参照のこと。 

例）特別管理加算を算定した実利用者の割合の算出方法 

【サービス提供状況】６月に看護体制強化加算を算定 

○：指定訪問看護の提供が１回以上あった

月 

◎：特別管理加算を算定した月 

【算出方法】 

① 前３月間の実利用者の総数 ＝ ３ 

② ①のうち特別管理加算(Ⅰ)(Ⅱ)を算定した実利用者数 ＝ ２ 

→ ①に占める②の割合 ＝ ２／３ ≧ ３０％ …算定要件を満たす 

 ３月 ４月 ５月 

利用者A ○ ○ ○ 

利用者B ◎(Ⅰ)   

利用者C ○ (入院等) ◎(Ⅱ) 
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（問24） 

仮に、６月に算定を開始する場合、届出の内容及び期日はどうなるのか。 

（答） 

看護体制強化加算の算定にあたっては「算定日が属する月の前３月間」において特別管理加

算及び緊急時訪問看護加算を算定した実利用者の割合を算出する必要がある。 

仮に、６月に算定を開始する場合は、５月１５日以前に届出を提出する必要があるため、５

月分は見込みとして３月・４月・５月の３月間の割合を算出することとなる。 

なお、５月分を見込みとして届出を提出した後に、加算が算定されなくなる状況が生じた場

合には、速やかにその旨を届け出ること。 

３月 ４月 ５月 ６月 

実績で割合を算出 

する。 

実績で割合を算出 

する。 

15 日以前に届出が必

要。届出日以降分は見込

みで割合を算出する。 

算定月 

（11）サービス提供体制強化加算（６単位／回）【厚告19別表3チ】【老企３６第二４（24）】

・厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道府県知事（指定都市又は中核市の市長）に

届け出た指定（介護予防）訪問看護事業所が、利用者に対し、指定（介護予防）訪問看護を行った場合

は、１回につき６単位を所定単位数に加算します。 

※指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して指定訪問看護を行う場合は、１月につき50

単位を所定単位数に加算します。 

◎厚生労働大臣が定める基準とは？

イ 当該指定（介護予防）訪問看護事業所の全ての看護師等に対し、看護師等ごとに研

修計画を作成し、当該計画に従い、研修（外部における研修を含む。）を実施又は実

施を予定していること。 

ロ 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は当該

指定訪問看護事業所における看護師等の技術指導を目的とした会議を定期的に開

催すること。 

ハ 当該指定訪問看護事業所の全ての看護師等に対し、健康診断等を定期的に実施

すること。 

ニ 当該指定訪問看護事業所の看護師等の総数のうち、勤続年数３年以上の者の占め

る割合が100分の30以上であること。
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① 研修について 

看護師等ごとの「研修計画」については、当該事業所におけるサービス従事者の資質向上のための研

修内容の全体像と当該研修実施のための勤務体制の確保を定めるとともに、看護師等について個別具

体的な研修の目標、内容、研修期間、実施時期等を定めた計画を策定しなければなりません。 

●国Ｑ＆Ａ 

【平成21年４月改定関係Ｑ＆Ａ（vol.１）（平成21年３月23日）】 

（問３） 

サービス提供体制強化加算の要件のうち、計画的な研修の実施に係る要件の留意事項を示された

い。 

（答） 

看護師等ごとに研修計画を策定することとしているが、当該計画の期間については定めていないた

め、当該看護師等の技能や経験に応じた適切な期間を設定する等、柔軟な計画策定をされたい。 

また、計画の策定については、全体像に加えて、看護師等ごとに策定することとされているが、この看

護師等ごとの計画については、職責、経験年数、勤続年数、所有資格及び本人の意向等に応じ、職員

をグループ分けして作成することも差し支えない。 

なお、計画については、すべての看護師等が概ね１年の間に１回以上、なんらかの研修を実施でき

るよう策定すること。

② 会議の開催について 

・「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項に係る伝達又は当該指定（介護予防）

訪問看護事業所における看護師等の技術指導を目的とした会議」とは、当該事業所においてサービス提

供に当たる看護師等のすべてが参加するものでなければなりません。 

・実施に当たっては、全員が一堂に会して開催する必要はなく、いくつかのグループ別に分かれて開催する

ことで差し支えありません。会議の開催状況については、その概要を記録しなければなりません。 

・「定期的」とは、おおむね１月に１回以上開催されている必要があります。 

・「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項」とは、少なくとも、次に掲げる事項に

ついて、その変化の動向を含め、記載しなければなりません。 

ア 利用者のＡＤＬや意欲 

イ 利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望 

ウ 家族を含む環境 

エ 前回のサービス提供時の状況 

オ その他サービス提供に当たって必要な事項 

③  健康診断等について 

健康診断等については、労働安全衛生法により定期に実施することが義務付けられた「常時使用する

労働者」に該当しない看護師等も含めて、少なくとも１年以内ごとに１回、事業主の費用負担により実施し

なければなりません。ただし、新たに加算を算定しようとする場合にあっては、当該健康診断等が１年以内

に実施されることが計画されていることをもって足ります。 
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●国Ｑ＆Ａ 

【平成21年４月改定関係Ｑ＆Ａ（vol.１）（平成21年３月23日）】 

（問４） 

サービス提供体制強化加算の要件のうち、定期的な健康診断の実施に係る要件の留意事項を示さ

れたい。 

（答） 

本要件においては、労働安全衛生法により定期的に健康診断を実施することが義務づけられた「常

時使用する労働者」に該当しない看護師等を含めた、すべての看護師等に対して、１年以内ごとに１

回、定期的に医師による健康診断（常時使用する労働者に該当しない者に対する健康診断の項目に

ついても労働安全衛生法と同様とする。）を、事業所の負担により実施することとしている。 

また、「常時使用する労働者」に該当しない看護師等に対する健康診断については、労働安全衛生

法における取扱いと同様、看護師等が事業者の実施する健康診断を本人の都合で受診しない場合に

ついては、他の医師による健康診断（他の事業所が実施した健康診断を含む。）を受診し、その者が当

該健康診断の結果を証明する書面を提出したときは、健康診断の項目を省略できるほか、費用につい

ては本人負担としても差し支えない（この取扱いについては、高齢者の医療の確保に関する法律により

保険者が行う特定健康診査については、同法第21条により労働安全衛生法における健康診断が優先

されることが定められているが、「常時使用する労働者」に該当しない看護師等については、同条の適

用はないことから、同様の取扱いとして差し支えない。）。

④ 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）の平均

を用いることとする。ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又

は再開した事業所を含む。）については、届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法に

より算出した平均を用います。したがって、新たに事業を開始し、又は再開した事業者について

は、４月目以降届出が可能となるものです。 

⑤ 届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平均を用いる場合にあっては、届

出を行った月以降においても、直近３月間の職員の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなけ

ればなりません。なお、その割合については、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合につい

ては、直ちに加算の廃止の届出を提出しなければなりません。 

⑥ 同一の事業所において介護予防訪問看護を一体的に行っている場合においては、本加算の計算も一

体的に行います。 

⑦ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。具体的には、平成28年４月

における勤続年数３年以上の者とは、平成28年３月31日時点で勤続年数が３年以上である者をいいます。 

⑧ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人の経営する他の介護

サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直接提供する職員として勤務した

年数を含めることができます。 
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●国Ｑ＆Ａ 

【平成21年４月改定関係Ｑ＆Ａ（vol.１）（平成21年３月23日）】 

（問５） 

同一法人内であれば、異なるサービスの事業所（施設）における勤続年数や異なる業種（直接処遇

職種）における勤続年数も通算できるのか。さらに、事業所間の出向や事業の承継時にも通算できるの

か。 

また、理事長が同じであるなど同一グループの法人同士である場合にも通算できるのか。 

（答） 

同一法人であれば、異なるサービスの事業所での勤続年数や異なる職種（直接処遇を行う職種に限

る。）における勤続年数については通算することができる。また、事業所の合併又は別法人による事業

の承継の場合であって、当該施設・事業所の職員に変更がないなど、事業所が実質的に継続して運営

していると認められる場合には、勤続年数を通算することができる。ただし、グループ法人については、

たとえ理事長等が同じであったとしても、通算はできない。 

（問６） 

産休や病欠している期間は含めないと考えるのか。 

（答） 

産休や介護休業、育児休業期間中は雇用関係が継続していることから、勤続年数に含めることがで

きる。 

（問10） 

「届出日の属する月の前３月について、常勤換算方法により算出した平均を用いる」こととされている

前年度の実績が６月に満たない事業所について、体制届出後に、算定要件を下回った場合はどう取扱

うか。 

（答） 

サービス提供体制強化加算に係る体制の届出に当たっては、老企第36号等において以下のように

規定されているところであり、これに従った取扱いとされたい。 

「事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定されなくな

ることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させることとする。なお、この場合は、加算等が算定さ

れなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わないものとする。」 

具体的には、平成21年４月に算定するためには、平成20年12月から平成21年２月までの実績に基づ

いて３月に届出を行うが、その後平成21年１月から３月までの実績が基準を下回っていた場合は、その

事実が発生した日から加算の算定は行わないこととなるため、平成21年４月分の算定はできない取扱

いとなる。 
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（12）中山間地域等における小規模事業所加算（所定単位数の10％を加算） 

【厚告19別表3注8】【老企３６第二４（12）】

・厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、厚生労働大臣が定める施設基準に適合する指定（介護予

防）訪問看護事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在しない場合は、当該事務所を

除く。）又はその一部として使用される事務所の看護師等が指定（介護予防）訪問看護を行った場合は、

１回につき所定単位数の100分の10に相当する単位数を所定単位数に加算します。 

※指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して指定訪問看護を行う場合は、１月につき所

定単位数の100分の10に相当する単位数を所定単位数に加算します。 

● 神奈川県内の該当地域は次のとおりです。 

山北町（三保、共和、清水を除く）、湯河原町、清川村（宮ヶ瀬、煤ヶ谷を除く）、 

相模原市緑区（旧津久井町（青根、鳥屋を除く）、旧藤野町（牧野を除く））、 

南足柄市（旧北足柄村＝内山、矢倉沢）、大井町（旧相和村＝赤田、高尾、柳、篠窪）、 

松田町（旧寄村、旧松田町＝松田町全域） 

● 「その一部として使用される事務所」とは、待機や道具の保管、着替え等を行う出張所等（以下「サテライ

ト事業所」という。）を指し、例えば、本体の事業所が離島等以外に所在し、サテライト事業所が離島等に

所在する場合、本体事業所を業務の本拠とする看護師等による（介護予防）訪問看護は加算の対象とな

らず、サテライト事業所を業務の本拠とする看護師等による（介護予防）訪問看護は加算の対象です。 

● サテライト事業所のみが離島等に所在する場合には、当該サテライト事業所を本拠とする看護師等を明

確にするとともに、当該サテライト事業所から提供した具体的なサービスの内容等の記録を別に行い、管

理する必要があります。 

● 延訪問回数は前年度（３月を除く。）の１月当たりの平均延訪問回数をいいます。 

● 前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事業を開始し、又は再開した事業所を含む。）について

は、直近の３月における１月当たりの平均延訪問回数を用います。したがって、新たに事業を開始し、又

は再開した事業者については、４月目以降届出が可能です。平均延訪問回数については、毎月ごとに記

録するものとし、所定の回数を上回った場合については、直ちに当該加算の廃止の届出を提出しなけれ

ばなりません。 

● 当該加算を算定する事業所は、その旨について利用者に事前に説明を行い、同意を得てサービスを行

う必要があります。 

● 所定単位数には、緊急時訪問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加算を含みません。 

◎厚生労働大臣が定める施設基準

・訪問看護費の場合：１月当たり延訪問回数が100回以下の指定訪問看護事業所 

・介護予防訪問看護費の場合：１月当たり延訪問回数が５回以下の指定介護予防訪問看護事業所 
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（13）中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算（所定単位数の５％を加算） 

【厚告19別表3注9】【老企３６第二４（13）】

・指定（介護予防）訪問看護事業所の看護師等が、厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に

対して、通常の事業の実施地域（指定居宅サービス基準第73条第５号及び指定介護予防サービス基準

第72条第５号に規定する通常の事業の実施地域をいう。）を越えて、指定（介護予防）訪問看護を行った

場合は、１回につき所定単位数の100分の５に相当する単位数を所定単位数に加算します。 

※指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して指定訪問看護を行う場合は、１月につき所

定単位数の100分の５に相当する単位数を所定単位数に加算します。 

● 神奈川県内の該当地域は次のとおりです。 

山北町、湯河原町、清川村、相模原市緑区（旧津久井町、旧藤野町）、 

南足柄市（旧北足柄村＝内山、矢倉沢）、大井町（旧相和村＝赤田、高尾、柳、篠窪）、 

松田町（旧寄村、旧松田町＝松田町全域） 

● 当該加算を算定する利用者については、指定居宅サービス基準第66条第３項及び指定介護予防サー

ビス基準第69条第３項に規定する交通費の支払いを受けることはできません。 

● 所定単位数には緊急時訪問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加算を含みません。 

●国Ｑ＆Ａ 

【平成21年４月改定関係Ｑ＆Ａ（vol.１）（平成21年３月23日）】 

（問13） 

月の途中において、転居等により中山間地域等かつ通常の実施地域内からそれ以外の地域（又は

その逆）に居住地が変わった場合、実際に中山間地域等かつ通常の実施地域外に居住している期

間のサービス提供分のみ加算の対象となるのか。あるいは、当該月の全てのサービス提供分が加算

の対象となるのか。 

（答） 

該当期間のサービス提供分のみ加算の対象となる。 

※月ごとの定額報酬である介護予防などについては、転居等により事業所を変更する場合にあっ

ては日割り計算となることから、それに合わせて当該加算の算定を行うものとする。

（14）特別地域訪問看護加算（所定単位数の15％を加算）【厚告19別表3注7】【老企３６第二４（13）】

・厚生労働大臣が定める地域に所在する指定（介護予防）訪問看護事業所（その一部として使用される事

務所が当該地域に所在しない場合は、当該事務所を除く。）又はその一部として使用される事務所の看

護師等が指定（介護予防）訪問看護を行った場合は、１回につき所定単位数の100分の15に相当する単

位数を所定単位数に加算します。 

※指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所と連携して指定訪問看護を行う場合は、１月につき100

分の15に相当する単位数を所定単位数に加算します。 

● 神奈川県内の該当地域は次のとおりです。 

山北町（三保、共和、清水）、清川村（宮ヶ瀬、煤ヶ谷）、 

相模原市緑区（旧津久井町（青根、鳥屋）、旧藤野町（牧野）） 
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● 「その一部として使用される事務所」とは、待機や道具の保管、着替え等を行う出張所等（以下「サテライ

ト事業所」という。）を指し、例えば、本体の事業所が離島等以外に所在し、サテライト事業所が離島等に

所在する場合、本体事業所を業務の本拠とする看護師等による（介護予防）訪問看護は加算の対象とな

らず、サテライト事業所を業務の本拠とする看護師等による（介護予防）訪問看護は加算の対象です。 

● サテライト事業所のみが離島等に所在する場合には、当該サテライト事業所を本拠とする看護師等を明

確にするとともに、当該サテライト事業所から提供した具体的なサービスの内容等の記録を別に行い、管

理する必要があります。 

● 所定単位数には、緊急時訪問看護加算、特別管理加算及びターミナルケア加算を含みません。 

●国Ｑ＆Ａ 

【平成21年４月改定関係Ｑ＆Ａ（vol.１）（平成21年３月23日）】 

（問11） 

特別地域加算（15％）と中山間地域等に居住するものへのサービス提供加算（５％）、又は、中山間

地域等における小規模事業所加算（10％）と中山間地域等に居住するものへのサービス提供加算

（５％）を同時に算定することは可能か。

（答） 

特別地域加算対象地域又は中山間地域等における小規模事業所加算対象地域にある事業所が通

常のサービス実施地域を越えて別の中山間地域等に居住する利用者にサービスを提供する場合にあ

っては、算定可能である。

（15）居宅サービス計画上准看護師の訪問が予定されている場合に准看護師以外の看護師等により 

訪問看護が行われた場合の取扱い（所定単位数の100分の90を算定）【老企３６第二４（9）】

・居宅サービス計画（介護予防サービス計画）上、准看護師が訪問することとされている場合に、事業所の

事情により准看護師以外の看護師等が訪問する場合については、所定単位数に100分の90を乗じて得

た単位数を算定します。 

・居宅サービス計画（介護予防サービス計画）上、准看護師以外の看護師等が訪問することとされている

場合に、准看護師が訪問する場合については、准看護師が訪問する場合の単位数（所定単位数の100

分の90）を算定します。 

（16）集合住宅に居住する利用者に対する減算(所定単位数の100分の90)（H27新設）【厚告19別表3注3】

・事業所と同一の敷地内若しくは隣接する敷地内の建物若しくは指定訪問看護事業所と同一の建物に居

住する利用者又は当該事業所における１月あたりの利用者が同一の建物に20人以上居住する建物の

利用者に対し、指定訪問看護を行った場合は所定単位数の９０／１００に相当する単位数を算定します。

※「同一の建物に居住する利用者に対する減算」の評価を見直したものです

＜留意事項＞ 

① 建物の定義 

減算対象となる建物については以下の通りです。 

・養護老人ホーム 

・軽費老人ホーム 

・有料老人ホーム 

・サービス付き高齢者向け住宅（以下「サ高住」という。） 

上記以外の建物、例えば一般住宅については減算の対象外です。 
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② 同一の敷地若しくは隣接する敷地内の建物の定義 

事業所と構造上又は外形上、一体的な建物及び同一敷地内並びに隣接する敷地（当該事業所と

有料老人ホーム等が道路等を挟んで設置している場合を含む。）にある建物のうち効率的なサー

ビス提供が可能なものを指します。 

ただし、当該減算は事業所と訪問先の位置関係により効率的なサービス提供が可能であること

を適切に評価する趣旨であるため、隣接していても横断に迂回が必要な道路や河川などに隔てら

れている場合等サービス提供の効率化につながらない場合には、減算を適用すべきではありませ

ん。 

③ 同一の建物に20人以上居住する建物の定義 

②に該当する範囲以外の建物で、当該建物に当該事業所の利用者が20人以上居住する場合に該

当し、同一敷地内にある別棟の建物や道路を挟んで隣接する建物の利用者数の合算はしません。 

 利用者数は、１月間（暦月）の利用者数の平均を用います。この場合、１月間の利用者数の平

均は、当該月における１日ごとの該当する建物居住する利用者数の合計を、当該月の日数で除し

て得た数（小数点以下切り捨て）とします。 

◆減算対象となる事例 

・事業所とサ高住が同一建物に併設してある場合 

・事業所と有料老人ホームが隣接する敷地に併設してある場合 

・事業所とサ高住が幅員の狭い道路を隔てた敷地に併設してある場合 

・有料老人ホームに、当該事業所の利用者が20人以上いる場合 

◆減算対象とはならない事例 

・事業所と隣接する敷地にある一般住宅にサービス提供する場合 

・事業所と同一敷地内に有料老人ホームがあるが、敷地が広大で建物も点在しており、位置関

係による効率的なサービス提供ができない場合 

・事業所と有料老人ホームが、横断に迂回が必要な程度の幅員の広い道路に隔てられている場

合 

・事業所と隣接しない同一敷地内に複数のサ高住がある場合で、各サ高住の利用者数の合計は

20人を超えるが、各サ高住それぞれの利用者数は20人に満たない場合。（利用者数の合算を

しない） 

※ 減算の対象となるのは、減算対象となる建物に居住する利用者に限られます。
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看護職員による相談等の評価（居宅療養管理指導費） 

◆居宅療養管理指導費（看護職員が行う場合 402単位） 

・在宅の利用者であって通院が困難なものに対して、医師が看護職員による居宅療養管理指導が必要で

あると判断し、当該指定（介護予防）居宅療養管理指導事業所の看護職員が当該利用者を訪問し、療

養上の相談及び支援を行い、介護支援専門員に対する居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供

を行った場合に、要介護認定（要介護認定の更新又は要介護状態区分の変更の認定を含む。）又は要

支援認定（要支援認定の更新又は要支援状態区分の変更の認定を含む。）に伴い作成された居宅サー

ビス計画（介護予防サービス計画）に基づく指定居宅サービス（指定介護予防サービス）の提供を開始し

た日から起算して６月の間に２回を限度として算定します。 

・同一建物居住者（当該利用者と同一建物に居住する他の利用者に対して指定（介護予防）居宅療養管

理指導事業所の看護職員が同一日に指定（介護予防）居宅療養管理指導を行う場合の当該利用者）に

対して指定（介護予防）居宅療養管理指導を行った場合は、362単位を算定します。 

・准看護師が指定（介護予防）居宅療養管理指導を行った場合は、所定単位数の100分の90に相当する

単位数を算定します。 

・利用者が定期的に通院している場合若しくは定期的に訪問診療を受けている場合又は利用者が（介護

予防）訪問看護、（介護予防）訪問リハビリテーション、（介護予防）短期入所生活介護、（介護予防）短期

入所療養介護、（介護予防）特定施設入居者生活介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護若しくは

（介護予防）認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老

人福祉施設入所者生活介護若しくは看護小規模多機能型居宅介護を受けている間は、算定できませ

ん。 

※指定訪問看護ステーション及び指定介護予防訪問看護ステーションが、保健師、看護師又は准看護師

による居宅療養管理指導を行う場合にあっては、居宅療養管理指導について法第70条の指定を受ける

必要があります。＜指定基準等の概要はＰ47参照＞ 

ポイント 

※「同一建物居住者」とは【老企３６第二6（1）】

ア 養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、マンションなどの集合

住宅等に入居又は入所している複数の利用者 

イ 小規模多機能型居宅介護（宿泊サービスに限る。）、認知症対応型共同生活介護、複合型サービス（宿泊サ

ービスに限る。）、介護予防小規模多機能型居宅介護（宿泊サービスに限る。）、介護予防認知症対応型共同

生活介護などのサービスを受けている複数の利用者 

＜留意事項＞【老企３６第二6（6）、（7）】

● 看護職員による居宅療養管理指導については、要介護（要支援）認定等の際に主治医から提出される

「主治医意見書」中「４生活機能とサービスに関する意見(５)医学的管理の必要性」の「看護職員の訪問に

よる相談・支援」の項にチェックのある者又は看護職員の訪問による相談支援の必要がある旨の記載があ

る者のうち、サービス担当者会議において必要性が認められ、本人又はその家族等の同意が得られた者

に対して、看護職員が訪問を行った上で、必要に応じて電話相談を行い、併せて介護支援専門員に対

する居宅サービス計画（介護予防サービス計画）の作成等に必要な情報提供を行った場合について算定

します。 

Ⅵ 居宅療養管理指導について 



49

● 新規認定、更新認定又は要介護（要支援）認定区分の変更の際に作成された居宅サービス計画（介護

予防サービス計画）に基づくサービスの開始から６月以内に行われた場合に算定します。 

● 看護職員は実施した療養上の相談及び支援に係る記録を作成し、保存するとともに、相談等の対象と

なった利用者ごとに利用者氏名、訪問先、訪問日、指導の要点、解決すべき課題等に関する要点を明記

し、医師、介護支援専門員等に対して情報提供を行う必要があります。 

● 居宅療養管理指導に要した交通費は実費を利用者から徴収してもよい。 

■ 指 導 事 例 ■ 

・訪問看護を提供している利用者に対し、居宅療養管理指導を算定していた。 

◆居宅療養管理指導の指定基準（訪問看護ステーション）【居宅条例 第９１・９２条】【予防条例 第８９・９０条】

ア 人員に関する基準 

看護職員（保健師、看護師又は准看護師）を１以上配置すること。 

イ 設備に関する基準 

指定（介護予防）訪問看護ステーションであること。 

指定（介護予防）居宅療養管理指導の事業の運営に必要な広さを確保していること。 

指定（介護予防）居宅療養管理指導の提供に必要な設備及び備品等を備えていること。 

◆居宅療養管理指導の指定の申請方法 

① 既に訪問看護ステーションの指定を受けている場合 

・郵送で申請の受付を行います。 

・毎月１３日必着分について、当月に審査の上、翌月１日指定を行います。 

・添付書類等の不備等により申請を受理できない場合は翌々月以降の指定となります。 

② 訪問看護ステーションの指定と同時に申請する場合 

・窓口で申請の受付を行います。 

・申請の受付は完全予約制ですので、必ず事前に電話でご予約ください。 

※居宅療養管理指導の指定の申請方法の詳細は、 

「介護情報サービスかながわ（http://www.rakuraku.or.jp/kaigonavi/）」をご参照ください。 

［郵送先］〒231-8588 横浜市中区日本大通１ 

神奈川県保健福祉局福祉部高齢福祉課在宅サービスグループ 

居宅療養管理指導担当あて 

［予約先］予約受付 ： 神奈川県保健福祉局福祉部高齢福祉課 

受付時間 ： ９時～12時、13時～17時（土、日、祝日を除く。） 

連 絡 先 ： 電話 045-210-4824（直通） 
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［参考資料１］ 

○訪問看護計画書及び訪問看護報告書等の取扱いについて 

（平成12年3月3日 老企第55号 厚生省老人保健福祉局企画課長通知） 

１ 訪問看護計画書及び訪問看護報告書等の作成についての留意事項 

 訪問看護計画書は、主治の医師の指示、利用者の希望や心身の状況等を踏まえ、療養上の目

標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記載して作成すること。なお、既

に居宅サービス計画等が作成されている場合は、当該計画の内容に沿って作成するものである

こと。 

 主治医と連携を図り、適切な指定訪問看護を提供するため定期的に訪問看護計画書及び訪問

看護報告書を主治医に提出しなければならないこと。 

 訪問看護ステーションの管理者は訪問看護計画書及び訪問看護報告書並びに訪問看護記録書

の内容について十分な助言、指導等必要な管理を行うこと。 

２ 訪問看護計画書等の記載要領 

 訪問看護計画書及び訪問看護報告書の様式は、別紙様式１及び別紙様式２を標準として作成

するものであること。 

なお、既に健康保険法等の指定訪問看護を実施している場合にあっては、現在使用してい

る様式を取り繕って使用しても差しつかえないこと。その場合には、備考欄に要介護認定の

状況を追加し記入すること。 

 訪問看護計画書には、看護・リハビリテーションの目標、訪問計画及び看護内容を記載する

こと。備考欄には、特別な管理を要する内容等を記載すること。 

 訪問看護報告書には、訪問看護を行った日に〇を印すこと。なお、急性増悪等により特別訪

問看護指示書の交付を受けて訪問した日には△、緊急時訪問を行った日は×印とすることとし、

当該報告書の記載と先に主治医に提出した訪問看護計画書（当該計画書を指定居宅サービス等

の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第37号）第69条第４項において

診療記録の記載をもって代えた場合を含む。）の記載において重複する箇所がある場合は、当

該報告書における重複箇所の記載を省略しても差し支えないこととすること。 

 訪問看護記録書は、各訪問看護ステーションにおいて、利用者毎に作成すること。主治医及

び居宅介護支援事業所からの情報、初回訪問時に把握した基本的な情報等の記録(記録書Ⅰ)及

び訪問毎の記録(記録書Ⅱ)を整備し以下の事項について記入すること。 

記録書Ⅰには、訪問看護の依頼目的、初回訪問年月日、主たる傷病名、既往歴、現病歴、

療養状況、介護状況、緊急時の主治医・家族等連絡先、指定居宅介護支援事業所の連絡先、

その他関係機関との連絡事項等を記入すること。 

また、記録書Ⅱには、訪問年月日、病状・バイタルサイン、実施した看護・リハビリテー

ション内容等必要な事項を記入すること。 

なお、訪問看護記録書は電子媒体を活用しても差し支えないこと。 

３ 訪問看護計画書等の保管 

 訪問看護計画書等は、利用者毎に作成し保管する。 

なお、途中で介護保険の給付ではなく、医療保険給付対象となる訪問看護を受けた場合は、

それが明確になるように罫線で囲む等を行うこと。 

 訪問看護計画書等は２年間保存のこと。 
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４ 「指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る

介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」（平成18年厚生労働省令第35号）第73条に

規定する介護予防訪問看護計画書及び介護予防訪問看護報告書についても、１から３の取扱いと

同様とする。 

５ 指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護の提供にかかる定期巡回・随時対応型訪問介護看護計

画（訪問看護サービスに係る計画に限る。）、訪問看護報告書及び訪問看護サービス記録書並び

に指定複合型サービスの提供にかかる複合型サービス計画（看護サービスに係る計画に限る。）、

複合型サービス報告書及び複合型サービス記録書の作成については、訪問看護計画書、訪問看護

報告書及び訪問看護記録書と同様の取扱いとする。 

（参考） 

訪問看護計画書等の記載要領等について（平成12年3月31日保険発第62号・老健第71号） 

「訪問看護計画書等の記載要領等について」の一部改正について（平成26年3月26日保医発0326第4号） 
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別紙様式１ 

訪問看護計画書 

患者氏名 
生年月日 明・大・昭・平 年 月 日 

(  歳)

要介護認定の
状況 

自立 要支援（１ ２） 要介護(１ ２ ３ ４ ５) 

住 所 

看護・リハビリテーションの目標 

年 月 日 問 題 点 ・ 解 決 策 評価 

衛生材料等が必要な処置の有無      有       無 

処置の内容 衛生材料（種類・サイズ）等 必要量 

備考 

上記の訪問看護計画書に基づき指定訪問看護又は看護サービスの提供を実施いたします。 

平成  年  月  日 

事業所名            

管理者氏名        印  

殿
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別紙様式２ 

訪問看護報告書 

患者氏名 
生年月日 明・大・昭・平 年 月 日 

(  歳)

要介護認定の状況 自立 要支援（１ ２） 要介護(１ ２ ３ ４ ５) 

住所 

訪問日 平成 年 月 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

８ ９ 10 11 12 13 14 

15 16 17 18 19 20 21 

22 23 24 25 26 27 28 

29 30 31       ？

平成 年 月 

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 

８ ９ 10 11 12 13 14 

15 16 17 18 19 20 21 

22 23 24 25 26 27 28 

29 30 31       ？

訪問日を〇で囲むこと。特別訪問看護指示書に基づく訪問看護を実施し

た日は△で囲むこと。１日に２回以上訪問した日は◎で、長時間訪問看

護加算を算定した日を□で囲むこと。 

なお、右表は訪問日が２月にわたる場合使用すること。 

病状の経過 

看護・リハビリテー
ションの内容 

家庭での介護の状況

衛生材料等の使用量
および使用状況 

衛生材料等の名称：（                     ）

使用及び交換頻度：（                     ）

使用量：（                          ）

衛生材料等の種類・
量の変更 

衛生材料等（種類・サイズ・必要量等）の変更の必要性： 有  無 

変更内容 

特記すべき事項（頻回に訪問看護が必要な理由を含む） 

上記のとおり、指定訪問看護又は看護サービスの提供の実施について報告いたします。 

平成  年  月  日 

事業所名            

管理者氏名        印  

殿 



54

［参考資料２］ 

個人情報保護について 

平成17年４月から、個人情報保護法が施行され、介護保険事業者も個人情報保護法に沿って事業

運営をしていかなければなりません。 

具体的な取扱いのガイドラインは、厚生労働省が出しています。 

※ 個人情報保護 

⇒消費者庁のホームページ 

http://www.caa.go.jp/planning/kojin/index.html

※ 「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイドライン」 

⇒厚生労働省のホームページ 

http://www.mhlw.go.jp/shingi/2004/12/dl/s1224-11a.pdf

ポイント 具体的な内容等 

① 利用目的の特定 ・個人情報を取り扱うに当たり、利用目的を特定する。 

・特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えてはいけな

い。 

② 適正な取得、利用目的の通知 ・偽りその他の不正の手段により個人情報を取得してはなら

ない。 

・あらかじめ利用目的を公表しておくか、個人情報取得後、

速やかに利用目的を本人に通知又は公表する。 

 →公表方法（例：事業所内の掲示、インターネット掲載） 

  通知方法（例：契約の際に文書を交付するなど） 

③ 正確性の確保 ・個人データを正確かつ最新の内容に保つ。 

④ 安全管理・従業員等の監督 ・個人データの漏えい等の防止のための安全管理措置 

 →個人情報保護に関する規程の整備、情報システムの安全

管理に関する規程の整備、事故発生時の報告連絡体制の

整備、入退館管理の実施、機器の固定、個人データへの

アクセス管理 

・従業者に対する適切な監督 

・個人データ取扱を委託する場合は、委託先に対する監督 

⑤ 第三者への提供の制限 ・あらかじめ本人の同意を得ないで、他の事業者など第三者

に個別データを提供してはならない。 

⑥ 本人からの請求への対応 ・本人から保有個人データの開示を求められたときには、当

該データを開示しなくてはならない。 

・本人から保有個人データの訂正等求められた場合に、それ

らの求めが適正であると認められるときには、訂正等を行

わなくてはならない。 

⑦ 苦情の処理 ・苦情などの申出があった場合の適切かつ迅速な処理 

・苦情受付窓口の設置、苦情処理体制の策定等の体制整備 

※ 上記の厚生労働省ガイドラインに詳細が記載されていますので、ご確認ください。 



従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 （　 28 年 4 月分） サービス種類　　  （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）訪問看護・介護予防訪問看護 ）

事業所番号（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 事業所名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かながわ訪問看護ステーション ）

職　　種 勤務 資　格 氏　名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 ４月の
形態 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 合計

管理者 Ｂ 看護師 横須賀　二郎 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 84 20 －

看護職員 Ｂ 看護師 横須賀　二郎 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 休 4 4 4 4 80 20

看護職員 Ｂ 看護師 横浜　花子 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 168 40 1

看護職員 Ｂ 保健師 相模　さくら 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 176 40 1

看護職員 Ｄ 保健師 鎌倉　小町 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 3 51 12

看護職員 Ｄ 准看護師 川崎　菊代 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 126 30

看護職員の総計 A 626 B 142 C 3.5

理学療法士 Ｂ 理学療法士 神奈川　太郎 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 176 40

作業療法士

言語聴覚士

常勤換算後
の人数

週平均の
勤務時間

5
5

1412345678

勤務形態一覧表の作成方法・常勤換算の算出方法 [参考資料３]

他の職務と兼務している場合は職務ごと

の勤務時間を記載します。

訪問看護と介護予防訪問看護の両サービスを提供する場合、

職員は両サービスを兼務していることになるため、勤務形態

は常勤職員であれば常勤兼務Ｂ、非常勤であれば非常勤兼務
勤務時間数は休憩時間を除いて

実労働時間時間を記載します。

所定労働時間外の勤務時間数は除いて

記載してください。

勤務形態一覧表は、４週分

ではなく、歴月（毎月１日

から末日）分を作成します。

※小数点第２位以下を

切り捨てます。

勤務形態　Ａ　常勤専従　　Ｂ常勤兼務　　Ｃ非常勤専従　　Ｄ非常勤兼務

計算はすべて小数点第２位を切り捨て

常勤職員が勤務すべき１週あたりの勤務日数、勤務時間　 5 日 (a) 週 時間 (b)

常勤職員が勤務すべき１日あたりの勤務時間　 8 時間  （c）

４月の常勤職員が通常勤務すべき日数 日     （d）

　　常勤職員の勤務すべき曜日が同じ場合　当該月の常勤職員が勤務すべき曜日を足し上げた日数

　　常勤職員によって勤務すべき曜日が異なる場合の常勤職員が通常勤務すべき日数の計算方法　（a）×4＋（月の日数-28）×（a）÷7

常勤職員の１ヶ月間における勤務すべき時間数 （c）×（d） 時間 (e)

●常勤換算…常勤専従職員（予防との兼務は専従とみなす）の人数＋（非常勤職員等の勤務時間数合計÷常勤職員の１ヶ月間における勤務すべき時間数(e)）　

●「看護職員」…保健師、看護師又は准看護師

176

40

22.0

職員は両サービスを兼務していることになるため、勤務形態

は常勤職員であれば常勤兼務Ｂ、非常勤であれば非常勤兼務
勤務時間数は休憩時間を除いて

実労働時間時間を記載します。

所定労働時間外の勤務時間数は除いて

記載してください。

※小数点第２位以下を

切り捨てます。

常勤職員は、他の職務を兼務していない

のであれば、合計時間数にかかわらず、

常勤換算は１となります。

常勤職員が他の職務を兼務している場合、

非常勤職員の場合、月途中に採用又は

退職の場合は、「それらの人の勤務合計

時間÷常勤職員の勤務すべき時間数」で

常勤換算数を算出します。

ただし、非常勤職員が勤務時間数として

参入することができるのは、常勤職員の

勤務すべき時間数までとなります。

常勤職員の休暇等については、歴月で１月を

超える休暇を除いて、常勤換算による計算上

勤務したものとみなすことができます。この場

合、勤務形態一覧表には「休」と記載してくだ

さい。なお、非常勤職員の休暇等は勤務した

ものとして認めることはできません。


